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要旨

本学位請求論文『1990年代以降の日本労働市場の分析—組織内における資源配分の役割

に注目しての分析—』の構成は次のとおりである。

第 1章 本論文での課題

第 2章 学歴、職務評価、昇進: 人事データを用いた雇用者学習モデルの推定

第 3章日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用い

て-

第 4章 若年者就業率における賃金弾力性の推定

第 5章 海外現地法人の雇用創出・喪失と日本国内雇用との関係について

第 6章 総括

第 1 章では先行研究を整理した上で、本論文の課題を論じた。1990年代初頭のいわゆる

「バブル経済」崩壊以降の長期にわたり経済停滞において、日本経済はその経済資源のより

効率的な活用を求められていた。このような停滞の中で日本の労働市場その中でも企業等

組織内部労働市場はどのような労働資源配分を行ってきたのかが本論文の関心事項である。

本論文で関心を置く労働資源配分とは、労働市場の様々な部門の仕事に対し、どのよう
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な労働者が割り振られているのかについてである。この様々な部門の仕事には要求される

能力などに大きな違いがあり、同様に職務遂行能力に様々な違いがある労働者誰もが全て

の仕事に適格なわけではない。他の仕事に就けばより高い付加価値を生産できる労働者で

あっても、自分の職務遂行能力に合わない仕事に就かされれば、不十分な成果しか上げら

れないことも考えられる。各々の労働者に対する仕事への配置が職務遂行能力ではない要

素、例えば能力に関する情報を不正確にしか観察できないことによって生じる偶然的なノ

イズや性別といった要素で決まるのであれば、このような不十分な成果しか上げられない

割り振りが生じるという意味で、労働資源配分は効率的でないと言える。また転職などを

通じた労働者の移動が制限されていれば、または能力に関する情報が更新されることなく

不正確なままであれば、この効率的でない労働資源配分が持続することになる。このよう

なことから、日本労働市場における労働資源配分の仕組みを考察することは、「バブル経済」

崩壊以降の長期にわたり経済停滞を分析するために必要であると考える。

日本における労働市場の特徴として、長期雇用に代表される特有の雇用慣行が大企業を

中心に存在している。この長期雇用を前提とした日本的雇用慣行は、戦後から 1980年代ま

での高い経済成長と若年労働力の豊富な労働供給という背景のもとで、合理的であったと

考えられている。この転職が少ない長期雇用という前提は、1990年代以降の経済停滞期に

おいて、低調な企業から好調な企業への労働移動の硬直化を招き、労働資源の再配分機能

を妨げることが指摘されている (Ono, 2010) 。日本の労働市場の流動性については、諸外

国と比べて異企業間における従業員の異動が少ないことが、世帯調査を用いた労働フロー

測定や、事業所調査による入離職率の分析などで確認されている一方で、企業内部の配置

転換による異動などを考慮する必要が指摘され、実際に雇用慣行が大きな変化を遂げたと

考えられている近年でも企業内配置転換や出向など内部労働での労働者の異動が絶対数お
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よびシェアどちらの観点かも上昇してきた可能性が指摘されている (神林, 2016a,b) 。企業

内部の労働市場を通じた労働異動に伴う労働資源配分メカニズムは、職業紹介機関などを

通じた外部労働市場労働資源配分メカニズムとは異なることが予想される (Doeringer and

Piore, 1971)。ただし 1990年代以降の経済停滞期において、組織内部における資源配分を

どれほど効率的であったかという評価はまだ明確にされていない。そこで本論文は、日本

的雇用慣行を前提とした労働市場における労働資源配分に中心的な関心を置く。この問題

意識から、本論文の前半は日本的雇用慣行を採用している内部労働市場に注目した分析を

行う。そして後半では内部労働市場に参入できなかった労働者として、若年無業者にも着

目した。この点に着目した理由は、内部労働市場における雇用水準を維持するために、若

年者が代替されているという仮説が存在するからである。

第 2 章では日本の大企業での人材配置について取り扱う。日本的雇用慣行で特徴づけら

れる労働市場における労働者は転職によって他企業で職を得る機会が限られる。そのため、

日本的雇用慣行を特徴とする労働市場は、他の者と比べて高い能力を持つ労働者に対して、

その高い能力をより効率的に活用できる仕事へと割り当てる機能が弱いことが Ono (2010)

等によって指摘されてきた。しかし Li and Tian (2013)や Papageorgiou (2018) といった

近年の理論研究では、転職の頻度が少ない長期勤続のもとでも、転職と同様のマッチング

の向上が可能であることを指摘している。これらの理論研究は、労働者は他企業で職を得

る転職機会が限られる代わりに、一つの企業内における複数の職務経験を通じて、自身の

能力が効率的に発揮される職務に出会える利点を指摘している。このような利点を実現す

るためには、内部労働市場において労働者の能力に関する情報が職業経験を通じて蓄積さ

れる構造が必要とされる。この章では、このような情報蓄積構造を実証的に分析する。こ

こでは雇用者学習モデルを理論的基礎に据える。雇用主学習モデルは雇用主が、従業員の
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能力についての先験的分布を学歴から形成し、職務のパフォーマンスを観察しながらその

分布を更新していくと仮定する。本章は各従業員の出身大学、職務評価、職能等級に関す

る豊かな情報を含んだ 2つの大規模製造業企業の人事データを用いて、大卒ホワイトカラ

ー労働者についての雇用主学習モデルのパラメータを推定した。推定の結果は雇用主は従

業員の能力を素早く学習することを示しており、当初の予測誤差は 3年から 4年のうちに

半減する。企業は名門大学の卒業生を早く出世させるがそれは名門大学の卒業生が一般的

に職務上のパフォーマンスがよいためである。

第 3 章では日本的雇用慣行のもとでの賃金決定について取り扱う。ここでは、外部労働

市場の影響を受けにくい公的部門労働者について分析を行う。八代 (1997) が指摘するよ

うに日本の公務員制度は、日本的雇用慣行のもっとも典型的な一つのパターンであり、入

職するためには一定の年齢制限があるために、外部労働市場の影響を受けにくい。このよ

うな公的部門労働者にとっての内部労働市場における賃金決定が、外部労働市場である民

間部門の賃金と比較したとき均衡しているのかという問いがこの章での課題である。この

分析では労働者の認知能力が測定されている OECD国際成人力調査 (PIAAC) を用いる。

日本の公務員制度において、公的部門労働市場に入職するためには、選抜試験が課される。

そのため日本の政府統計を用いて、公的部門労働者と同程度の学歴といった変数を有する

民間部門労働者と比較したとしても、認知能力の水準が異なる可能性から生じるサンプル

セレクションバイアスを補正する必要がある。PIAACを用いることで、我々は認知能力の

水準も制御したうえで、公的部門労働者と民間部門労働者との比較が可能となる。この章

では、男性フルタイム労働者では公的部門と民間部門との間で賃金は均衡しているといえ

る反面、女性フルタイム労働者では公的部門において能力では説明できない正の賃金プレ

ミアムがあることを指摘する。
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第 4 章では若年者の就業構造について分析を行う。日本において、2000年代前半期には、

失業者の動向とその対策のみならず、就職活動に至らない若年独身の無業者にも注目が集

まった。従来、非労働力者は、専業主婦や高齢者がほとんどを占めると考えられてきたが、

1990年代以降の不況期を通じて若年独身の無業者が急増した。若年期の就業には技能形成

の側面があり、若年無業者の増加は将来における低技能労働者の増加を招くことが懸念さ

れている。このような就業率の低下をもたらした原因として、不況期を通じた実質賃金率

の低下による若年者の就業意欲の減少が考えられる。この仮説に対して、手取り賃金率 1%

の減少に対して、若年者の就業意欲がどれだけ妨げられたのかという賃金弾性値を得るこ

とがこの章の目的である。この目的のために、サンプルサイズが大きい就業構造基本調査

を用いて若年労働者の労働供給関数の推定を行う。この章を通じて、学歴別に見たとき、就

業率が顕著に低下している低学歴者ほど、賃金弾力性が高いことを指摘する。

第 5 章は補論として、日本企業が海外進出の推進によって国内の雇用動向を変化させた

かについて取り扱う。近年、日本企業、とくに大企業が世界中に拠点を構えつつ世界を股

にかけて事業活動を行う例が増えてきている。多国籍企業における内部労働市場は国内本

社と海外現地法人の異なる所在地を前提にして構成される。そのため同じ職種・職位の従

業員でありながらも、生活水準や技術水準の大きく異なる地域間また職場間で異なる処遇

や評価を行うルール策定が内部労働市場には求められることになる。このような内部労働

市場の国際的外延化はこれまでの内部労働市場の議論で明示的に意識されることはなかっ

た (白木, 2006) 。本論文でも多国籍企業の内部労働市場の分析に立ち入ることが出来なっ

た。しかし、多国籍企業における組織内での労働資源配分を分析する端緒として、国内従

業員と海外現地法人従業員との資源配分について分析する。ここでは、日本の企業レベル

のパネル・データを用いて、近年の海外事業活動の拡大による現地での雇用創出が、国内
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の雇用喪失につながるのではないかという仮説を検証する。この章では、経済産業省「企

業活動基本調査」「海外事業活動基本調査」の二つの政府統計個票データを接続することに

よって、海外に子会社を持つ日本企業について、企業組織や経済環境の変化に対する雇用

調整において、本社の国内での雇用水準、海外子会社の雇用水準がどのように変化するの

か同時に観察、それぞれの代替・補完関係および雇用調整に関する費用構造の実証分析を

行う。本章は、国内および海外に子会社をもつことで企業グループを形成する多国籍企業

の海外事業活動規模の拡大によって、企業グループ全体の国内労働需要にいかなる影響を

及ぼすのかを分析する。用いるのは、「経済産業省企業活動基本調査」（1992年および 1995

年から 2013年まで）および「海外事業活動基本調査」（1996年から 2013年まで）の調査

票情報である。その結果、1990年代以降の日本製造業企業の海外進出を促したマクロ経済

的なショックは、企業売上高、国内賃金成長率を制御した上では、国内従業者数の成長率

に対して正の影響は与えず、点推定で見ると海外現地法人従業者数の成長率 1%に対して

国内従業者数は 0.01%減少するという小さくまた統計的に非有意な雇用減少をもたらすと

いう結果が得られた。これらの統計的に有意でない結果は、推定における標準誤差の大き

いということもあり、海外直接投資の効果を十分に示していないかもしれない。このよう

な負の影響は実際にあったとしても、1990年代に実際に海外進出した企業に見られる国内

従業者と海外従業者数をともに成長させるような企業特殊的な要因に打ち消されてしまっ

ていたため、比較的小さい点推定値が得られたのではないかと考える。

本論文でここで行った実証分析の結果からの考察として、以下の 3点を指摘する。まず、

組織としての日本企業は労働者の能力を素早く把握し、その情報を昇格昇進に反映させる

という点で労働力活用に寄与していたといえる。そして国家および地方公共団体のような

公的部門労働市場という、価格メカニズムを介さない雇用調整が主となる組織においても、
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男性労働者については民間部門の雇用を阻害することなく均衡が達成されていた。最後に

日本の労働市場の否定的な側面として、分析対象期間に労働市場へ参入した若年無業者に

対しては、先行研究で指摘されてきた通り、良質な雇用機会が提供されていなかったとい

える。
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第 1章

本論文での課題

1.1 背景と目的

1990年代初頭のいわゆる「バブル経済」崩壊以降の長期にわたり経済停滞において、日

本経済はその経済資源のより効率的な活用を求められている。1990年代初頭のバブル崩壊

にはじまる不況は民間企業の業績不振によるリストラチュアリングを促し、公的部門にお

いても財政状況の逼迫から公務員給与水準や人数を見直すきっかけとなった。このような

停滞の中で日本の労働市場その中でも企業等組織内部労働市場はどのような労働資源配分

を行ってきたのかが本論文の関心事項である。

本論文で関心を置く労働資源配分とは、労働市場の様々な部門の仕事に対し、どのよう

な労働者が割り振られているのかについてである。この様々な部門の仕事には要求される

能力などに大きな違いがあり、同様に職務遂行能力に様々な違いがある労働者誰もが全て

の仕事に適格なわけではない。他の仕事に就けばより高い付加価値を生産できる労働者で

あっても、自分の職務遂行能力に合わない仕事に就かされれば、不十分な成果しか上げら

れないことも考えられる。各々の労働者に対する仕事への配置が職務遂行能力ではない要
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素、例えば能力に関する情報を不正確にしか観察できないことによって生じる偶然的なノ

イズや性別といった要素で決まるのであれば、このような不十分な成果しか上げられない

割り振りが生じるという意味で、労働資源配分は効率的でないと言える。また転職などを

通じた労働者の移動が制限されていれば、または能力に関する情報が更新されることなく

不正確なままであれば、この効率的でない労働資源配分が持続することになる。このよう

なことから、日本労働市場における労働資源配分の仕組みを考察することは、「バブル経済」

崩壊以降の長期にわたり経済停滞を分析するために必要であると考える。

日本における労働市場の特徴として、長期雇用に代表される特有の雇用慣行が大企業を

中心に存在している。この長期雇用を前提とした日本的雇用慣行は、戦後から 1980年代ま

での高い経済成長と若年労働力の豊富な労働供給という背景のもとで、合理的であったと

考えられている。一方で Ono (2010) のように 1990年代以降の経済停滞期においては、転

職が少ないという長期雇用の前提は低調な企業から好調な企業への労働移動の硬直化を招

き、労働資源の再配分機能を妨げることが指摘されている*1。このような理解から、日本の

労働市場をより流動的で現在の環境に適したものにするため、政策提案がなされることが

ある*2。日本の労働市場の流動性については、諸外国と比べて異企業間における従業員の異

動が少ないことが、世帯調査を用いた労働フロー測定や、事業所調査による入離職率の分

析などで確認されている一方で、企業内部の配置転換による異動などを考慮する必要が指

摘され、実際に雇用慣行が大きな変化を遂げたと考えられている近年でも企業内配置転換

や出向など内部労働での労働者の異動が絶対数およびシェアどちらの観点かも上昇してき

た可能性が指摘されている (神林, 2016a,b) 。企業内部の労働市場を通じた労働異動に伴う

*1 Ono (2010) は終身雇用と呼べるような長期雇用によって労働市場が硬直的であり続けたことによって、経
済停滞期を通じて労働市場への新規参入の機会が妨げられたことを指摘している。また、最近の日本にお

ける労働市場について解説している労働経済学の教科書宮本 (2018)でもこのような見解が採られている。
*2 例えば、八代 (1997, 2015); 鶴 (2016)を挙げることができる。
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労働資源配分メカニズムは、職業紹介機関などを通じた外部労働市場労働資源配分メカニ

ズムとは異なることが予想される (Doeringer and Piore, 1971)。ただし 1990年代以降の

経済停滞期において、組織内部における資源配分をどれほど効率的であったかという評価

はまだ明確にされていない。そこで本論文は、日本的雇用慣行を前提とした労働市場にお

ける労働資源配分に中心的な関心を置く。この問題意識から、本論文の前半は日本的雇用

慣行を採用している内部労働市場に注目した分析を行う。そして後半では内部労働市場に

参入できなかった労働者として、若年無業者にも着目した。この点に着目した理由は、内

部労働市場における雇用水準を維持するために、若年者が代替されているという仮説が存

在するからである。

1.2 先行研究

1.2.1 内部労働市場

上記の問題意識のもとに、これまでの先行研究をレビューする。まず日本の労働市場の

特徴とされる日本的雇用慣行に基づく組織内部の労働資源配分メカニズムは、労働者の能

力開発すなわち人的資本蓄積を促すように設計された内部労働市場として理解されてきた。

内部労働市場とは、労働者の賃金や配分そして教育訓練投資水準が所属する組織の人事

ルールによって管理される仕組み、またはその管理上の単位として Doeringer and Piore

(1971) によって定義された概念である。これに対して、その組織から転職を図るものおよ

びまだ組織に属していない労働者は、組織内の人事政策ではなく転職活動や就職活動の結

果として賃金や配分、教育訓練投資の水準が決定されることになる。このような仕組みは

外部労働市場と呼ばれ、内部労働市場と対比される。内部労働市場に関する先行研究の基

本的な議論の主題は、Gibbs and Hendricks (2004) に従えば、人事ルールが実際に効果
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をもつのか、それとも外部労働市場の圧力が比較的妨げられないだけのベールにすぎない

のかということである。ほとんどの企業は、人事管理のためのルールを持っている。そし

て Adams (1996) によると、これらの人事ルールは非常に官僚的である。Doeringer and

Piore (1971) は、このようなルールが労働者を外部労働市場から保護すると主張した。事

実、Medoff and Abraham (1980)や Baker et al. (1994a,b) に代表される企業レベルのデ

ータを用いた分析によると、名目賃金の下方硬直性や参入コホート効果といった、標準的

な新古典派理論とは齟齬のある事象がいくつか観察されている。

日本の労働市場の分析について内部労働市場に注目する理由として、労働者の賃金形成

において勤続年数*3の貢献が大きいという日本の特徴が挙げられる (Rebick, 2005)。この

特徴は多くのミンサー型賃金関数*4を用いた先行研究によって指摘されている。日本の労働

市場におけるミンサー型賃金関数を他国のそれと比較する研究として先駆的な業績である

Hashimoto and Raisian (1985, 1992) による研究が挙げられる。彼らの研究は、1960年代

から 70年代にかけての日本の就業構造基本調査データとアメリカの Current Population

Survey (CPS) データから、日米で賃金関数の形状について比較を行っている。その結果か

ら、勤続年数が賃金を増加させる効果が、アメリカよりも日本で強いことを明らかにされて

いる。同様の結果はMincer and Higuchi (1988); Clark and Ogawa (1992); Abe (2000)

においても得られている。この傾向を説明する理論のなかで特に有力とされている理論は

2 つある (大湾・佐藤, 2017)。1 つは企業特殊人的資本への投資収益率の高さから説明す

*3 労働者が現在就業している企業における勤続年数。
*4 賃金決定の経済学的理論と実証研究とを結びつけたことで強い影響力をもつMincer (1974) によるミンサ
ー型賃金関数は、世界各国の幅広い時点の賃金分布をよく説明できるため、経済学における賃金形成の分

析でよく用いられる。このミンサー型賃金関数は人的資本理論に基づく実証モデルであり、時間あたり賃

金（対数）を、一般的人的資本を表す教育年数および労働市場経験年数、企業特殊的人的資本を測る勤続年

数で説明しようとするものである。そしてミンサー型賃金関数を用いた分析が世界各国の賃金分布に適用

できることから、複数の国における賃金関数の形状を比較することで、それぞれの国における労働市場の

特徴の違いを推測する試みが行われている。
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る理論 (Becker, 1962; Hashimoto, 1981; Carmichael, 1983)、もう 1つは後払い賃金理論

(Lazear, 1979) である。これら 2つの理論モデルは人事ルールの描き方が異なれど、いず

れも外部労働市場で決定される賃金率と、組織内部の人事ルールによって決まる賃金率と

の間に差がつくことを想定している。この賃金率の差によって企業特殊的人的資本の蓄積

や長期的な雇用関係を促されるというのが、これらの理論の主張である。賃金形成におい

て勤続が重要であるという特徴を説明できるこれらの有力な理論は、基本的に勤続年数に

伴って賃金が増加する人事ルールが労働者を特定の企業に定着させることを促し、その企

業で評価される技能としての企業特殊的人的資本の蓄積を促進させるとしている。これら

の企業特殊的人的資本に着目した理論は、日本の企業における労働者の技能形成の重要性

を強調してきた小池による聞き取り調査や統計分析による成果*5と整合的である。これら

の先行研究の結果から日本の労働市場の特徴は、内部労働市場という概念への注目を促す

ことになる。

日本の労働市場が労働者の能力開発すなわち人的資本蓄積を促すとしても、その労働者

の能力を活かせる仕組みが備わっていなければ、経済的に合理的なものとは言えない。労

働者がその能力を活かせる職務に割り振られているかを議論するにあたって、まず組織内

での昇進に注目できる。これには労働者が昇進をするためには相対的に高度な能力の蓄積

が必要であると理解されている*6ことと、昇進が分析者にとって観察が比較的容易である

という背景がある。そして昇進について、日本の労働市場の特徴とされるのは、遅い昇進と

呼ばれる現象である。これは同一年次同一企業に入社した集団について、集団内で昇進状

*5 小池の一連の研究成果の知見をまとめたものとして小池 (2005)がある。
*6 昇進を取り扱う経済理論モデルとしてよく用いられるGibbons and Waldman (1999, 2006) は、高い人
的資本を蓄積した労働者にとって、人的資本を蓄積していない労働者よりも、比較優位がある仕事を上位職

としてモデル化することで昇進を描写している。また日本型の昇進慣行の組織内合理性を示したことでよ

く知られる Prendergast (1992)や Owan (2004) も企業にとって能力が高い労働者を昇進させるインセ
ンティブがある前提のもとで、その昇進が他の経済主体に送ることになるシグナルの役割を議論している。
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況に差がつく時期について、日本のそれは他の諸国と比べて遅いというものである。実際

に日本、アメリカ、ドイツの企業にアンケート調査を行った日本労働研究機構 (1998) は、

最初の昇進者が現れる時期を日本では入社後 7.9年とし、それに対してアメリカでは 3.4年

またドイツでは 3.7年と比べて、日本の遅い昇進傾向を報告している。また他の国につい

ても、小池 (2005) による聞き取り調査の結果、西欧、東南アジア諸国でも日本と比べて早

い昇進管理が行われていることが報告されている。

人的資本の蓄積を重視するにも関わらず遅い昇進という傾向を持つ雇用慣行は、能力を

蓄積した労働者が、その高度な能力を必要とする仕事に就くまで時間がかかるという点で、

労働者の能力を活かせる仕組みが備わっていないように見えるかもしれない。しかし遅い

昇進が企業にとって効率的な資源配分の結果である否かは、各経済主体が各労働者に関す

る情報をどれだけ有しているかということに依存する。労働者の能力に関する情報を全て

の経済主体が隠さず共有していることを前提とする Gibbons and Waldman (1999) のモ

デルによって分析を行えば、遅い昇進傾向は日本の労働市場は労働者の能力を活かせてい

ないことを意味する。能力が高い労働者にとってそうでない労働者よりも比較優位がある

仕事を上位職とするGibbons and Waldman (1999) に従えば、高い能力を蓄積したはずの

労働者に対して上位職を割り当てられる時期が遅いことによって、本来上位職で生産でき

た付加価値が企業にとっても社会にとっても機会損失の費用として生じる。一方で、雇用関

係の外にある経済主体に情報を隠す利点が、少なくとも企業にはあると主張する理論モデ

ルも提案されている。昇進がもたらす他企業への情報伝達機能を扱ったWaldman (1984)

は、有能な労働者の引き抜きを防止するため、あえて昇進を遅らせる可能性について論じて

いる。この場合、雇用者としての企業にとっては労働者の能力を踏まえた最善の昇進ルー

ルであるが、労働市場全体としては機会損失が生じる。また、特定の労働者を昇進させるこ
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とによって、企業内における他の従業員への情報伝達機能に注目した Prendergast (1992)

は、技能蓄積が十分でない早いキャリア段階で昇進者を選抜することで、同一企業内にお

けるその他の従業員に対し技能蓄積のインセンティブを損なう側面があることを指摘する。

Prendergast (1992)の議論は、少数の有能な労働者の能力を活かすか、多くの労働者に対

する技能蓄積のインセンティブを重視するかというトレードオフを指摘するものである。

しかし、どの立場をとったとしても、雇用者である企業が労働者の能力に関する情報を素

早く得られないと、昇進時期が遅くなり (Lazear, 2004; Araki and Kawaguchi, 2014)社

会的な機会損失が生じる。

また昇進を含めて企業内部での人材配置は、転職の少ない日本労働市場における労働

資源配分の効率性にとって重要な要素である。日本の労働市場の特徴として、賃金形成

に勤続年数が重要である点に加えて、労働者の平均的な勤続年数が長く、言い換えれば

労働者の平均的なキャリアにおける転職回数が少ないという特徴がある (Hashimoto and

Raisian, 1985; Chuma, 1998; Kato, 2001; Ono, 2010; Hamaaki et al., 2012; Kawaguchi

and Ueno, 2013; 加藤・神林, 2016) 。転職のような労働移動は、労働者がより自身の能力を

活かせるという意味でのマッチングの良い仕事に出会うことを通じての労働資源の再配分

の過程と考えられる*7ため、頻繁な転職が起きる流動的な労働市場は労働資源が効率的に用

いられるための前提として考えられてきた。しかし Li and Tian (2013)や Papageorgiou

(2018) といった近年の理論研究では、転職の頻度が少ない長期勤続のもとでも、転職と同

様のマッチングの向上が可能であることを指摘している。これらの理論研究は、労働者は

他企業で職を得る転職機会が限られる代わりに、一つの企業内における複数の職務経験を

通じて、自身の能力が効率的に発揮される職務に出会える利点を指摘している。このよう

*7 転職を説明する有力な理論としてのジョブ・マッチング理論 (Jovanovic, 1979a,b)がある。
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な利点を実現するためには、内部労働市場において労働者の能力に関する情報が職業経験

を通じて蓄積される構造が必要とされる。以上のことから、内部労働市場による労働資源

配分において重要なパラメータは、企業による労働者の能力に関する情報収集能力である

といえる。

1.2.2 日本の労働市場における若年者

企業内訓練によって企業特殊的人的資本の蓄積を促す方針をもった雇用慣行のもとで、

ほとんどの若者が学校卒業と同時に内部労働市場での雇用機会を得るというパターンは、

日本的雇用慣行の特徴の 1 つであった。しかし 1990 年代初頭の不況以来、そうした学校

から職業への移行プロセスに大きな変化が生じている。経済が長期間にわたり停滞する中、

学校卒業時に仕事を見つけるのに苦労したり、仕事を見つけられず失業者とならざるを得

ない若年者が増加した。図 1.1は失業率の推移を年齢階級別に示したものである。図 1.1 の

ように、15 歳から 34 歳の若年者の失業率が他の世代の失業率と同様に 1990 年代から急

速に上昇した。そしてこの図は、失業率の上昇幅は若年者の方が他の世代よりもかなり大

きく、若年の雇用環境が厳しいものであったことを示している。この背景には長期的な経

済停滞の中での新卒求人の減少や求人内容の変化といった労働需要側の要因がある*8 。経

済の持続的な成長が見込めないとなると新規学卒者を長期的に抑制することのリスクが高

まる。また、すでに企業特殊的技能を持つ中高年社員を解雇するよりも新規採用を削減し

た方が企業にとって有利だったために生じたという置換効果も指摘されている (玄田有史,

2001; 玄田, 2004; 川口, 2006; 安田他, 2019)。特に川口 (2006) が、日本型雇用慣行の特徴

である長期雇用を前提とした企業の雇用調整モデルを以て置換効果に対して理論的説明を

*8 この点に関して詳しくは (太田, 2001)を参照のこと
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与えている。この理論モデルでは、前世代を若年労働者として採用する時点での企業の見

通しよりも低い製品価格が実現された時に、企業はすでに雇用した前世代よりも新たに雇

用する若年労働者の雇用を抑制するために置換効果が生じると説明している。この説明は、

内部労働市場が日本の労働市場全体における労働資源配分に与える影響を分析する際、若

年無業者に注目する必要性を与える。

その一方で、求職活動に至らないため失業者に計上されない若年無業者にも注目が集ま

ったのも 1990年代の日本経済の特徴である。このような特徴は不況による若年労働者への

需要の低迷が指摘される以前は、少子化や所得の増大によって生じた親の経済的余裕によ

って働かなくてもよいような環境を強調した山田 (1999)に代表される供給側の要因を重視

した若年者のライフスタイルからの説明が有力であった。しかし玄田 (2007) は、就職に伴

う期待収益率の低いと考えられる低学歴者ほど求職活動に至らないという傾向から、労働

需要の弱まりを非求職の原因の一つとして指摘している。特に、玄田 (2007) の分析は、若

年無業者の求職活動の有無に対する親の収入等の世帯年収の影響を推定し、1990年代を通

じて世帯年収の効果が弱くなっていることを指摘している。この結果は、求職活動に至っ

ていない者を含め若年無業の要因として大きな要因であると考えられるのは労働需要であ

ることを意味する。

1.3 本論文の分析と構成

本論文は、組織内での資源配分機能が 1990年代以降の経済停滞期において、効率的な経

済資源の活用に一定の貢献があったのではないかという問題意識を背景としている。この

問題意識から、本論文の前半は日本的雇用慣行を採用している内部労働市場に注目した分

析を行い、後半では内部労働市場から阻害された形となっている若年無業者に注目する。
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第 2 章では日本の大企業での人材配置について取り扱う。日本的雇用慣行で特徴づけら

れる労働市場における労働者は転職によって他企業で職を得る機会が限られる。そのため、

日本的雇用慣行を特徴とする労働市場は、他の者と比べて高い能力を持つ労働者に対して、

その高い能力をより効率的に活用できる仕事へと割り当てる機能が弱いことが Ono (2010)

等によって指摘されてきた。しかし Li and Tian (2013)や Papageorgiou (2018) といった

近年の理論研究では、転職の頻度が少ない長期勤続のもとでも、転職と同様のマッチング

の向上が可能であることを指摘している。これらの理論研究は、労働者は他企業で職を得

る転職機会が限られる代わりに、一つの企業内における複数の職務経験を通じて、自身の

能力が効率的に発揮される職務に出会える利点を指摘している。このような利点を実現す

るためには、内部労働市場において労働者の能力に関する情報が職業経験を通じて蓄積さ

れる構造が必要とされる。第 2章では、このような情報蓄積構造を実証的に分析する。こ

こで用いるのは日本の大企業 2社の人事データである。この構造を推定した結果から日本

の大企業は、少なくとも我々が取り上げた企業においては、労働者の能力に関する情報を

素早く学習し昇進決定に利用していることを指摘する。

第 3 章では日本的雇用慣行のもとでの賃金決定について取り扱う。ここでは、外部労働

市場の影響を受けにくい公的部門労働者について分析を行う。八代 (1997) が指摘するよ

うに日本の公務員制度は、日本的雇用慣行のもっとも典型的な一つのパターンであり、入

職するためには一定の年齢制限があるために、外部労働市場の影響を受けにくい。このよ

うな公的部門労働者にとっての内部労働市場における賃金決定が、外部労働市場である民

間部門の賃金と比較したとき均衡しているのかという問いが第 2章での課題である。この

分析では労働者の認知能力が測定されている OECD国際成人力調査 (PIAAC) を用いる。

日本の公務員制度において、公的部門労働市場に入職するためには、選抜試験が課される。
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そのため日本の政府統計を用いて、公的部門労働者と同程度の学歴といった変数を有する

民間部門労働者と比較したとしても、認知能力の水準が異なる可能性から生じるサンプル

セレクションバイアスを補正する必要がある。PIAACを用いることで、我々は認知能力の

水準も制御したうえで、公的部門労働者と民間部門労働者との比較が可能となる。この章

では、男性フルタイム労働者では公的部門と民間部門との間で賃金は均衡しているといえ

る反面、女性フルタイム労働者では公的部門において能力では説明できない正の賃金プレ

ミアムがあることを指摘する。

第 4 章では若年者の就業構造について分析を行う。日本において、2000年代前半期には、

失業者の動向とその対策のみならず、就職活動に至らない若年独身の無業者にも注目が集

まった。従来、非労働力者は、専業主婦や高齢者がほとんどを占めると考えられてきたが、

1990年代以降の不況期を通じて若年独身の無業者が急増した。若年期の就業には技能形成

の側面があり、若年無業者の増加は将来における低技能労働者の増加を招くことが懸念さ

れている。このような就業率の低下をもたらした原因として、不況期を通じた実質賃金率

の低下による若年者の就業意欲の減少が考えられる。この仮説に対して、手取り賃金率 1%

の減少に対して、若年者の就業意欲がどれだけ妨げられたのかという賃金弾性値を得るこ

とがこの章の目的である。この目的のために、サンプルサイズが大きい就業構造基本調査

を用いて若年労働者の労働供給関数の推定を行う。この章を通じて、学歴別に見たとき、就

業率が顕著に低下している低学歴者ほど、賃金弾力性が高いことを指摘する。

第 5 章は補論として、日本企業が海外進出の推進によって国内の雇用動向を変化させた

かについて取り扱う。近年、日本企業、とくに大企業が世界中に拠点を構えつつ世界を股に

かけて事業活動を行う例が増えてきている。多国籍企業における内部労働市場は国内本社

と海外現地法人の異なる所在地を前提にして構成される。そのため同じ職種・職位の従業
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員でありながらも、生活水準や技術水準の大きく異なる地域間また職場間で異なる処遇や

評価を行うルール策定が内部労働市場には求められることになる。このような内部労働市

場の国際的外延化はこれまでの内部労働市場の議論で明示的に意識されることはなかった

(白木, 2006) 。本論文でも多国籍企業の内部労働市場の分析に立ち入ることが出来なった。

しかし、多国籍企業における組織内での労働資源配分を分析する端緒として、国内従業員

と海外現地法人従業員との資源配分について分析する。ここでは日本の企業レベルのパネ

ル・データを用いて、近年の海外事業活動の拡大による現地での雇用創出が、国内の雇用

喪失につながるのではないかという仮説を検証する。この章では、経済産業省「企業活動

基本調査」「海外事業活動基本調査」の二つの政府統計個票データを接続することによって、

海外に子会社を持つ日本企業について、企業組織や経済環境の変化に対する雇用調整にお

いて、本社の国内での雇用水準、海外子会社の雇用水準がどのように変化するのか同時に

観察、それぞれの代替・補完関係および雇用調整に関する費用構造の実証分析を行う。

本論文でここで行った実証分析の結果からの考察として、以下のような 3点の結果を得

た。まず、組織としての日本企業は労働者の能力を素早く把握し、その情報を昇格昇進に

反映させるという点で労働力活用に寄与していたといえる。そして国家および地方公共団

体のような公的部門労働市場という、価格メカニズムを介さない雇用調整が主となる組織

においても、男性労働者については民間部門の雇用を阻害することなく均衡が達成されて

いた。最後に日本の労働市場の否定的な側面として、分析対象期間に労働市場へ参入した

若年無業者に対しては、先行研究で指摘されてきた通り、良質な雇用機会が提供されてい

なかったといえる。



第 1章 本論文での課題 28

1.4 図表

図1.1 年齢階級別失業率の推移
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出所: 総務省「労働力調査」
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第 2章

学歴、職務評価、昇進: 人事データ

を用いた雇用者学習モデルの推定

要旨

雇用主学習モデルは雇用主が、従業員の能力についての先験的分布を学歴から形成し、職

務のパフォーマンスを観察しながらその分布を更新していくと仮定する。本章は各従業員

の出身大学、職務評価、職能等級に関する豊かな情報を含んだ 2つの大規模製造業企業の
人事データを用いて、大卒ホワイトカラー労働者についての雇用主学習モデルのパラメー

タを推定した。推定の結果は雇用主は従業員の能力を素早く学習することを示しており、当

初の予測誤差は 3年から 4年のうちに半減する。企業は名門大学の卒業生を早く出世させ
るがそれは名門大学の卒業生が一般的に職務上のパフォーマンスがよいためである。
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2.1 導入

従業員の採用は雇用者にとってリスクの高い大仕事である。なぜなら履歴書を精査し、何

度か面接を重ねても、特定の職務パフォーマンスを決定つける人員の資質を完全に見抜く

ことはできないためである。その結果、運が良ければ期待以上の優秀な人員を確保できる

が、運が悪ければ使えない人員を採用してしまうことになる。これが実在の人事慣行に共

通認識であるとすると、特定の従業員の採用における運/不運を雇用者が判断できる情報を

得られるまでに、どれくらいの時間が必要なのだろうか。企業の情報収集能力が本章での

検討課題である。日本の製造業大手 2社から入手した人事データセットを分析したところ、

雇用者は実際にパフォーマンスを観察することにより従業員の能力について学習し、その

学習は素早く行われることが示された。つまり雇用者は特定の従業員の採用における運/不

運を、あまり時間をかけずに見極められるということである。

雇用者学習モデルは、従業員の能力の事前分布における一連のベイズ更新として、特定

の従業員の能力における雇用者の学習プロセスを想定する。雇用者はまず、学歴、職歴、面

接時の印象に基づいて各労働者の能力の事前分布を形成する。次に職務パフォーマンスを

観察し、能力分布を更新する。各従業員の生産性と生産高との関連性における雇用者の学

習プロセスの速度を推定することは、多様な職務にわたる従業員の事後配属の重要性を解

明するために不可欠である。Lazear (2004) は、従業員の生産性に不確実性がある場合に、

昇進基準が高く設定されるモデルを開発した。雇用者は従業員の生産性における将来の平

均回帰を見越して昇進基準を高く設定する。しかし昇進基準を高く設定することは、職務

にわたる従業員の事後の誤配属につながる。なぜなら、多くの適格な従業員が、事前には

最適な職務にを割り当てられたとしても、その生産性が企業の生産高にあまり影響しない
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容易な職務をあてがわれることになるためである。したがって雇用者が各従業員の生産性

を素早く学習することが、職務にわたる従業員の適切な配属の鍵となる。

最近の論文において、この雇用者学習モデルは実証的に分析されている。このモデルは雇

用者が労働者の能力を学習する過程を、ベイズ学習モデルによって描写している。この学習

過程において、雇用者は労働者の学歴に基づいて能力を事前に予想し、職務パフォーマン

スに基づいて事後的にその予想を更新する。Farber and Gibbons (1996)ならびに Altonji

and Pierret (2001) は、学歴と収入に基づく青年全国縦断調査 (National Longitudinal

Survey of Youth 1979: NLSY79)ならびに軍資格試験 (Armed Forces Qualification Test

: AFQT)スコアを用いてこのモデルから得られる実証的仮説を検証している。特にAltonji

and Pierret (2001) は、労働者の賃金形成は、労働市場経験年数が蓄積するにつれ、学校

教育の影響度が低下する一方、AFQTスコアの影響度が上昇することを発見した。この所

見は、AFQTスコアに近似するとされる労働者の能力が職務パフォーマンスを決定し、雇

用者は労働者のパフォーマンスを観察しながら能力の事後分布を継続的に更新していくと

いう想定に基づくという点で、雇用者学習モデルと一致している。Lange (2007) は、誘導

形推定値に基づいて雇用者の学習速度を体系的に評価し、3 年間の就労経験を積んだ後に

は、労働力の能力に対する当初の期待値における誤差は半減すると結論付けている。また

NLSY79に基づく最近の論文では、学習された従業員の能力に関する情報が、当該の従業

員の最新の個人情報なのか、労働市場で雇用者が共有する公的な情報なのかを見極めるた

めに、情報の非対称性による雇用者間の摩擦の有意性が検討されている (Schönberg, 2007;

Pinkston, 2009; Kim and Usui, 2014; Kahn, 2013)。さらに Mansour (2012) ならびに

Light and McGee (2015) は、職業間における学習の重要性の異質性について調査し、Rao

(2016)は兄弟のパフォーマンスを通じて学習の調査を行っている。
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これらの過去の研究は重要な論文を提供してきたが、調査の手段として、労働者の収入、

就学年数、ならびに AFQTスコアしか記録されない NLSY79が使用されてきたことによ

り、複数の限界が存在することは否めない。そのため、雇用者学習モデルと観測可能変数

との間のギャップを埋めるために、複数の重要な仮定が必要となっている。そのような仮

定から導き出された 3つの重要な限界を以下に提示する。

1つ目の限界は、雇用者による職務パフォーマンス評価が行われない場合は、AFQTス

コアと雇用者が観察したパフォーマンスとの間に相関性がなくてはならないということで

ある。この考え方は合理的であり今後も守られるべきものであるが、これにより、雇用者

が従業員の職務パフォーマンスから学習できる情報は大幅に減少する。最近の研究により、

非認知能力 (ソーシャルスキル、モチベーション、リーダーシップなど)が労働市場での成

功を決定付ける要因であることが解明されている (Heckman et al., 2006) 。この結果、従

業員の職務パフォーマンスは認知能力と非認知能力の両方に基づいて決定されることを意

味する。AFQTは認知能力の代理変数であるため、過去の研究でにおいては、雇用者は従

業員の認知能力しか評価しないことが暗黙の仮定となっていた。つまりこれらの研究では、

雇用者による学習の重要性が過小評価されていると考えられる。

2つ目の限界は、労働者の出身校が記録されないことにより、研究者は、高卒者と大卒者

は同量の人的資本蓄積経路を辿るという前提のもと、労働者の賃金形成と就学年数の違い

を比較せざるをえないということである。成果評価に関する人事データによって示唆され

た能力開発における異質性のエビデンスを踏まえると、高卒者と大卒者が同量の人的資本

蓄積経路を備えているという想定は危険である (Kahn and Lange, 2014) 。さらに、能力

の高い個人は名門学校に通う傾向があり (Dale and Krueger, 2002; Hoekstra, 2009; Dale

and Krueger, 2014) 、雇用者は出身大学の名声レベルに基づいて労働者の能力に関する期
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待を形成する可能性が高いことは広く知られている。実際 Bordón and Braga (2017) は、

チリのデータセットに基づき、労働者のキャリアの初期段階においては、雇用者は出身大

学の名声に基づいて労働者の能力を推定するが、労働者の労働市場経験が蓄積されるにつ

れて、出身大学の名声の重要性は素早く色あせていくと報告している*1。したがって学習速

度を適切に見積もるためには、各従業員の出身大学の質に基づいた調整が不可欠となる。

3つ目の限界は、調査データに昇進段階に基づく職務ランクが含まれていないため、研究

者は賃金を、雇用者による学習の結果変数にしなければならないことである。賃金を結果

変数にするために、研究者は、情報構造と人的資本の性質に想定を適用する必要がある。市

場内で活動する全企業は、公的学習と人的資本における一般的な想定に基づき、各労働者

の能力を対称的に学習し、労働者の能力を平等に評価し、学習に基づく個々の労働者の生

産性を賃金に反映させる。我々は公的学習における想定を採用した。なぜなら非対称的な

学習環境においては、昇進は戦略的に決定されるからだ。非対称的な学習環境においては、

従業員の昇進は学歴などの容易に観察できる特性に基づいて行われ、他の従業員に適格者

に関する示唆を与える。雇用者が、学歴があまり高くない従業員を昇進させた場合、他の

従業員はその者を適格な従業員であると推定する (Waldman, 1984) 。公的学習の想定が維

持されとしても、従業員は、現在の勤務先から支払われている賃金と同額の賃金を、別の

企業から提示されることはない。その従業員の人的資本の一部はその企業に特有の企業特

殊的人的資本と考えられるからである。社内の職務にわたる最適な配属は人的資本の性質

に依存しないので、昇進段階に基づいた明確な職務ランクが記録された人事データセット

を用いることにより、一般的な人的資本の想定から脱することができる。

我々の論文と最も関連性が高いのは、人事データセットを用いて雇用者学習モデルの評

*1 Bordón and Braga (2017)は、テストスコアと採用のカットオフ値を用いて回帰不連続分析を行ってい
るが、雇用者の学習速度に関するパラメータを構造的に推定していない。
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価を行った Kahn and Lange (2014) による研究である。しかしその目標は、キャリアに

わたる賃金格差の広がりの原因を、雇用者の学習効果と人的資本における昇給の異質性に

分割することであり、雇用者学習モデルにおける当初の動機からかけ離れている。(Kahn

and Lange, 2014)は、賃金とパフォーマンスの評価における異時点間の共分散構造を検討

することにより、現在の賃金は過去のパフォーマンスだけでなく、将来のパフォーマンス

とも関連していることを解明した。彼女らは、現在の賃金と将来のパフォーマンス評価と

の相関を、人的資本蓄積の異質性を証明する根拠であると解釈した。なぜなら学習能力が

高い労働者は将来、人的資本としての価値が高まる傾向があり、その結果パフォーマンス

評価も高まるからである。この想定が、現在の人的資本を通じて、現在の賃金と相関してい

るのである。彼女らはさらに、現在の賃金と過去のパフォーマンスの共分散は、現在の賃

金と将来のパフォーマンスの共分散よりも断続的に大きくなることを発見した。彼女らは

これを雇用者学習の根拠であると解釈した。雇用者は、労働者の能力を過去と現在の情報

に基づいて学習し、これらの情報と自身の所見に基づいて賃金を決定するからである。彼

女らは、雇用者学習と異質な人的資本の蓄積は、労働者間の異質な賃金プロセスの説明に

不可欠な要素であるとし、雇用者は従業員の能力に関する自身の考えを継続的に更新して

いると結論付けている。

本章は Kahn and Lange (2014) の研究とは異なり、人事データセットを用いた雇用者

学習モデルの評価に関する論文に 2つの重要な点において貢献している。本章の当初の動

機は教育水準であったことから、1つ目の貢献は、雇用者学習モデルの推定における教育の

役割を組み込み、各従業員の出身大学を標準化されたテストスコアに変換し、大学の名声

がキャリア段階にわたる昇進の決定にどう影響するのかを検討したことである。教育の役

割を組み込むことにより、NLSY79に基づいて、既存の研究で共通して使用されてきた環
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境における学習速度を定量化できる。2つ目の貢献は、雇用者学習モデルを Gibbons and

Waldman (1999) ならびに Gibbons and Waldman (2006) による昇進決定モデルに統合

したことであり、学校名と過去のパフォーマンス評価に基づいて昇進の可能性を割り出せ

る明確な公式を導き出した。この公式は Lazear (2004) の研究結果に適用できる (Araki

and Kawaguchi, 2014) 。この公式を用いることにより、雇用者学習モデルの構造的パラメ

ータを直接評価できる。雇用者学習を、（賃金ではなく）昇進と関連付けることにより、技

能が企業に特有のものであるケースも包括でき、賃金と期待される生産性との関係をモデ

ル化する必要がない。

我々が分析したのは、従業員数が約 6,000人と約 8,000人の日本の製造大手 2社から取

得した人事データである。前者のサンプリング期間は 2005から 2010年で、後者のサンプ

リング期間は 2004から 2010年である。分析に使用した人事データは毎年収集されるもの

で、そこには各労働者の出身校名、現在の職務ランク、現在のパフォーマンス評価、現在の

賃金が含まれている。このデータを用いて我々が行ったキャリアツリー分析によると、名

門大学を卒業した労働者は、非名門大学を卒業した同僚よりも出世が早い*2。記述統計で

は、職務ランクが高い労働者は、ランクが低い労働者よりも平均して過去のパフォーマン

ス評価が高いが、必ずしもランクが高い学校の出身であるとは限らないこと、また職務ラ

ンクが高い労働者は、必ずしも名門大学を卒業しているわけではないが、名門大学の卒業

生は、職務において高いパフォーマンス評価を受ける傾向があるため、出世が速いという

ことが示唆されている。主観評価に関する分析では、実際、名門大学の卒業生は、高い主観

的パフォーマンス評価を受ける傾向があることが解明されている。現在の職務ランクから

次の職務ランクへの昇進に要する期間の分析では、キャリアの初期においては、学校の名

*2 2.4節にて、このキャリアツリー分析の結果を紹介する。
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声と過去のパフォーマンス評価が昇進に与える影響は同程度であり、キャリアの後の段階

では過去のパフォーマンス評価の方が重視されることが解明されている。これらのことか

ら、名門大学の出身者の昇進 (とりわけ高い職務ランクへの昇進)の早さは、これらの卒業

生の卓越した職務パフォーマンスによるところが大きいと言える。雇用者は、多くの情報

を得るにつれ、労働者の昇進判断の根拠を、学校名から過去の職務パフォーマンスにシフ

トしているという記述的証拠は、雇用者学習モデルにおける予測と一致している。

学校の名声と関連するパフォーマンス評価の重要性を定量化するために、モデルの初期

パラメータを収集する雇用者学習とともに、昇進モデルの評価を行った。労働者の出身大

学の名声は、雇用者による従業員の能力に関する事前分布の形成に影響を与える。雇用者

は比較的早い段階で、年次パフォーマンス評価の過程で、従業員の能力のベイズ更新を行

う。初期の主観的な能力分布変数は、A社、B社ともに約 3 - 6年で半減した。

この構造推定によって、雇用者はおしなべて、学校の名声とパフォーマンス評価に基づ

いて従業員の能力の主観的分布を形成すること、従業員の職務過程の観察による学習は相

対的に早く終わること、ならびに名門大学の卒業生は職務パフォーマンスが優れている傾

向があるため、昇進が早いことが示された。

2.2 雇用者学習に基づく昇進決定モデル

ここでは Gibbons and Waldman (1999)ならびに Gibbons and Waldman (2006)によ

る昇進決定モデルに Farber and Gibbons (1996)と Altonji and Pierret (2001) による雇

用者学習モデルを統合したモデルを明示する。



第 2章 学歴、職務評価、昇進: 人事データを用いた雇用者学習モデルの推定 37

2.2.1 労働者の能力についての雇用者学習

まず労働者 i について t の生産性を yit とする。この生産性は労働者の学歴 si、当該期

以前までの労働市場経験年数 xit−1 による確定的な人的資本部分および雇用者には観察で

きない不変な能力 ai と i.i.d.ランダムショック uit によって定まり以下のように書けると

する。

yit = h(si, xit−1) + ai + uit, (2.1)

ここでは h(si, xit−1)は雇用者には既知の人的資本関数である。この人的資本は学校教育と

労働市場経験だけに依存すると仮定している、しかしこの人的資本は一般的人的資本か企

業特殊的人的資本かはこのモデルでは問わない。能力 ai は雇用者には観察できない一方、

雇用者はその能力の不確実性に関する事前分布を各労働者の教育水準から得る事が出来る。

この教育水準による条件付き事前分布は ai|si ∼ N(µ0(si), ν
2
0)という正規分布に従うと仮

定する。これは労働者が労働市場に参入した時点での能力に関する事前分布である。ここ

では、事前分布に関する分布関数を Ft(ai|si) 、確率密度関数を ft(ai|si)と定義する。

雇用者は事前分布 Ft(ai|si) を実際の生産 yit を観察することで更新できるが有限期間に

おいて ai の正確な値を得ることは出来ない、何故なら生産におけるランダムショック uit

が毎期互いに独立かつ能力とも独立するように発生し、雇用者の学習過程におけるノイズ

としてふるまうである。この生産におけるランダムショックは uit|si, xit−1, ai ∼ N(0, σ2)

という各期互いに独立な正規分布に従うとする。雇用者は労働者が過去に行った生産実績

{yiτ}tτ=1 から従業員の能力を学習する。

ベイズ更新の標準的な結果から、雇用者が労働者 i に対して期待する t + 1期の期待生

産性は,労働者の学歴,それ以外の初期情報、労働市場経験、t期までの生産実績を条件づけ
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ることで以下のようになる:

E(yit+1|si, xit, {yiτ}tτ=1)

= h(si, xit) + E(ai|si) + k(xit)[z̄it − E(ai|si)], (2.2)

ここでは k(xit) =
xit(ν

2
0/σ

2)

1+xit(ν2
0/σ

2)
、z̄it は zit = yit − h(si, xit−1)という能力に関する情報

の平均値すなわち z̄it =
1
t

∑t
τ=1 ziτ とする。

正のシグナルノイズ比 ν20/σ
2 を与えられた時, k(xit) は 0から始まり、勤続年数 xit が

無限大になるに従い 1 へと収束する。勤続年数 xit = 0 の時点では, 雇用者は教育水準か

ら得られた期待値 E(ai|si)のみを情報源として頼ることになるが、しかし xit が長くなる

に従い労働者の実際の生産に関する情報 z̄it を蓄積することで、雇用者はより正確な期待

を形成することになる。そのため、最初の期待値 E(ai|si)がもつ情報としての重要性は低

下する。ところで k(xit)は雇用者の学習速度を表しているといえる、なぜならシグナルノ

イズ比 ν20/σ
2 が高い時、k(xit) はより速やかに労働者の勤続年数 xit の蓄積に応じてより

速やかに 1に収束するためである。これとは対照的に、シグナルノイズ比が低い場合、関

数 k(xit) は、従業員が勤続年数を蓄積しても 0付近に留まる。上記の式は,初期の期待値

E(ai|si) に対して過去の実際の生産に関する情報 z̄it の相対的な重要性の変化を調べるこ

とによって、k(xit)に含まれる学習の速度を推定できることを示している。

2.2.2 雇用者学習における昇進決定ルール

ここでの昇進決定モデルは Gibbons and Waldman (1999)および Gibbons and Wald-

man (2006)に基づく。これは昇進における人的資本形成の影響も考慮している。雇用者は、

労働者を容易な仕事（easy job）又は困難な仕事 (difficult job)に割り当てる。生産性 yit
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を持つ労働者の生産量は容易な仕事では

α+ βyit (2.3)

一方で困難な仕事では

γ + δyit (2.4)

とする。ここでは α > γ であり δ > β とする。生産性の高い労働者は困難な仕事に比較

優位を持つ、すなわち yit > (α− γ)/(δ − β)を満たす労働者は困難な仕事に割り当てられ

る。このモデルでは困難な仕事への割り当てを昇進とみなす。

各期で、雇用者は両方の仕事における各労働者の期待される生産性に基づいて仕事を割

り当てる。si, xit, z̄it を備えた労働者の t+ 1 期における容易な仕事での期待生産性は

α+ βE(yit+1 | si, xit, {yiτ}tτ=1) (2.5)

であり、困難な仕事においては

γ + δE(yit+1 | si, xit, {yiτ}tτ=1) (2.6)

となる。困難な仕事における期待生産性が容易な仕事より高い場合、労働者は昇進する。す

なわち

E(yit+1 | si, xit, {yiτ}tτ=1)

=h(si, xit) + E(ai|si) + k(xit)[z̄it − E(ai|si)]

>
α− γ

δ − β
,

(2.7)

ここでは k(xit) =
xit(ν

2
0/σ

2)

1+xit(ν2
0/σ

2)
、z̄it = 1

t

∑t
τ=1[yiτ − h(si, xiτ−1)]。k(xit) は勤続年数

xit が限りなく大きくなるつれて 0 から 1 へと収束するため、学歴に基づく能力の期待値
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E(ai|si) は昇進の決定要因としての重要性が低くなり、zit によって表現される雇用者が学

習した情報はより重要になる。これの予想は、次の節で確認する記述統計による傾向と整

合的である。

図 2.1 は上記の昇進ルールを表している。困難な仕事は労働者の能力に対して敏感であ

るため、期待される生産性が閾値を超えるとき昇進が起こる。次の小節では、ここで述べ

たモデルの帰結と Lazear (2004)の帰結との関連性を議論する。

2.2.3 Lazear (2004)モデルとの関連性

この章で用いる昇進モデルの解は、Lazear (2004)で提案された昇進モデルを特殊解とし

て含む。Lazear (2004) モデルは人的資本項を捨象しているため h(si, xit) = 0 とおける。

その結果、zit = yit − h(si, xit) = yit。彼はまた、学校教育の役割も捨象し、したがって

E(ai|si) = µ0 とおく。このような想定に加えて Lazear (2004)は単一期間で得られた yi1

を観察した雇用者の昇進判断を考察した。xit = 1 と z̄it = yi1 を上記の不等式に代入する

と次のような昇進決定ルールが得られる。

yi1 >
α− γ

δ − β
+

σ2

ν20

(
α− γ

δ − β
− µ0

)
. (2.8)

Lazear (2004)では数値計算解を提示する一方で閉じた形式の解析解を得ていなかったが、

確率変数 ai および uit に正規性の仮定を置くことで解析解を得られる。*
3 生産性に確率的

なノイズがない場合には雇用者は昇進閾値は (α− γ)/(δ− β)と設定するが、ノイズがある

場合には雇用者は閾値を増減させる。現実に近い場合として、入社時点での期待生産性が

上位職に不適である、すなわち (α− γ)/(δ − β)− µ0 > 0の場合、閾値は (α− γ)/(δ − β)

*3 Araki and Kawaguchi (2014)は同一の結果を得るために Lazear (2004)のモデルに正規性の仮定を課
すことで解析解を得た。
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より高く設定される。この結果は、雇用者が平均への回帰を恐れるため生じると直観的な

解釈できる。本来の能力が低いにも拘わらず偶然による好成績によって昇進できた労働者

がいたとしても、その偶然には継続性がないためにその後の生産の低下と観察されるとい

う形で平均への回帰が起きる。閾値の増加量は、労働者の業績が能力と比較してどれだけ

運に依存するかという相対的な量によって決まる。したがって σ2/ν20 が大きいときほど、

閾値は増加する。この閾値の増加は降格がほとんど観察されない事実を裏付けている。昇

進後の業績の低下は、一般的に降格を意味しない。なぜなら、雇用者は、比較優位を分ける

点をはるかに超えた実績を残しほんの一部の労働者のみを昇進させるからである。この理

論モデルの帰結は、本章で用いる人事データ内で降格がほとんど観察されない理由を説明

するために余分なモデルを必要としないことを示している。

Lazear (2004) のモデルは労働者の生産性に関する不確実性によって引き起こされる事

後的非効率性を明確にしている。昇進ルールは、各労働者の生産性を実現する前に、各労働

者の期待生産性を最大化することである。各労働者の生産性を実現した後、生産性にショ

ックがない（σ = 0）限り、従業員の生産性が期待生産性と異なるため、従業員の配置ミス

が観察される。例えば、従業員の生産性が確実でない場合、雇用者は昇進のために非常に

高い基準を設定する。これは、生産性の高い従業員が従業員の生産性にあまり依存してい

ないために、生産性の高い従業員が割り当てられているためである。したがって、従業員

の生産性に関する不確実性が大きいほど、事後の非効率性は大きくなる。この観察は、学

習速度の重要性に大きな影響を与える。なぜなら、迅速な学習は、各従業員の生産性に小

さな不確実性があることを意味し、役職前の従業員の間での従業員の適切な配分を保証す

るためである。
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2.3 使用データ

実証分析にあたり、日本の製造業に属する２つの企業の人事データを用いる。これらの

データはそれぞれ国内従業者数およそ八千人分の企業人事データと、およそ六千人分の企

業人事データである。それぞれの企業は国際的に経営され、従業員数はそれぞれおよそ二

万人であるが、日本以外で働く従業員の情報はデータに含まれない。各企業は能力に基づ

く階級制（職能資格制度またはジョブグレード制）を採用しており、それぞれの従業員は技

能に基づいてランク付けされており、報酬はその階級に大きく依存している。この階級は

課長などの役職と関係しているが、完全に一致するものではない。人事データにおいて序

列順位が付けられない役職が多い一方で、この階級は明確であることから昇進の尺度とし

て用いる。各従業員の月別人事データには、月給、賞与の金額、月の労働時間などの通常の

情報とともに、階級、母校の名前、業績評価などがある。サンプル期間は第 1の企業 A、第

2の企業 Bともに 1991年から 2010年である。しかし業績評価は、企業 Aで 2005年から

2010年、企業 Bは 2004年から 2010年までしか利用できない。そのため、特定の個人の業

績評価を時系列で観察する際、企業 Aでは最長で 6年分、企業 Bは最長で 7年分しか観察

できない制約がある。ここでの実証分析にあたり、t年における労働者への仕事への割り当

ては t− 1期までの業績評価に基づいて雇用者が決定すると仮定する。それゆえ、企業 Aに

対する昇進分析の対象期間は 2006年から 2010年、企業 Bは 2005年から 2010年となる。

ホワイトカラー労働者とブルーカラー労働者は分析対象企業では異なる経歴を持ってい

るため、分析サンプルを大学卒業者、ホワイトカラー労働者に限定する。また、これらの企

業は女性労働者が比較的少ないため、男性労働者にサンプルを限定する。男性労働者と女

性労働者は一般的に異なるキャリアトラックをとることもこの限定の理由である。さらに、
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博士の学位取得者を分析対象から除外するのは、専門家のために用意された別のキャリア

・トラックに従うためである。

労働者が卒業した大学の名前は、河合塾が発行した偏差値に変換して用いる。河井塾は、

模擬試験の成績と入学試験の成績を分析して、各学部の入学に必要な学力水準を模擬試験

の得点に換算することで評価している。この模擬試験の得点は模擬試験受験者全体の得点

分布が平均 50標準偏差 10になるように正規化されている。そして河合塾が発行する偏差

値は、過去の記録に基づいて特定の学校学部の入学試験に合格する確率が 50%になる学力

水準を表す。

2014年時点での経済学部の偏差値は、東京大学は 70、京都大学は 67.5、一橋大学は 65、

大阪大学は 62.5、早稲田大学は 67.5、慶應義塾大学は 67.5である。国公立大学は、入試の

志願者に対して私立大学よりも教科科目が多いため、私立大学と私立大学の点数は直接比

較できない。そのため国公立大学と私立大学の偏差値を比較できるように、点数の調整を

行う必要がある。そこで我々は事前調査として、国公立大学卒業者の偏差値に 1から 10ま

で 1ポイント刻みに点数を加算する生存時間分析を 10度行い、その尤度を比較することで

適当な点数調整を吟味した。ここでは A社の従業員サンプルを対象に、偏差値と人事評価

と性別を共変量とした後述する G6職までに昇進するにかかる勤続年数についてワイブル

分布のハザードを用いた生存時間分析を偏差値を 1 ポイント刻みで調整しながら 10 度行

い、一番尤度が高いものを調整値として採用した。その結果、一番尤度が高かった 5ポイ

ントを調整として国公立卒業者の偏差値に加算した。分析期間中に辞めた従業員が分析サ

ンプルに含まれるため、各社のパネルデータはアンバランスになっている。A社の従業員

1,007名のうち 40名が退職し、B社の従業員 712名中 13名が退職しているが、事前の分

析においてこの退職行動が大学名や前期における評価に依存していないことが確認してい
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る。したがって、解析結果は、摩耗バイアスによる著しい影響を受けているとはいえない。

2.4 記述統計：昇進に焦点を置いて

この節では、雇用者学習モデルから得られた予想が、データと整合的であるかどうか記

述統計を見ることを通じて検証する。モデルの主要な予想は、昇進決定における学歴情報

の重要性がキャリアを通じて失われる一方、労働者の成果の情報は重要になるということ

である。次の分析では、各労働者の学歴情報としての偏差値と、雇用者が観測した成果の

代理変数としての評価を扱う。

2.4.1 A社

A社は、エンジニアまたはその他の事務職員（営業、マーケティング、経理、法務など）

として大卒労働者を雇用している製造業会社である。A社の全従業員は、J1から G1まで

の技能ランクに分類される。昇進構造の概要を確認するために図 2.2と図 2.3 にてキャリア

ツリーを示す。

図 2.2は A社における高偏差値国立大学出身者の技能ランク推移を示している。*4 新入社

員のうち、学部卒業者と修士課程修了者は J1としてまず採用される。J1に採用されたも

のは、翌年 J2に昇進し、さらにその翌年になるとほとんどが SAに昇進する。SAの 3分

の１はそのランクにとどまるが、残りは SBに昇進する。以上のことから、銘柄学校を卒業

した者にとっては、SBまでの昇進はほぼ自動的であり、実際の課題は G6以上への昇進で

ある。図 2.3は、私立非銘柄大学卒業者のキャリアツリーである。*5高偏差値国立大学出身者

*4 ここでの高偏差値国立大学は東京大学、京都大学、東京工業大学、一橋大学、大阪大学と定義している。
*5 私立非銘柄大学は、以下に挙げる私立銘柄大学を除く大学群と定義する。ここで除外している大学は、慶應

義塾大学、早稲田大学、上智大学、明治大学、青山学院大学、中央大学、法政大学、関西学院大学、関西大

学、同志社大学、立命館、学習院大学、南山大学である。
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と比較して、私立非銘柄大学出身者は J2、SA、SBにとどまる傾向が強い。SBから G6へ

の遷移確率は、高偏差値国立大学出身者のそれよりも有意に小さい。しかし、いったん G6

に昇進すると、上述のランクまでの遷移確率は大差がない。

A社は年次で従業員評価を実施する。この評価は、主に賞与水準の決定と昇進の決定に

使用される。評価者は一般的に、非管理職の場合直属の課長である。管理職の場合、上級管

理職が評価者となる。評価は、目標管理制度を用いて行われる。評価期間の当初、評価者と

被評価者は面談して当期の目標を定める。評価期間の終了時に、評価者は期待される目標

に対する実際の到達度を評価する。

表 2.1 は技能ランク別の評価の分布を表したものである。キャリアの第 1段階ではほと

んど全ての人が評価して A2を受ける。労働者のキャリアが進むにつれて、この評価の分布

は広がる。この評価分布の発散は SBまで続く。G6以降では、労働者の無視できない割合

は高い評価を受ける一方で、平均的評価を意味する A1を受け取る割は再び増加する。キャ

リア昇格に伴う評価の分散は、各従業員の生産性が組織内の上位階層で明らかになること

を示している。この傾向は労働者が昇進するにつれてより多くの裁量が与えられているこ

とと整合的である。

高偏差値国立大学を卒業したものは、集中的な選考プロセスの後同一会社に採用される

ことから、私立非銘柄大学出身者と比べ生産性が高くないかもしれない。この懸念に対処

するために、従業員の評価を被説明変数とし、従業員の母校の偏差値および勤続年数を説

明変数としたオーダードプロビット推定を行った。表 2.2 はその推定結果である。この表

が示すところによると、出身大学の入学試験難易度が高いほど職務での評価も高いという

傾向がある。興味深い点として、技能ランクを条件づけることで、勤続年数の長い労働者

は評価が低い傾向にある。この関係は、長期にわたって同じランクに属する人は昇進が遅
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いことを意味し、平均的には能力が低いと解される。以上のことから、高偏差値国立大学

出身者が私立非銘柄大学出身者よりも早く昇進することと合わせて、両者の間に能力差が

あると主張できる。

表 2.3 では分析サンプルの記述統計を示す。偏差値の平均値は、技能ランクによって大

きく異なる。また勤続年数は一般にランクが高くなるにつれて増加する。平均的には、管

理職の一番低いランクである G6では 10年である。この表の評価の分布は、各評価カテゴ

リに対応するダミー変数の過去平均を集計している。技能ランクが上がるに伴い平均的な

評価も高くなる。ランクの高さに沿って安定的な偏差値と高くなる評価水準は、上位レベ

ルでの昇進において高い評価が重要であることを示している。またこの偏差値の安定的な

推移と、表 2.2 で確認した高偏差値国立大学出身者の迅速な昇進が意味することは、この

ような名門大学出身従業員は高い評価を業務でも得ているため素早く昇進できたというこ

とである。

学歴と評価どちらがより昇進に重要かをみるために、ここで現在の技能ランクから次の

ランクまでの昇進にかかる時間を被説明変数におき偏差値と過去の平均評価を説明変数と

して用いた生存時間分析を行う。この生存時間分析では昇進する時点を T とし t時点まで

に昇進する確率を F (t) = P (T ≤ t) とする分布関数で表現するモデルを考える。この分布

関数の一階微分は確率密度関数 f(t)で与えられる。そして、この生存時間分析において t

時点にでのハザード率は λ(t) = f(t)/(1 − F (t))と与えられる。今回の分析では従業員の

属性に依存した Cox比例ハザードモデルを採用する。

λ(t, x) = λ0(t) exp(β0 + β1si + β2z̄it)

ここでは t は勤続年数、si は従業員 iの出身大学偏差値、z̄it は過去の評価の平均を表す。
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実際には、評価について SSと Sを高い評価、A1と A2を中程度評価、A3と Bおよび C

を低評価としてまとめ、それぞれのダミー変数を作成し、過去の平均をとる。ただし分析の

際には中程度評価ダミーはベースラインダミー変数として扱うので結果には表れない。ま

たベースラインハザード λ0(t)はパラメトリックには指定しない。

最尤法による推定結果は表 2.4 に示している。偏差値の昇進に対する効果は、SA への

昇進を除いて、全て正かつ統計的に有意である。推定された係数は 0.0104から 0.0660で

あり、偏差値が 10ポイント（1標準偏差）向上することで昇進する確率が 10%から 40%

増加することになる。この非単調な関係については明確な説明をすることは困難であるが、

G6への昇進で最も顕著である。評価についてまず低評価の係数は、SAへの昇進を除いて

全て負かつ統計的有意である。この係数は、高ランクに連れて単調に減少しており、SAで

の-0.2671から G4への昇進では-2.7543となっている。すなわち低い評価を受けたことで、

昇進に悪影響が生じ、その負の効果は上位レベルで増大することを意味する。低い評価の

係数と異なり、高い評価の係数は下位レベルでは統計的有意性が見られない。しかし高い

評価を受けることで、G5と G4への昇進は有意に正の効果が生じる。過去に一貫して高い

評価を受け続けた結果、G5への昇進確率は 37%、G4への昇進確率は 78%向上する。全

体的にみると、ランクが高くなるにつれて、特に G6以降は学校の銘柄の重要性は薄れ、仕

事での評価が重要になってくる。これらの生存時間分析の結果は、初期キャリア段階での

学校銘柄の重要性と、後期キャリア段階での評価の重要性を示唆する。これは雇用者学習

モデルの理論的帰結を裏付ける根拠となる。
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2.4.2 B社

B社は、大学卒業者をエンジニアやその他の事務職員（販売、マーケティング、経理、法

務）として採用する自動車部品製造会社である。B社の従業員は低い順から 1級、2級、3

級、副主査、主査、副主事、主事の 7つの技能ランクに分類される。高偏差値国立大学お

よび私立非銘柄大学出身者のキャリアツリーは図 2.4と図 2.5 で示される。.新入社員はま

ず 1級に配属される。1級に配属された従業員の内、高偏差値国立大学出身者の 45%が 2

級に昇進する一方で、私立非銘柄大学出身者の内 2級へ昇進するものは 22%に過ぎない。

この出身大学による昇進速度の違いは 3級まで続く。副主査、主査、副主事への昇進確率

に有意差はないが、主事への昇進確率は大幅に異なる。高偏差値国立大学出身者は比較的

素早く、特にキャリアの初期の段階で昇進する。主事の地位までの昇進プロセスの中で退

職する従業員の割合はごくわずかである。各従業員は、高い順から Aから Dまでの 4点ス

ケールで年次評価を受ける。評価の手順としては、およそ 10人から 20人程度を監督する

管理職が初期評価を行い、人事管理部門が評価の分布を決める。A社と同様に、評価は目

標管理制度のもとで行われている。表 2.5は技能ランク別の年次評価の分布を示す。主査ラ

ンクより高位のランクに割り当てられている者が少ないため、ここでは分析を主査までに

限定している。技能ランクの初期段階では、従業員のおよそ 70%は Cを受け、28%は B

を受ける。Aと Dはわずかである。評価の分布はわずかに異なるが、その後は一定である。

主査においては Aは 4%、Bは 36%、Cは 60%、Dは 1%という分布となっている。Aを

評価として受ける従業員は少なく、この後の分析においては Aと Bはまとめたダミー変数

を用いる。

表 2.6は高偏差値大学出身者が業務で高い評価を受けているのかどうかを調べるために、
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評価を大学偏差値、勤続年数、技能ランクダミーで回帰したものである。効果はあまりは

っきりしていないが、銘柄大学を卒業した従業者は高い評価を受ける傾向にある。A社の

結果と同様に、技能ランクを条件とした場合、より長い勤続年数を有する従業者は高い評

価を受ける可能性が低い。まとめると、表 2.5に示すように、評価では多くの者が C評価

を受けるものの、名門大学出身の者は Aまたは Bという高評価を受ける可能性が高く、D

を受ける可能性は低い。この結果は、名門大学出身が高い職業能力を持っているという前

提を裏付ける。

表 2.7 は、B社の分析サンプルの記述統計を報告している。技能ランクが上がるにつれ

て、平均的な偏差値水準はわずかに減少する。平均勤続年数は、各技能ランクの相対的な

位置づけを把握するための指標とみることができる。例えば、主事に属する者の平均勤続

年数はおよそ 15年である。今回用いているサンプルは大学新卒者だから、主事に属する者

の凡その年齢は 40歳に満たない。最後に、過去の評価の平均を見ると高い評価と低い評価

の比率は、1級を除いてほぼ等しく分布している。技能ランクが上がるにつれて出身大学の

偏差値の重要性が小さくなることと組み合わせるとこの評価分布の安定性は、勤続年数が

伸びるにつれて評価が相対的に重要になる雇用者学習モデルの予想と一致している。

表 2.8 は、Cox比例ハザードモデルを用いて、偏差値と過去の評価ダミー変数が昇進ま

での期間に与える影響を報告している。技能ランクが上がるにつれて、偏差値の係数はわ

ずかに増加するが、低評価の係数は減少し、高評価では増加する。この記述統計は、従業者

のキャリアが進むにつれて、評価が昇進に重要であることを意味している。
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2.4.3 2社の記述統計の概要

A社と B社についての記述統計は、中級レベルの技能ランクへの昇進では出身大学の銘

柄が比較的重要なのに対し、上級レベルへの昇進では評価が比較的重要であることを示し

ている。これらの結果は、雇用者が教育水準から職務評価により重きを置いて、労働者の

能力についての信念を形成するという、雇用者学習モデルの理論的予測と一致する。次に、

雇用者学習モデルをより実証的分析に結びつけるために、構造推定を行う。

2.5 雇用者学習に基づく昇進決定モデルの構造推定

ここでは、学習速度を推定するために、本節での雇用者学習モデルの構造推定について

議論する。理論モデルのパラメータを推定するためには、理論モデルにおいて雇用者が観

察しているであろう実際の生産 yit と人事データに現れる評価 pit との関係についていくつ

かの仮定を置く必要がある。先述の記述統計を見る際、評価を雇用者が観測した実際の生

産の代理変数として用いた。しかし構造推定をするにあたり、生産 yit と評価 pit との関係

を理論的な関係を規定する必要がある。このモデルは、雇用者が大学の銘柄と実際の仕事

における評価から従業員の能力を学習する過程を描写している。このモデルでは、その従

業員の能力を時間に対して一定としている。能力が時間を通じて一定という仮定は重要な

仮定である、そしてこの仮定がある役職から次の役職への昇進を分析する際に現実的であ

ることをのちに議論する。理論モデルの検討を踏まえて、次のような昇進決定式 (2.9)を導

出できる。

h(si, xit) + E(ai|si) + k(xit)[z̄it − E(ai|si)] >
α− γ

δ − β
(2.9)
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ここでは si は出身大学偏差値、xit は勤続年数、ai は労働者の能力、k(xit) =
xit(ν

2
0/σ

2)

1+xit(ν2
0/σ

2)

また z̄it =
1
t

∑t
τ=1[yiτ − h(si, xiτ−1)]とする。このモデルを推定するためには、生産の流

列 {yiτ}tτ=1 を知る必要があるが、実際の人事データからは評価 {piτ}tτ=1 のみしか観察で

きない。したがって、評価と生産との間の関係を仮定する必要がある。

2.5.1 評価

雇用者は t年における労働者 iの評価を行うが、異なる学校を卒業した労働者は異なる職

務に配属され、異なった評価を受けることになるので、その評価は観察された生産 yit およ

び予想生産性からの乖離 yit − E(yit|si) に基づく実際のパフォーマンスに基づく絶対評価

と見做せる。こうして行われる評価は、次のように示される。

pit = ϕyit + (1− ϕ)[yit − E(yit|si)], 0 ≤ ϕ ≤ 1. (2.10)

上記式は完全な絶対評価 ϕ = 1 と完全な相対評価 ϕ = 0 という 2 つのケースを表現で

きる。

所与の評価手法のもとで下された評価 zit の定義を以下のようにする。*
6

zit = yit − h(si, xit−1)

= pit + (1− ϕ)E(ai|si)− ϕh(si, xit−1) (2.11)

*6 導出は次の通り：zit = yit−h(si, xit−1) = ϕyit+(1−ϕ)yit−[ϕh(si, xit−1)+(1−ϕ)h(si, xit−1)] =

{ϕyit + (1− ϕ)[yit − E(yit|si)]}+ (1− ϕ)[E(yit|si)− h(si, xit−1)]− ϕh(si, xit−1) = pit + (1−
ϕ)E(ai|si)− ϕh(si, xit−1)
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この関係を昇進決定式 (2.9)に代入すると、以下の式が導出される。

E(yit+1 | si, xit, {piτ}tτ=1)

=h(si, xit) + E(ai|si) + k(xit)[(1/xit)
t∑

τ=1

[piτ + (1− ϕ)E(ai|si)− ϕh(si, xiτ−1)]− E(ai|si)]

=h(si, xit) + E(ai|si) + k(xit)[p̄it − ϕE(ai|si)− ϕ(1/xit)
t∑

τ=1

h(si, xiτ−1)]

>
α− γ

δ − β

(2.12)

上記 (2.12) は、評価が絶対的であるか相対的であるかが重要であることを示唆してい

る。評価が絶対的なものであるなら ϕ = 1、したがって pit = yit となるので、初期情報

である E(ai|si) の効果は 0に収束する。これは勤続年数 xit → ∞と増加するにしたがい

k(xit) → 1 と収束するためである。すなわち教育水準に依存した初期情報が評価によって

完全に上書きされるためである。*7 したがって、学校教育の影響は 0に収束し、人的資本蓄

積またはシグナルとしての教育の役割は評価に完全に覆される。対照的に、相対的評価すな

わち ϕ = 0の場合、したがって pit = yit − E(yit|si)のもとでは学校教育の影響は一定と

して残り、その結果、評価は学校教育と直交するため、初期情報の効果は持続する。ϕ > 0

のもとでの結果は、Altonji and Pierret (2001)による予測と一致し、ϕ = 0 のもとでの結

果は Farber and Gibbons (1996)による予測と一致する。

*7 人的資本項である h(si, xit) はたとえ ϕ = 1 であってもあらわれない。すなわち

plim
xit→∞

k(xit)
ϕ
xit

∑t
t=1 h(si, xit−1) ̸= h(si, xit) 。これは過去の評価は過去の人的資本水準に依存

するが、現在の人的資本には依存しないからである。もし人的資本が経験によって変化せず教育水準のみに

依存する場合、h(si, xit) = h(si) より plim
xit→∞

k(xit)
ϕ
xit

∑t
t=1 h(si) = h(si) となる。この場合も、人

的資本項はあらわれない。これは過去の評価が人的資本価値を完全にとらえているためである。
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2.5.2 観測できない昇進決定要素

上述した理論的考察は、同じ大学 si を卒業し同じ勤続年数 xit 、同じ評価 {piτ}tτ=1 を

持つ労働者は、(2.2 )式のもと、昇進決定において必ず同時に昇進することを意味する。こ

こでは理論モデルを、この帰結よりもより現実に近づけるため、人事データでは観察でき

ないが、昇進決定に影響に与える因子、例えば突然の上級ポスト欠員の補充 (Ariga, 2006)

といった要因を扱えるように、確率的要因 eit を誤差項として用い次のように拡張する。

E(yit+1|si, xit, {piτ}tτ=1) + eit > (α− γ)/(δ − β). (2.13)

この誤差項は、学校の銘柄や過去の評価からは外生的であると仮定しているが、のち

にこの外生性について議論する。この誤差項に対し、正規性の仮定を課す、すなわち

eit|si, xit, {piτ}tτ=1 ∼ N(0, 1)。

この正規性の仮定を課すことで、昇進確率 (Pr[yit+1 = 1|si, xit, {piτ}tτ=1]) は次のよう

な構造推定式に書き直せる。

Φ

[
h(si, xit) + E(ai|si) + k(xit)[p̄it − ϕE(ai|si)− ϕ(1/xit)

t∑
τ=1

h(si, xiτ−1)−
α− γ

δ − β

]
.

(2.14)

2.5.3 構造推定式の推定

構造推定式 (2.14)をプロビット推定を行うために、人的資本項と初期情報項に対して一

次線形近似 h(si, xit−1) = θ0 + θ1si + θ2(xit − 1) 、E(ai|si) = π0 + π1si とした。この線
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形近似により昇進確率 (Pr[yit+1 = 1|si, xit, {piτ}tτ=1])を次のように特定化する。

Φ{(θ0 + π0) + (θ1 + π1)si + θ2xit

+k(xit)[p̄it − ϕ((π0 + θ0) + (π1 + θ1)si + (1/2)θ2(xit − 1))]− α− γ

δ − β
}. (2.15)

この式は、k(xit)を構成する (θ0 + π0), (θ1 + π1), θ2, ν
2
0/σ

2 に加えて (α− γ)/(δ − β) お

よび ϕという 6つの識別可能なパラメータを含む。また、学校教育の係数については人的

資本の効果を表す θ1 とシグナルの役割を意味する π1 とを分割して識別できない。

理論的には、式 (2.15)の 6つのパラメータをすべて推定できる。si と xit の効果のうち

時間に対して一定な効果を観察することで、パラメータ θ1 + π1 と θ2 の識別を可能にす

る。次に p̄it が昇進に与える影響を観察することを通じて k(xit)を識別することが可能に

なる。これらのことから k(xit)と si との交差項の係数となる ϕも識別が可能になる。し

かし、この識別を行うために si が昇進に及ぼす影響が xit に伴い大きく変動するというこ

とが必要である。この理想的な前提は今回用いたデータには適用できなかったため、最尤

法によるプロビット推定において十分な収束を得ることが出来なかった。この問題を回避

するために、2段階推定を行った。推定手順は次のとおりである。

1. p̄it を si と xit に定数項を加え最小二乗法で回帰し、残差 p̃it を得る。

2. 残差を用いることで Pr(yit+1 = 1|si, xit, p̃it) = Φ(ξ0 + ξ1si + ξ2xit + k(xit)p̃it)を

プロビット推定を行う。

3. 時間を通じて変化する学校銘柄効果を導入した Pr(yit+1 = 1|si, xit, p̃it) = Φ(ξ0 +

ξ1si + ξ2xit + ξ3sixit + k(xit)p̃it) をプロビット推定する。
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2.5.4 学習の速度

本章において最も関心をおくのは k(xit) =
xit(ν

2
0/σ

2)

1+xit(ν2
0/σ

2)
に含まれる雇用者学習速度であ

る。パラメータ (ν20/σ
2) が学習の速度と解釈できる。これは雇用者がベイズ更新を用いて

予想する生産性の事後分布の分散が労働者の勤続年数に伴い小さくなるためである。t期の

事後分布の分散は次の通りである。

ν20
1 + xit(ν20/σ

2)
.

この式から、入社当初の分散は xit = 0を代入することで ν20 となる。この分散が半減する

時点を x∗
it とする。すなわち

ν20
1 + x∗

it(ν
2
0/σ

2)
=

ν20
2

。したがって x∗
it = (σ2/ν20)年後に事後分布の分散は半減する。ここではこの x∗

it を主観

的分散の半減期とよぶ。Lange (2007) はこの半減期を誘導系推定の結果から逆算すること

で推定している。NLSY79を用いた Lange (2007)によるとこの半減期はおよそ 3年ほど

であるとしている。

2.5.5 推定結果

構造モデルを推定するために、A社については SA、SB、G6、G5への昇進、企業 Bに

ついては 2級、3級、副主査、主査への昇進、それぞれに対してプロビット推定を行う。こ

れらのランクへの昇進は管理職としてのキャリアを辿る初期段階に相当する。A社におけ

る G6段階の従業員の平均勤続年数は 10年であり、B社における 3級の従業員では 9年で

ある。推定にあたっては、A社では G5以下のランクに相当する従業員、B社では主事以下
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のランクに相当する従業員すべてをサンプルに含む。例えば、A社の G6への昇進を分析

する際には、SBおよびそれ以下の従業員は yit = 0、G6以上のものは yit = 1として扱う。

構造推定式を実証分析するにあたり各従業員の年次評価は pit に相当するものとする。先

述したように、A社 B社ともに、非管理職の従業員に評価を下す場合、評価者は一般的に

直属の課長である。管理職の場合、それよりも上級の管理職が評価者となる。両方の会社

で、各従業員は目標管理制度のもと評価が行われる。評価期間の開始時に評価者と被評価

者が面談を行い評価期間内の目標として期待される職務内容を確認する。評価期間の終了

時、評価者は期待される職務内容に対して、従業員の実際の職務内容を評価する。推定の

際にはこの評価を、高い順に 1（A社における Sおよび SS評価、B社における Aおよび

B評価に相当する）、0（A社における A1および A2、B社における C評価）、-1（A社に

おける A3と Bおよび C、B社における D評価）という 3段階評価に直し、過去平均評価

を p̄it として用いる。

ここでの推定では、各企業人事データから計算した勤続年数を構造推定式の xit に相当

させる。したがって、構造推定から得られるパラメータから計算された雇用者学習の速度

は、各評価者の学習過程ではなく、企業全体での学習過程におけるものである。

表 2.9 は大学偏差値と勤続年数との交差項を含まない特定化を行った最尤法に基づく A

社の構造推定結果である。G4以上のランクについては数値計算の結果が安定せず、時に収

束しなかったため、ここでは SA、SB、G6および G5への昇進についての推定値を報告し

ている*8。この結果はより偏差値の高い大学を卒業することが、すべてのランクで昇進に寄

与することを示している。G5まで勤続年数の係数は大学偏差値の係数よりもはるかに大き

い。しかしランクが上がるにつれて、勤続年数の係数は次第に小さくなる。このことは、初

*8 数値計算の結果が安定しなかった理由の 1つとして、上位のランクについては在位者が少ないことが考え
られる。



第 2章 学歴、職務評価、昇進: 人事データを用いた雇用者学習モデルの推定 57

期キャリア段階での昇進は主として年功序列に起因するものの、キャリアが深化するにつ

れてその重要性が低下する。

主観的分布の分散の半減期を意味する σ2/ν20 は SAの結果で 5.40 (=1/0.1851) 年、SB

の結果で 5.05年、G6で 2.66年、G5で 5.79年と計測された。したがって、推定半減期は

およそ 3年から 6年ほどであり、ランクによって異なる。これらの結果は、出身大学や入

社選考過程で形成された初期の信念は、入社後 3年から 6年後の時間を経ることで半減す

ることを示している。

表 2.10 は偏差値と勤続年数との交差項を含む特定化に基づく推定結果を報告している。

偏差値と勤続年数の交差項の係数は時に統計的有意な値をとるが、しかしその大きさは 0

に近い。つまり、年次評価によって更新された情報は、各従業員の出身大学が伝達する初

期のシグナル情報と直交していて、偏差値の情報としての価値はキャリアを通じて存続す

る。この結果は、企業が新入社員の配属を、出身学校に応じて、本社にするか支社にするか

を決める傾向にあることからすると自然な結果である。評価者は、この職務割当の所与と

して各従業員を評価するため、各従業員の出身大学偏差値と評価は直交する傾向が生じる

ことになる。

評価が偏差値と直交するという傾向を考慮して、構造推定式 (2.15)に ϕ = 0という制約

を課して推定を行うと、当然ながら、推定結果は表 2.9に報告されたものに近い。したがっ

て、表 2.9の結果をより効率的な推定を行ったものとして扱う。

表 2.11は大学偏差値と勤続年数との交差項を含まない特定化を行った最尤法に基づく B

社の構造推定結果である。

A社と同様に、主査までのキャリア段階をみると、勤続年数の係数は偏差値の係数より

はるかに大きい。ただし主査については勤続年数の係数は著しく小さくなる。これとは対
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照的に、大学偏差値は主査への昇進に大きな影響を与える。このことは、キャリア初期段階

の昇進は年功序列的に運用されているが、中期段階の管理職への昇進では勤続年数の重要

性が低いことを意味する。A社と同様、この企業では年功序列の昇進制度を採用している。

B社の場合、主観的に形成された事後分布の分散 σ2/ν20 の半減期は 2級では 3.98年、3

級では 4.15年、副主査で 5.37年、主査で 6.12年である。計算された半減期はランクによ

って異なるが、これらの推定値は雇用者が各自の能力を観察することで学歴などの初期の

評価の重要性が 4年から 6年の間に半減することを意味している。この結果は、おおよそ

A社と同様である。

表 2.12 は、偏差値と勤続年数との交差項を含んだ特定化に基づく推定結果を報告してい

る。偏差値と勤続年数との交差項は、正かつ統計的有意な値をとるときもあるが、しかし

その値はほとんど 0に近い。これは、評価者の評価に含まれる新しい情報が偏差値と直交

する傾向を示唆しており、評価者は従業員の卒業した学校の質について調整した評価を下

す。より現実的には、評価者は被評価者が割り当てられた仕事に期待される成果と比較し

て成果をつける一方、仕事の割り当ては、特にキャリア初期においては、従業員の出身大

学にある程度依存することから、この評価と偏差値との直交性が観察されたと解釈できる。

主査への昇進において評価と偏差値が直交することを考慮して、構造推定式 (2.15) に

ϕ = 0という制約を課して推定を行ったが、その結果は表 2.11に報告された結果に対して

頑健性を与えた。したがって、表 2.11の結果をより効率的な推定を行ったものとして扱う。

両社についての構造推定の結果は、雇用者が労働者の能力を比較的素早く学習できるこ

とを示している。事後分布の分散 σ2/ν20 の半減期は、A社と B社のすべてのランクにおい

ておよそ 3年から 6年という計算結果となった。この雇用者の学習速度が比較的早いとい
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う主張は、異なる手法およびデータセットを用いた Lange (2007)の主張と一致する*9。こ

れは、雇用者が短時間で従業員の能力を学習することを意味し、短時間で従業員を適切な

役職に配属することで、内部労働市場における資源配分を効率的に行えるという示唆を与

える。そして表 2.2と表 2.6 の結果で見たように偏差値が高い大学出身者は、仕事において

も高い評価を得る傾向にあるため、迅速に昇進することになる。

2.6 考察

2.6.1 教育の人的資本としての役割とシグナルとしての役割

ここで教育の役割について解釈する際の注意点を指摘する。理論モデルを提示する際に

議論したように、この章で提示したモデルでは、教育の経済学的な役割から人的資本とし

ての役割とシグナルとしての役割とをそれぞれ識別する事ができない。なぜなら、これら

の 2つの役割は、理論的には異なるが、しかし観察されるデータ上では同一の帰結をもた

らす。すなわち、より競争率の高い大学出身者はより高い評価を得る傾向にあり、そして

それゆえにより早く昇進するという傾向をどちらの理論も予測する。しかしそれが優秀な

大学で受けた教育による人的資本の蓄積によるものか、優秀な大学に進学できるもともと

の能力によるものかは今回行った実証分析では識別できない。

2.6.2 採用過程で利用可能な情報

今回のモデルでは、雇用者は採用の際に利用できる情報として学歴情報に注目し、それ

以外の情報は捨象されている。しかし現実的には、雇用者が新たに従業員を採用する際、

面接など通じて、学歴以外の情報も利用できる。今回実証分析に用いた人事データは、日

*9 Lange (2007)の推定結果はおよそ 3年という今回の分析と比べわずかに短い半減期を提示している
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本的雇用慣行のもと長期的な雇用関係の重要性を強調する代表的な日本企業であり、人事

部が採用者選定過程に関与する。人事部は面接者からの情報を収集し、採用する者を決定

するためにその情報を活用するとともに、職務分担を決定する裁量権を有する。その一方

で、中途採用の場合、選考基準は職業特有の技能に傾くことになり、採用者が配属される

ことになる現場の関与が新卒労働者の場合と比べ大きくなる。新卒者と中途採用者どちら

の場合も、雇用者としての企業は従業員の職業能力に関する情報を収集する。この情報を

以下では qit と呼ぶ。この章で用いているモデルは、従業員の能力に対する当初の期待は、

E(ai|si)として学歴のみに依存するとしているが、現実的には学歴のみならず採用過程を

通じて得た情報も加えた E(ai|si, qi)とするのが適当であろう。

qi を推定に含まないことは、推定値にバイアスを生じさせうることを 2つ指摘する。ま

ず 1つ目は qi と si の間に相関がある場合に生じる内生性から生じるバイアスである。こ

れは qi を推定から省略することによって si が推定式における内生変数となることから生

じる。si と qi の相関の正負は、正となる要因、負となる要因がいくつかあるため、理論的

に予測することは困難である。例えば、高偏差値大学出身者そうでないものと比べて高い

能力を有する場合、つまり si と qi の間に正の相関がある場合、ミンサー型賃金関数の推

定でよく知られる能力バイアスによって、偏差値の係数は上方バイアスを持つことになる。

対照的に、採用選抜過程を経た従業員のデータしか観察できないというサンプルセレクシ

ョンバイアスは、si と qi の間に負の相関を生み出す。高い能力を有するシグナルとしての

大学偏差値の役割があることを前提とすると、非エリート大学出身の卒業生はそれ以外の

情報 qi が雇用者にとって魅力的なものでないと、採用のための選抜過程において高偏差値

大学出身者と競えない。このような選抜過程の前提のもと人事データから観察される従業

員のみについて見れば、出身大学の偏差値情報 si とそれ以外の情報 qi との間には負の相関
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が生じることになる。この内生性は、推定結果における偏差値の係数に対する下方バイア

スを生じさせる。

このような内生性を乗り越えるためには、si と相関する一方で qi と相関しない操作変数

が必要となる。このことは、人事データ上に、企業の採用過程には考慮されないが教育水

準には影響を与える要素の観察が必要であることを意味している。しかしそのような変数

を見つけることは、非常に困難である。そのため、今後の研究の課題として残ることと、偏

差値の係数の解釈には慎重な注意が必要であることを指摘するに留める。

2つ目の指摘すべき点は、qi を省略することで、モデルにおける重要なパラメータである

雇用者学習速度の推定値にバイアスが生じることである。本章では p̄it − E(ai|si)の係数

としての k(xit)の推定値から学習速度を推定している。しかし雇用者が学歴以外の情報も

用いることができる場合、用いるべき説明変数は p̄it −E(ai|si, qi)である。p̄it −E(ai|si)

を説明変数として用いる場合と、p̄it −E(ai|si, qi)を用いる場合と比較すれば、能力を予測

するための事前情報が詳細であるため、後者についての従業員間の差異について、能力差

と比べた相対的な（生産における）ノイズの差異の割合は、前者のそれよりも大きい。した

がって、p̄it −E(ai|si, qi)を p̄it −E(ai|si)の代わりに変数として用いることは、推定され

るであろう学習速度を小さく見積もることになる*10。人事データを用いて学習速度を推定

する際この潜在的なバイアスを克服することがこれからの課題となる。

2.6.3 職務内容および能力の異質性

本章で行った構造推定ではモデルのパラメータを識別するために、人的資本としての従

業員の技能およびランクに対応しているであろう職務内容について均質性の仮定を課して

*10 学習速度はシグナルノイズ比 ν20/σ
2 に依存するためである
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いた。ランクまたはランクに対応した職務内容における均質性は、学習速度がランクの変

遷を通して一定であるという仮定を正当化する。しかし、職務内容に応じてその成果は従

業員の能力に大きく依存することもあれば、運とも言える確率的な部分に大きく依存する

こともある。このことは、ランクの変遷を通じて蓄積されていく情報の重要性を表すシグ

ナルノイズ比 ν20/σ
2 が対応する職務内容に応じて変化することを意味する。なぜなら成果

が従業員の能力に強く依存する場合この比率は大きくなり、成果が運に左右される職務内

容でなればこの比は小さくなるためである。ν20/σ
2 が大きいとき、雇用者はより早く従業

員の能力に関する学習を行うことができる。例えば、販売員としての成果は従業者個人の

能力に強く依存することに比べれば、事務職員としての成果は個人の能力以外の部分の要

素に左右されるだろう。この例では、販売員に関する雇用者学習は、事務職員のそれより

も早くなるだろう。この章でのモデルでは、このような職務内容での異質性を無視してい

ることを注意点として指摘する。

またこの章でのモデルは、従業員の能力すなわち人的資本を単一の尺度のもとで扱って

いるが、従業員の能力は多面的である可能性がある。例えばエンジニアリング部門におい

て優秀な従業員が、営業部門においても優秀とは限らない。この多次元といえる人的資本

の尺度を考慮しなければならない企業は、従業員にジョブローテションを課すことで学習

機会を得ようとするだろう。Brilon (2015)などの多次元な人的資本という想定を加えたモ

デルを構築し、人事データに当てはめることは、今後の研究課題となる。

2.6.4 昇進モデルについて：トーナメント方式モデルの可能性について

本章で用いた昇進についての理論モデルは、Gibbons and Waldman (1999) ならびに

Gibbons and Waldman (2006) による昇進決定モデルを用いている。これら先行研究で用



第 2章 学歴、職務評価、昇進: 人事データを用いた雇用者学習モデルの推定 63

いている昇進決定モデルにおいて、ある従業員が昇進するか否かの決定は、当該従業員個

人の業績が絶対的な水準を上回ったか否かに依存するという意味で絶対的な基数的情報に

基づく絶対基準方式といえる。一方、昇進を理論モデル化した他のモデルで有力なものと

して、昇進対象者の内あらかじめ定められた人数の上位成績者のみを昇進させるという意

味で相対的情報に基づくトーナメント方式がある (Lazear and Rosen, 1981) 。企業が絶

対基準方式を採用するかトーナメント方式を採用するかは、企業の階層構造を変えるコス

ト、職務にとって従業員の質がどれだけ重要であるか、企業内における従業員の質のばらつ

きに依存すると理論的には予想される (Lazear and Gibbs, 2014; Milgrom and Roberts,

1992) 。我々が本章で分析対象した企業が絶対基準方式とトーナメント方式のいずれに近

いかは十分に検討されていないにもかかわらず*11、Gibbons and Waldman (1999) なら

びに Gibbons and Waldman (2006) に基づく理論モデルを採用してることは注意が必要

である。

絶対基準方式に対するトーナメント方式の違いは、企業が昇進対象者それぞれの能力に

対する基数的情報を取得する必要がなく、昇進対象者の中で誰が最も優れているかという

相対的情報を入手すればよい点にある。これは、従業員個々人が何らかの絶対的な意味でど

の程度よい仕事をしているかを明確にするのが困難なときに、トーナメント方式の利点と

して働く。これは特に、事前に明確に業務内容を記述することができず、それぞれ労働者の

生産性が業務によって異なる状況や、景気動向による変動が大きいなど実際の生産に運の

要素が多く含まれている場合といった、労働者の能力に関する基数的な情報を得るのが難

*11 (Araki et al., 2013) は我々が本章で分析対象とした企業の人事データを用いて、入社年次と学歴水準で
定義される同期入社の世代人数が入社後 10年程度の昇進キャリアに与える影響を分析している。この分析
は 1990年代初頭入社の世代人数が多い世代に比べ、1990年代後半に入社した世代人数が少ない世代の方
が、勤続年数を制御した上で、昇進確率が高いことを示した。この傾向は出身大学の質を制御しても確認で

き、同期入社の大卒従業員が所与の数の昇進ポストが争うというトーナメント方式が想定する状況に近い

といえる。
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しい場合、相対的情報を用いた昇進ルールが採用されることになると予想される (Milgrom

and Roberts, 1992)。

我々は 2.5.1 において、評価 pit を観察された絶対的な生産 yit および出身学校か

ら予想される生産性 E(yit|si) からの実際の生産性の乖離 yit − E(yit|si) の加重平均

pit = ϕyit+(1−ϕ)[yit−E(yit|si)] としたモデルを提示し、構造推定を行った結果 2.5.5か

ら加重 ϕ の大きさは 0に近いとしている。我々はこの結果を、企業が新入社員の配属を出

身学校に応じて決める傾向と、評価者は被評価者が割り当てられた仕事に期待される成果

と比較して成果をつける目標管理制度の結果によるものと解釈している。一方で E(yit|si)

は被評価者以外の従業員における平均的な実績と解釈すると、この結果は企業は昇進対象

者の中で相対的により優れた従業員をより昇進させるという相対的な情報を用いたトーナ

メント方式による昇進決定構造を捉えているとも解釈できる余地がある。

より精緻な実証研究の結果を得るためには、今後トーナメント方式による昇進決定モデ

ルを用いた構造推定を行うことが期待される。そのために、被評価者と比べるべき昇進対

象者が誰であるかを人事データ特定するという課題に加えて、2.4.3 で確認したように A

社と B社について、中級レベルの技能ランクへの昇進では出身大学の銘柄が比較的重要な

のに対し、上級レベルへの昇進では評価が比較的重要であるという雇用者学習モデルの理

論的予測と一致した傾向を説明できるトーナメント方式モデルの開発が必要になる。

2.7 本章での結論

本章では、企業が労働者の生産性に関する不確実な情報を学歴と過去の成果の蓄積から

学習することで昇進の決定を行うモデルを構築した。次に日本の大手製造業 2社のホワイ

トカラー従業員の人事データを用いてモデルの構造パラメータの推定を行い、学習速度を



第 2章 学歴、職務評価、昇進: 人事データを用いた雇用者学習モデルの推定 65

計測した。企業が実際に観察した業績評価を直接用いることができる人事データを使用し

た点で、これまでの雇用者学習モデルの実証分析に新たな知見をもたらすものである。デ

ータ内の各従業員の母校や技能ランクの情報は、雇用者学習モデルをより現実的な想定の

もとでの検証を可能にする。

実証分析の結果は、より高度な学歴とより良い過去の業績を有する従業員はより昇進し

やすいことを示している。学歴に対して相対的な過去の実績の重要性は、労働者のキャリ

アが進むにつれてより重くなる。この発見は雇用者学習モデルが想定する雇用者のベイズ

更新と整合的である。

人事データから得られる直接的な根拠は、人事経済学におけるいくつかの定式化された

事実を支持する。労働者の業績は、能力と運に依存するため、雇用者はそれぞれの労働者の

能力について知識がない場合には、将来の業績が平均への回帰によって低下することを恐

れて、Lazear (2004)が指摘したように昇進基準を上げる。各従業員の能力について形成し

た予想の不確実性は、雇用者が各従業員の業績を繰り返し観察することにつれて減少する。

この不確実性の減少は、昇進基準を低下させる。このことは、労働者が勤続を経るにつれて

昇進する可能性が増加することを部分的に説明する。また、雇用者学習モデルは、早い段

階で昇進した従業員がその後も早く昇進できる、いわゆる「ファスト・トラック」(Baker

et al., 1994a,b; Ariga et al., 1999)を説明することもできる。早い段階で昇進した労働者

は、不確実性によって高く設定された基準を達成できる優秀な人材である。そのため、雇

用者学習モデルは、選抜の結果として「ファスト・トラック」が生じると予想する。

構造パラメータの推定値から得られた結果は、雇用者が学習した従業員の生産性に関す

る事後分布の分散はおよそ 3年から 6年で半減するため、雇用者が従業員の生産性を迅速

に習得することを示唆している。この推定値は、モデルにいくつかの現実的妥当性の検証
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がまだ行われていない特定化を施し、雇用者には観察しているはずだが人事データには現

れない情報の欠如という制約の下で、得られた結果である。そのため、この推定値の頑健

性には今後の検証が必要である。さらに、従業員の生産性に関する比較的迅速な学習とい

う結果は、労働市場全体の傾向であるのかという、一般化はまだできない。なぜなら、本章

の結果は労働市場内の特定の 2社についての結果であるからである。しかし迅速な学習速

度という結果は、米国の NLSY79データという、ここで用いたものとは全く異なるデータ

を用いた Lange (2007) の結果と一致する。雇用者学習の速度に関する結論を導き出すた

めには、今後様々なデータを用いて研究を蓄積する必要がある。

労働市場全体に存在する各企業の情報保有構造について、各企業は社外の労働者の生産

性に関する情報を共有しているか、あるいは企業は自社が雇用している労働者の情報しか

保有していないのかどうか、本章の研究では立ち入らない。しかし、労働者の生産性に関

する情報は労働市場における情報非対称性の源泉であり、労働市場の摩擦 (Gibbons and

Katz, 1991; Hu and Taber, 2011) につながるためである。学習された情報が企業間で共

有される公的学習仮説と、あるいはそうでない私的学習仮説という 2つの仮説のうちどち

らが現実的妥当性を持つかを検証することは重要である。内部労働市場における昇進の違

いを、入社前の労働市場経験の有無で比較することは、この検証を可能にする。これは今

後の研究課題である。



第 2章 学歴、職務評価、昇進: 人事データを用いた雇用者学習モデルの推定 67

2.8 図表

図2.1 容易な仕事および困難な仕事における期待生産性

Output

,௜ݏ|௜௧ାଵݕሺܧ ,௜௧ݔ ௜̅௧ሻݖ

Expected output of
difficult job

Expected output of
easy job

α

γ

Slope=β

Slope=δ

ߙ െ ߛ
ߜ െ ߚ

Note: E(yit+1|si, xit, z̄it) is the expected productivity conditional on schooling (si),
experience (xit), and average past performance evaluation (z̄it).
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図2.2 高偏差値国公立大学卒業者のキャリアツリー：A社

1st tier National University – Manufacturing Company A 
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Note: 東京大学、京都大学、東京工業大学、一橋大学、大阪大学の卒業生
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図2.3 非銘柄私立大学 (tier3)卒業者のキャリアツリー：A社

3rd tier Private University – Manufacturing Company A 
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Note: 以下に挙げる大学を除く私立大学の卒業生。
ここで除外している私立大学は、慶應義塾大学、早稲田大学、上智大学、明治大学、青山学

院大学、中央大学、法政大学、関西学院大学、関西大学、同志社大学、立命館、学習院大学、

南山大学である。
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図2.4 高偏差値国公立大学卒業者のキャリアツリー：B社

1st tier national university graduates’ annual transition 
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図2.5 非銘柄私立大学卒業者のキャリアツリー：B社

3rd tier private university graduates’ annual transition 
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Note: 以下に挙げる大学を除く私立大学の卒業生。
ここで除外している私立大学は、慶應義塾大学、早稲田大学、上智大学、明治大学、青山学

院大学、中央大学、法政大学、関西学院大学、関西大学、同志社大学、立命館、学習院大学、

南山大学である。
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表2.1 技能ランク別評価分布：A社、2005-2010、%

Rank J1 J2 SA SB G6 G5 G4 G3
Evaluation
SS 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
S 0.00 1.86 3.13 4.50 8.33 9.21 12.71 0.00
A1 3.56 16.15 21.93 27.14 15.64 20.66 11.86 0.00
A2 95.17 71.74 64.10 59.22 63.30 64.52 67.80 90.00
A3 1.27 7.45 7.47 6.60 7.75 4.19 4.45 10.00
B 0.00 2.48 1.69 1.95 4.39 1.35 2.97 0.00
C 0.00 0.31 1.69 0.60 0.58 0.07 0.21 0.00
N 393 322 415 667 684 1336 472 10
N of individual 390 305 299 280 270 414 181 4

表2.2 A社における評価決定要因：オーダードプロビットモデルの限界効果

C B A3 A2 A1 S
University score -0.0001 -0.0004 -0.0008 -0.0015 0.0017 0.0011

(0.0000) (0.0001) (0.0002) (0.0004) (0.0005) (0.0003)
Tenure 0.0006 0.0028 0.0056 0.0110 -0.0121 -0.0078

(0.0002) (0.0005) (0.0008) (0.0017) (0.0016) (0.0011)
N 4291
LL -4291.4664

Note: Marginal effects evaluated at the means are reported. Standard errors are in
parentheses. Eight rank dummy variables are included in the regression model, but
the estimated coefficients are not reported.
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表2.3 記述統計：A社

J1 J2 SA SB G6 G5 G4 G3
University score 61.37 61.96 61.14 62.4 62.7 61.54 62.69 65.25

(7.62) (7.42) (8.22) (7.15) (7.58) (7.33) (6.60) (4.92)
Tenure 0.11 1.49 2.83 5.48 10.55 13.67 15.49 15.9

(1.22) (2.11) (1.60) (2.20) (2.66) (2.33) (1.66) (1.79)
Average past evaluation
Low(A3, B, C) - 0.04 0.09 0.13 0.17 0.08 0.04 0.14

(0.18) (0.21) (0.28) (0.31) (0.20) (0.10) (0.19)
Medium(A1, A2) - 0.91 0.73 0.55 0.47 0.45 0.45 0.44

(0.27) (0.35) (0.40) (0.38) (0.37) (0.30) (0.23)
High(S, SS) - 0.05 0.18 0.32 0.37 0.47 0.5 0.43

(0.21) (0.30) (0.39) (0.39) (0.38) (0.31) (0.28)
Obs. 393 322 415 665 681 1332 472 10

Note: Standard deviations are in parentheses. Average past evaluation is generally
not available for J1 workers, because most J1 workers are promoted to J2 in the
following year.

表2.4 A社における昇進の決定要因：コックス比例ハザードモデル

SA SB G6 G5 G4
University score 0.0104 0.0278 0.0660 0.0419 0.0221

(0.0089) (0.0096) (0.0135) (0.0100) (0.0100)
Low eval. -0.2671 -0.7750 -1.1483 -1.3710 -2.7543
(A3, B, C) (0.3714) (0.3479) (0.5606) (0.3426) (0.7038)
High eval. 0.0190 -0.0869 0.3509 0.3719 0.7845
(S, SS) (0.2512) (0.2203) (0.2519) (0.2040) (0.2250)
N 753 1272 2074 2937 4524
N of subjects 429 531 661 843 1101
N of failures 298 219 121 174 183
LL -1686.4671 -1108.1541 -544.5146 -821.0675 -973.3288
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表2.5 技能ランク別評価分布：B社、2005-2010

Ability rank 1st class 2nd class 3rd class Vice supervisor Supervisor
Evaluation
A 0.70 2.26 1.08 4.12 3.65
B 27.96 41.65 36.67 34.08 35.55
C 69.72 53.98 59.17 59.55 60.13
D 1.62 2.11 3.08 2.25 0.66
N 862 665 649 534 301
Individual N 436 312 246 201 122

表2.6 B社における評価決定要因：オーダードプロビットモデルの限界効果

D C B A
University score -0.0002 -0.0016 0.0016 0.0002

(0.0001) (0.0010) (0.0010) (0.0001)
Tenure 0.0033 0.0233 -0.0234 -0.0031

(0.0006) (0.0039) (0.0039) (0.0006)
N 4291
Log LL -4291.4664

Note: Marginal effects evaluated at the means are reported. Standard errors are in
parentheses. Eight rank dummy variables are included in the regression model, but
the estimated coefficients are not reported.
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表2.7 記述統計：B社

1st class 2nd class 3rd class Vice supervisor Supervisor
University score 56.56 57.05 56.00 54.41 53.85

(6.63) (6.16) (6.28) (7.32) (8.13)
Tenure 1.85 4.73 9.4 13.56 15.05

(0.92) (1.52) (2.70) (2.18) (1.58)
Average Past Evaluation
Low (D) 0.02 0.03 0.03 0.03 0.00

(0.11) (0.12) (0.15) (0.12) (0.02)
Medium (C) 0.88 0.62 0.56 0.67 0.58

(0.28) (0.35) (0.37) (0.34) (0.34)
High (AB) 0.11 0.36 0.41 0.3 0.42

(0.25) (0.35) (0.37) (0.33) (0.34)
N 862 665 649 534 301
Individual N 436 312 246 201 122

Note: Standard deviations are in parentheses.

表2.8 B社における昇進の決定要因：コックス比例ハザードモデル

2nd class 3rd class Vice supervisor Supervisor
University score 0.0055 -0.0039 0.0236 0.0208

(0.0098) (0.0124) (0.0135) (0.0129)
Low eval. -0.6861 -2.5308 -2.4581 -6.1169
(D) (0.9234) (1.1873) (0.9818) (3.0596)
High eval. 0.3696 0.1553 0.3431 1.1497
(AB) (0.1869) (0.1960) (0.2136) (0.2675)
N 1154 1823 2488 3043
N of subjects 475 591 701 790
N of failures 251 177 142 114
LL -1305.6914 -841.4124 -629.7786 -528.5440
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表2.9 A社昇進モデルにおける構造パラメータの推定値; 偏差値と勤続年数との交差項
を含めない特定化

SA SB G6 G5
University score 0.0115 0.0271 0.0125 0.0206

(0.0037) (0.0048) (0.0007) (0.0069)
Tenure 1.0061 0.2191 0.1551 -0.0269

(0.0256) (0.0018) (0.0626) (0.0517)
ν20/σ

2 0.1851 0.1979 0.3761 0.1728
(0.0034) (0.0353) (0.0227) (0.0236)

Constant 0.6837 0.9793 1.3012 2.1672
(0.2764) (0.3973) (0.3063) (0.4167)

N 4524 4524 4524 4524
LL -245.84 -251.36 -731.65 -845.63

表2.10 A 社昇進モデルにおける構造パラメータの推定値; 偏差値と勤続年数との交差
項を含めた特定化

SA SB G6 G5
University score 0.0115 0.0267 0.0121 0.0205

(0.0039) (0.0051) (0.0007) (0.0071)
Tenure 1.0056 0.2181 0.1545 -0.0277

(0.0254) (0.0017) (0.0621) (0.0521)
Tenure × university score 0.0002 0.0051 0.0017 0.0000

(0.0001) (0.0018) (0.0005) (0.0004)
ν20/σ

2 0.1848 0.1987 0.3837 0.1612
(0.0037) (0.0357) (0.0215) (0.0212)

Constant 0.6469 0.9168 1.2082 2.0577
(0.2734) (0.3984) (0.3052) (0.4139)

N 4524 4524 4524 4524
LL -237.19 -248.13 -726.21 -823.29
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表2.11 B 社昇進モデルにおける構造パラメータの推定値; 偏差値と勤続年数との交差
項を含めない特定化

2nd class 3rd class Vice supervisor Supervisor
University score 0.0362 0.0091 0.0627 0.0878

(0.0017) (0.0027) (0.0218) (0.0314)
Tenure 0.1272 0.7996 0.1715 0.0611

(0.036) (0.2824) (0.0682) (0.124)
ν20/σ

2 0.2510 0.2412 0.1863 0.1635
(0.0585) (0.0382) (0.0171) (0.0187)

Constant 2.7581 3.0863 4.2511 4.2482
(0.1764) (0.0974) (1.1963) (1.4873)

N 4322 4322 4322 4322
LL -536.75 -490.71 -814.27 -768.48

表2.12 B 社昇進モデルにおける構造パラメータの推定値; 偏差値と勤続年数との交差
項を含めた特定化

2nd class 3rd class Vice supervisor Supervisor
University score 0.0345 0.0089 0.0613 0.0864

(0.0019) (0.0028) (0.0221) (0.0317)
Tenure 0.1243 0.7983 0.1673 0.0583

(0.036) (0.2827) (0.0674) (0.115)
Tenure × university score 0.0031 0.0016 0.0098 0.0102

(0.0064) (0.0047) (0.0015) (0.002)
ν20/σ

2 0.2537 0.2462 0.1871 0.1676
(0.0598) (0.0392) (0.0175) (0.0209)

Constant 2.7941 3.1183 4.2305 4.2304
(0.1843) (0.0976) (1.2158) (1.5157)

N 4322 4322 4322 4322
LL -534.32 -482.45 -792.62 -761.93
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第 3章

日本の公務員賃金プレミアムに関す

る分析 -PIAACによる認知能力デー

タを用いて-

要旨

昨今のように国および地方ともに財政状況が厳しいとき、公務員の給与水準は、民間と

比べて適正なのかというのは重要な論点となる。日本における公務員の給与は、民間準拠

の原則に基づき決定される。このことは効率的な労働市場を構成するために経済学的な観

点からも重要である。本章では労働者の能力とそれに対する経済的アウトカムとの対応を

分析できる国際成人力調査（PIAAC：ピアック）データを用い、「読解力」「数的思考力」
「ITを活用した問題解決能力」といった認知能力を従来のミンサー型賃金関数で制御される
共変量に付け加えることで、公務員賃金プレミアムを推計した。主要な結論をまとめると

次のようになる。PIAAC で測られる認知能力を含む人的資本水準では説明できない公務
員賃金プレミアムは、フルタイムとパートタイムを含む全労働者サンプルでは男女ともに

0.04から 0.05対数ポイント程度であった。また従来のデータでは観察されなかったこのよ
うな認知能力は、公的部門労働者と民間部門労働者の賃金差を人的資本の観点から説明す

る際に重要な要因であることと、これを制御しないまま推定を行うと公務員賃金プレミア

ムの推定量に上方へのバイアスが生じることが示された。
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3.1 導入

日本の中央政府および地方自治体は公的部門労働者の賃金率を民間企業との均衡を図る

ように設定している。それにもかかわらず公的部門労働者の平均賃金率は民間部門におけ

るそれよりも若干高い。この賃金差は労働者の能力差を反映したものなのだろうか。本章で

は、日本における公的部門労働者と民間部門労働者との賃金差のうち、労働者の能力差で

は説明できない公務員賃金プレミアムの推定を行う。本章の特徴は、OECDが行っている

国際成人力調査（PIAAC：The Programme for the International Assessment of Adult

Competencies ）の日本データを用いたことである。従来の政府統計個票を用いた研究で

は、賃金率の説明変数と考えられる認知能力および職務における能力の使用状況は観察で

きないために、欠落変数バイアスが生じる可能性があった。本章で用いる PIAACデータ

は、その認知能力および職務における能力の使用状況について労働者に対して調査を行っ

ている。この特徴を利用して、欠落変数バイアスに対し補正を行った。

日本において公的部門労働者と民間部門労働者との賃金差は、政治的な観点のみならず

経済学的な観点からも重要な実証課題といえる。主要先進国と同様、日本の中央政府および

地方自治体は公的部門労働者の賃金率を、民間部門労働者のそれと均衡するように設定し

ている。そのため公務員賃金プレミアムの大きさは、公的部門労働者の賃金設計が適切なも

のかを示す指標として政府機関にも参照されている (人事院, 2006)。また経済学的な観点か

ら見ると、仕事を遂行する能力として定義される人的資本が等しいにも拘わらず生じる賃

金差は、労働市場における非効率的な労働資源配分を示唆する。このような問題意識から主

要先進国を対象としたデータを用いて、公的部門と民間部門との賃金差としての公務員賃

金プレミアムについて多くの議論がなされてきた。これら実証研究の成果をまとめたサーベ
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イ論文としては Ehrenberg and Schwarz (1986)、Bender (1998)、Gregory and Borland

(1999) が挙げられる。このような分析ではミンサー型賃金関数に基づく Oaxaca-Blinder

分解（OB分解）が伝統的に用いられてきた。このような伝統的な手法は、学歴や労働市場

経験年数といった特定の人的資本水準を持つ公的部門労働者について、その労働者が仮に

民間部門で雇用された際に得られるであろう反実仮想的な賃金率を推定する。この反実仮

想的な賃金と実際の賃金率との差が、公務員賃金プレミアムとして報告されることになる。

日本においても、Morikawa (2016)や人事院 (2006) が、さまざまな政府統計を用いて、

フルタイム労働者における公務員賃金プレミアムの推定を行った。これらの分析について、

主要な結果を 3つ挙げる。まず、用いるサンプルについて労働者が従事する企業および事

業所の従業員規模を制御しない場合、男性および女性公的部門労働者に公務員賃金プレミ

アムが観察される。次に、用いるサンプルのうち民間部門労働者について比較的大規模な

従業員規模を有する企業および事業所に属するものに限定した場合、男女ともに公務員賃

金プレミアムが小さくなる。最後に挙げられる点は、女性における公務員賃金プレミアム

は男性よりも比較的高いことが挙げられる。Morikawa (2016) は 2007 年の総務省「就業

構造基本調査」を用いて、官公庁と民間企業それぞれフルタイム労働者についてのミンサ

ー型賃金関数の推定結果を比較し、中小企業を含めた全体の民間部門労働者と公的部門労

働者と比較した際、男性フルタイム労働者サンプルで 7.3%、女性フルタイム労働者サンプ

ルで 31%という、男女とも公務員賃金プレミアムが存在することを報告している。その一

方で、民間部門労働者について企業の従業員規模を 300人以上のものに限定すると、この

ような賃金差が小さくなることを報告している。この背景には民間部門における従業員規

模間賃金格差の存在が考えられる。これらの結果は、人事院 (2006)と同様である。人事院

(2006) は 2005年の厚生労働省「賃金構造基本調査」と人事院「国家公務員給与実態調査」



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 81

を用いて、企業規模が 100人以上かつ事業所規模が 50人以上の民間事業所の労働者*1と国

家公務員に関するそれぞれのミンサー型賃金関数を推定することで、労働者の属性を制御

すれば男性については両者の賃金率は均衡していることを報告している。ただし、この報

告書でもサンプルを男女計にした場合には公務員賃金プレミアムが観測され、その背景に

男女間賃金差が国家公務員より民間部門において大きいことを指摘している。

このような民間部門における従業員規模間賃金格差や男女間で公務員賃金プレミアムの

傾向が異なる点は、雇用慣行制度といった人的資本理論では説明できない制度によるもの

なのか、それとも従来のデータでは観察できない能力差によるものなのかは十分に分かっ

ていない。まず規模間賃金格差を例にとれば、この規模間賃金格差は通常のデータでは観

察できない能力差によるものかという問いに対して、玄田 (1996)と奥井 (2000) は、企業

規模が変化する転職者の情報を用いることで観察できない能力を制御してもなお規模間賃

金格差が残るという分析結果を得た*2。また Gibson and Stillman (2009)は労働者の認知

能力を測定した調査 “the International Adult Literacy Survey (IALS)*3” を用いた企業

規模間賃金差の分析を行い、いくつかの非英語圏-先進諸国における企業規模間賃金格差は

認知能力では説明できないことを指摘している。つまり日本の公務員賃金プレミアムと規

模間賃金格差との関係について、観察できない能力がどれだけの役割を果たしているのか

は検証課題として残されている。また女性労働者で観察される大きな公務員賃金プレミア

*1 人事院の行う給与勧告では、国家公務員の給与と民間部門労働者との比較において、役職段階といった雇

用慣行を揃える目的から、比較的従業員規模の大きい民間事業所を対象にした「職種別民間給与実態調査」

を参照としている。この調査の対象となる民間事業所の従業員規模は時点によって異なり、縮小傾向にあ

るといえる。2005年時点で対象となっていた民間事業所は企業規模 100人以上かつ事業所規模 50人以上
であった。また今回の分析の対象となる 2011年において、給与勧告で参照された「職種別民間給与実態調
査」での調査対象は企業規模 50人以上かつ事業所規模 50人以上の民間事業所であった。

*2 しかし両者の結果は女性労働者の規模間賃金格差について大きく異なり、玄田 (1996)は観察できない能力
差よりも職場訓練における規模間格差の重要性を指摘しているのに対し、奥井 (2000)はほとんどが観察で
きない能力で説明できるとしている。

*3 残念ながら、この調査は日本 44では行われていなかった。
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ムについて、これまでの先行研究はフルタイム労働者を対象にしたものであり、パートタ

イム労働者を含めた場合に公務員賃金プレミアムの傾向がどのようになるかはまだ分かっ

ていない。

これらの日本に関する先行研究は学歴や経験年数など観察可能な属性のみを用いている。

しかしこの手法では、観察できない能力等の人的資本が誤差項に含まれることで生じる欠

落変数バイアスが指摘されてきた。例えば、公的部門の労働市場に参入するために適当な

水準以上の人的資本が必要だとすれば、観察できる属性が同一の労働者であったとしても、

推定される公務員賃金プレミアムは正の方向に過大に評価されるという問題である。これ

は民間部門と比べ、公的部門労働者のほうが人的資本水準が高い傾向にあるとき生じる。

そのため、近年のマイクロデータを用いた先行研究では、この欠落変数問題への対処する

ためにいくつかの手法がとられている。例えば、Moulton (1990)、Belman and Heywood

(2004)、Gittleman and Pierce (2012) は能力の代理変数として職種を詳細に制御する手法

を採用している。または労働者が公的労働市場へ参入するか否かの選択モデルを定式化する

ことで、欠落変数問題に対処したものとしては Gyourko and Tracy (1988)、Van Ophem

(1993)、Dustmann and Van Soest (1998) がある。最近の手法としては、一卵性双子のデ

ータを用いることで先天的な能力や家庭環境を固定効果として制御したMaczulskij (2013)

がある。

　先進諸国でのマイクロデータを用いた上で欠落変数問題に対処した実証研究の分析が多

くある一方、日本での蓄積はまだ少なく観察できない能力に関する欠落変数問題にアクセ

スできた研究はまだ見当たらない。日本においては公的部門に就業するにあたり、同一の

学歴であっても筆記試験などの能力選抜が課されることを考慮すれば、上記のようなバイ

アスが存在する可能性は十分にある。
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そこで本章では、従来の日本の統計データでは観察できなかった能力データを制御して

公務員賃金プレミアムを推定するために、PIAACデータを利用する。この調査データは、

各国の成人を対象に、仕事や日常生活で必要とされる汎用的能力のうち「読解力」「数的思

考力」「ITを活用した問題解決能力」の 3分野の能力を直接測定することと、学校教育や

職業訓練等が成人の能力形成との関連および成人の能力形成が様々な経済的・社会的アウ

トカムとどの程度関係しているか等を検証することを目的に行われている。また PIAAC

調査では、これらの能力水準だけでなく、仕事上での能力の使用頻度および非認知能力に

関する調査も行っている。これらの変数は、公務員賃金プレミアムの推定に必要な欠落変

数に相当すると考えられる。特に読解力と数的思考力については多くの公務員にとって必

要な能力として、その能力に関連する試験が採用過程で課されている。また PIAACで測

られる能力が職務上の生産性もしくは賃金率に重要な役割を持つことは、従来の先行研究

からも示唆されている。例えば、Hanushek et al. (2015) では、従来観察できなかった能

力をこの調査から得ることで、改めて OECD各国の労働市場におけるミンサー型賃金関数

を推定し、それぞれの国において PIAACで測られる能力について正の収益率が観察され

たことを報告している。また川口 (2017) もミンサー型賃金関数を用いた推定を日米英の

PIAACデータに適用し、日英における男女間賃金格差の 1割から 3割は PIAACで測られ

る能力および仕事における能力の使用状況で説明できることを報告している。またミンサ

ー型賃金関数を用いて大学院教育プレミアムを推定を行った Suga (2016) は、賃金関数を

推定する際に生じる様々なバイアス要因を考慮する中で、認知能力の欠落変数バイアスに

も言及している。複数のデータセットを用いることで様々なバイアスの軽減を試みた Suga

(2016)の研究は認知能力の制御のために piaacデータを用いている。そして Suga (2016)

の分析においても、認知能力の制御によって大学院教育プレミアムの推定値が小さくなる
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ことが報告されている。これらのことから PIAACで測られる能力に関する変数が伝統的

な賃金関数における欠落変数に相当するとすれば、これらの変数を制御することで公務員

賃金プレミアムの推定量はより信頼性の高いものになると考えられる。

本章では PIAACの日本データから得られたフルタイムおよびパートタイム労働者を含

む労働者サンプルに対して、Ñopo (2008)と Frölich (2007) によるセミパラメトリックな

OB分解に適用することで公務員賃金プレミアムの推定を行った。その結果として男性労

働者サンプルについては、伝統的なミンサー型賃金関数から得られる推定値に、能力を観

測できないために生じる正の欠落変数バイアスが観察された。男性労働者サンプルについ

てバイアスを取り除いて推定した公務員賃金プレミアムは、4%程度であり、先行研究で報

告されたものよりも小さい。一方、女性労働者サンプルについてはこのようなバイアスは

統計的有意水準では認められなかった。この結果は女性の労働市場において公的部門また

は民間部門の少なくともいずれかの部門について人的資本水準と賃金率との間には、男性

労働者のものよりも深刻な乖離が生じていることを意味する。また日本の民間部門労働市

場において、能力では説明できない規模間賃金格差が存在することを確認した。このこと

から能力差では説明できない公務員賃金プレミアムは、公的部門労働者の賃金率が比較的

規模の大きな民間部門事業所の賃金率を参照して決定される制度から生じていると考えら

れる。この仮説を裏付けるものとして、最後に公的部門労働者と事業所規模 50人以上の民

間部門労働者の比較によって公務員賃金プレミアムは観察されないことを確認した。

3.2 日本の公的部門労働者の賃金決定

公的部門労働者の雇用者は国家または地方自治体であり、利潤追求を目的としない。そ

の点で利潤追求を目的とする企業に雇用される民間部門労働者とは異なる。そのため企業
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が利潤追求した結果として、人的資本の蓄積量に応じて決まる個々の労働者の限界生産価

値とその労働者個人の賃金が一致するという標準的な新古典派経済モデルの帰結を、公的

部門の労働者に直接適用できない。そこで公的部門労働者の賃金を分析する前に、利潤追

求を目的とする経済主体を想定する市場モデルから離れて、制度的な賃金決定の仕組みを

確認する*4。

日本における公務員は、国家公務員と地方公務員で構成される。まずどちらの公務員に

対しても、公務員賃金決定の原則としてあげられるのは、給与法定主義の原則と情勢適応

の原則、職務給原則および官民均衡原則である。（国家公務員法 63条 28条 62条 64条）決

定原則は次の 3つの原則、1.給与法定主義（国家公務員法 63条）、2.情勢適応原則（国家

公務員法 28条および地方公務員法 14条、26条）および官民均衡原則（国家公務員法 64

条）3.職務給原則（国家公務員法 62条、地方公務員法 24条）からなる。特に、情勢適応原

則の具体的基準（国家公務員法 64-2、地方公務員法 24-3）は生計費、民間賃金の動向およ

び人事院の決定する適当な事情という 3つの要素で構成される。民間賃金の動向は、毎年

4月 1日現在、人事院による民間賃金と国家公務員賃金との比較調査であるに基づき、官

民格差が算出され、それが人事院勧告の基本データとされている。

国家公務員は一般職と特別職とに分類することができ、人事院の給与勧告は、国家公務

員法および一般職の職員の給与に関する法律に基づき、一般職を国家公務員を適用対象と

している*5。また非常勤職員の場合、人事院勧告によって定額が定められる委員顧問参与を

別として、その他の非常勤職員については、人事院勧告ではなく、各庁の長により「常勤職

員の給与との権衡を考慮し、予算の範囲内で」決められる（給与法第 22条 2項）。次に、特

*4 ここでは賃金決定の仕組みの確認は早川他 (2015) 第 1章「公務員賃金決定と人事院勧告制度」と第 4章
「地方公務員の賃金」に依っている

*5 一般職に属する国家公務員であっても、検察官、行政執行法人の職員は人事院勧告の適用を受けない。
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別職の国家公務員の場合、特別職の国家公務員の給与に関する法律の他、国会職員法、裁

判官報酬法、裁判所職員報酬法、防衛省給与法などの個別法によって給与が定められる。

地方公務員も国家公務員と同様に、議会の同意による各自治体の給与条例によって、給

与が定められる。その一方で、国家公務員と異なる点は、国の労使関係上の対応窓口が各

省庁の官房部局と人事院との二元的になっている事に対し、地方自治体の場合は労使関係

上の対応窓口が一元的なために国と比べて一定の自律性がある*6ことに加え、また財政規

模の大きさなど自治体ごとの個別の事情に応じる必要性から、個別自治体ごと給与決定に

は相違がある。ただし、都道府県や政令指定都市に必ず置かれる人事委員会、または都道

府県からの指導や出向を通じて人事院勧告水準の影響は受けている (早川他, 2015)。

また、国家公務員および地方公務員ともにその職務と責任に応じて給与が決定される職

務給原則によって賃金決定がなされるが、ここでの職務とは係長や課長の職務といった給

与の等級付けに使われる「級別標準職務表」において記載される職務であり、地方公務員

法第 24条 2項の中で「できるだけすみやかに達成されなければならない」とされる職務評

価を通じた職階制が想定する職務とは異なる。また職階制を規定した国家公務員第 29条か

ら 32条は、「能力・実績主義」（国家公務員法等の一部を改正する法律第 2条関係規定）を

うたった 2007年の国家公務員法改正で削除されている。

3.3 使用データ

この節では、本章で関心を置くものを中心に、分析に用いたデータについて説明する。本

章では、PIAAC調査で測られた能力およびその使用状況と、従来のミンサー型賃金関数で

*6 地方自治体であっても、ライスパイレス指数を根拠にした給与水準に関する国からの指導がなされている

ため、かつてみられた庁内の組合が強い一般的市町村においてき給与の上乗せや独自給料表の設定といっ

た「賃金ドリフト」は少なくなっているとされる (早川他, 2015)。
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用いられる共変量とを制御したうえでの、公的部門労働者と民間部門労働者との 1時間当

たり賃金率（対数）の平均的な差を推定する。具体的に用いる共変量は、認知能力とその

使用状況および非認知能力といった変数に加え、Morikawa (2016)、Mizala et al. (2011)

といった先行研究におけるミンサー型賃金関数で採用された性別、学歴、労働市場経験年

数、フルタイム労働者ダミー、有配偶者ダミー、職種ダミー、地域ダミー、事業所規模であ

る。この節では PIAACデータの説明、使用した共変量および賃金に関する変数の作成方

法と、公的部門労働者と民間部門労働者の定義、使用したサンプルの構成について説明す

る。PIAAC調査は、OECD（経済協力開発機構）が進める国際比較調査である。この調査

は、各国の成人を対象に、仕事や日常生活で必要とされる汎用的能力のうち「読解力」「数

的思考力」「ITを活用した問題解決能力」の 3分野の能力を直接測定することと、学校教

育や職業訓練等が成人の能力形成との関連および成人の能力形成が様々な経済的・社会的

アウトカムとどの程度関係しているか等を検証することを目的に行われている。日本にお

いては 2011年 8月から 2012年 2月に標本調査の形で行われた。ここでは、住民基本台帳

を抽出枠とし、層化二段階抽出法が行われた。住民基本台帳が抽出枠となるので、登録外

国人及び不法滞在者は対象とならない。また、東日本大震災の被災地は調査地点から除か

れている。日本においては、11,000人が対象者として抽出され、そのうち約 5,200人が調

査に参加した。

PIAACでは、学校教育や職業訓練に加え給与水準、職種や能力の使用状況といった「背

景調査」、認知能力としての「読解力」「数的思考力」「ITを活用した問題解決能力」につい

て調査している。この調査は、対象者の自宅等において、専用のパソコンを用いた対面方

式の形で、調査員が以下の方法で行う。1.「背景調査」は、調査員が質問項目を読み上げ、

回答を入力する。2.「読解力」「数的思考力」「ITを活用した問題解決能力」の調査は、対象
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者本人がパソコンを用いて解答する。例外として、次にあげる 3つの場合のいずれかに該

当する対象者についてはパソコンを用いず、紙による調査を行う。まず「背景調査」で「コ

ンピュータを使った経験がない」と回答した場合、次に対象者自らコンピュータ調査を拒

否した場合、最後はコンピュータの導入試験で「不合格」となった場合である。これらの 3

点のいずれかに該当する対象者（これを CBA未回答者とする）である。このとき、「ITを

活用した問題解決能力」の調査は行われない。PIAAC調査において「読解力」「数的能力」

「ITを利用した問題解決能力」はそれぞれ設問の回答状況から 500点満点の点数 (Plausible

value)で測定している。能力の測定では、前提とするモデルの選択によって点数が異なる

ため、それぞれのモデルに対して 10個の指標が用意されている。本章では、これらの変数

を基準化して使用する。まず Von Davier et al. (2009)に従い、10個の Plausible Valueの

平均値をとる。次に Hanushek et al. (2015) に従い国内平均が 0、標準偏差が 1となるよ

うに基準化する。以上の作業から読解力、数的能力、ITを利用した問題解決能力に関する

指標をそれぞれ導出した。ITを用いた問題解決能力については測定対象になったサンプル

と、CBA未回答者のため測定対象外となったサンプルが存在する。そこで ITを用いた問

題解決能力の基準化に際しては測定対象となったサンプルだけを用い基準化を行った。そ

の後、測定対象にならなかったため欠損になったものを 1とする CBA未回答者ダミーを

設けた。以降の分析に ITを用いた問題解決能力に関する変数を説明変数として用いる際に

は、説明変数にダミー変数を挿入したうえで、このダミー変数が 1をとるものについての

問題解決能力は 0としている。

また PIAACでは、職務における認知能力の使用状況が経済的なアウトカムにどのよう

な影響を与えるかを計測するため、背景質問から能力の使用状況を点数化している。本章

では、このうち、職場での ICTスキルの使用頻度、数的能力の使用頻度、読解力の使用頻
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度、筆記力の使用頻度をそれぞれ国内平均が 0、標準偏差が 1となるように基準化したも

のを用いる。それぞれの使用頻度に関する変数が欠損のものについては、能力の IT を用

いた問題解決能力に関する変数と同様、欠損ダミーを設けた上で、能力の使用頻度は 0と

与えた。また、PIAACでは非認知能力についても質問項目を設けている。ここでは Tong

et al. (2015) を参考にして、忍耐力、社会的信頼、学習意欲についてそれぞれ主観的な評

価に基づくダミー変数を作成した。Tong et al. (2015) はこれらの変数を管理職に必要なリ

ーダーシップに関する非認知能力として用い、管理職になる確率に統計的有意な影響を与

えることを示している。まず背景質問のうち、「難しい問題を解決するのが好きだ。」に対し

「当てはまる」または「非常に当てはまる」を選んだものについては 1をとる忍耐力ダミー

を作成した。次に「心から信頼できる人は数えるほどしかいない。」と「気をつけないと他

人は私を利用する。」の双方に「同意できない」または「全く同意できない」を選んだもの

については 1をとる社会的信頼ダミーを作成した。最後に「私は新しいことを学ぶのが好

きだ。」に「当てはまる」または「非常に当てはまる」を選んだものについては 1をとる学

習意欲ダミーを作成した。

本章で用いた賃金率に関する指標は、1 時間当たりの労働所得（ボーナスを含む）であ

る。これは、PIAACの背景質問の労働所得に関する回答から OECDが作成した指標であ

る。本章の分析では、これを対数化したものを用いる。

次に学歴に関する変数について説明する。本章では、最終学歴を、中卒以下ダミー、高卒

ダミー、短大・高専卒ダミー、大卒ダミー、大学院ダミーという 5つのダミー変数にして

使用する。

本章で用いる労働市場経験年数は背景質問の「合計すると、約何年間報酬を得て仕事を

していましたか」から定義した実際の労働市場経験年数である。
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仕事に関する背景質問で本章で用いるものは以下のとおりである。パートタイム労働者

について、背景質問から現在の状態が「非常勤・パートタイム」であると答えたものを 1と

するパートタイム労働者ダミーを作成した。職種については、ISCO08の大分類を用いた。

その内訳は 1.管理職、2.専門職、3.技師、准専門職 4.事務補助員および 5.サービス・販

売従事者、6.農林漁業従事者、7.技能工及び関連職業の従事者、8.設備・機械の運転・組

立工、9.単純作業の従事者である。本章での分析では、これらの分類から作成した職種ダ

ミーに加え認知スキルの使用状況から職種の特性を制御することになる。また自衛隊に所

属すると考えられる 0.軍人に属するものについてはサンプルから除外した。また、PIAAC

では仕事から得られる満足度を質問項目として設けている。

回答者の居住地について、PIAACの日本版データでは、10分類の地域属性が付随され

ている。それぞれ JPA（北海道）、JPB（青森県・岩手県・宮城県・秋田県・山形県・福島

県）、JPC（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）、JPD（茨城県・栃木県・群馬県・山梨

県・長野県）、JPE（新潟県・富山県・石川県・福井県）、JPF（岐阜県・静岡県・愛知県

・三重県）、JPG（滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県）、JPH（鳥取県

・島根県・岡山県・広島県・山口県）、JPI（徳島県・香川県・愛媛県・高知県）、JPJ（福

岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県・沖縄県）である。本章では、

これを基にそれぞれの居住地に対応するダミー変数を作成した。

本章で用いたサンプルは、PIAAC日本版の回答者のうち、公的部門労働者および民間部

門労働者について 20歳以上 60歳未満のものを使用する。本章で用いるサンプルは雇用さ

れている労働者を対象とするため、コンピュータベース、紙ベースいずれかに回答してい

る対象者から、現在従業員として働いていると回答したものを用いる。ここでは、公的部

門労働者と民間部門労働者は、PIAACの背景調査の質問項目「あなたは次のうち、どの部
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門で働いていますか。」に対する回答で識別した。この質問への回答の選択肢は、1.民間部

門（たとえば一般企業）、2.公共部門（たとえば地方自治体や公立学校）、3.非営利組織（た

とえば公益法人、職能団体、宗教団体）の 3つである。ここでは、このうち 1.民間部門と

回答したものを民間部門労働者、2.公共部門と回答したものを公的部門労働者と定義する。

3.非営利組織に属するものはサンプルから除外する。また職業分類で 0.軍人に属する者お

よび回答時に在学中の者は取り除いている。これの制約に加えて、公的部門労働者、民間

部門労働者についてそれぞれ全体の賃金率に関して 1 百分位以下および 99 百分位以上の

ものは外れ値として除外した。最後に労働市場経験年数が 46年以上のものはサンプルから

除外することで分析に用いるサンプルを構成した。

3.1 は男性についての背景質問から得られた変数の記述統計である。公的部門労働者の

1時間当たり賃金率 2,764円は民間部門労働者の賃金率 2,061円に比べて、およそ 703円

高く、これは対数ポイントで 0.30ポイントの差に相当する。また労働市場経験年数や教育

水準といった通常のミンサー型賃金関数で人的資本の蓄積を表す変数も公的部門労働者の

方が高い水準である。まず労働市場経験年数が公的部門の方が 3年ほど高く、大卒以上の

労働者が占める割合も民間部門が 37パーセント対して、公的部門は 66パーセントである。

3.3 でみる女性に関する背景質問の記述統計から概観できる公的部門と民間部門との違い

はおおよそ男性と同じである。1 時間当たりの賃金率は公的部門で 1,699 円、民間部門で

1,263円であり、その対数ポイント差はおよそ 0.30ポイントである。労働市場経験年数差

も公務員労働者の方が 3年ほど高い。教育水準についてみると、大卒以上の労働者が占め

る割合は、それぞれ男性より小さいものの、公的部門で 42パーセント、民間部門で 18パ

ーセントと女性サンプル間でみれば公的部門の方が大きい。

3.2 は男性について、認知能力とその使用状況および非認知能力の記述統計である。読
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解力、数的思考力といった認知能力は公的部門労働者の方がより高い。このような差には、

3.1 でみた教育水準の差が反映されていると解釈できる。またこれらの認知能力使用状況を

比較すると読解力、筆記力の使用状況に大きな差がある。このような傾向は認知能力およ

びその使用状況の分布からも見てとれる（3.1 ）。これらのことから公的部門労働者は民間

部門労働者に対し読解力が高く、実際の職務でも読解力が重要な仕事に従事していること

が見て取れる。このような違いが、職務労働から生産されるサービスの量・質の差を生み

出し、労働の対価としての賃金率の差の源泉になっている可能性がある。一方、ITを活用

した問題解決能力および非認知能力には大きな差は見て取れなかった。

3.4 は女性について、認知能力とその使用状況および非認知能力に関する記述統計であ

る。こちらも男性と同様、読解力と数的思考力について公的部門と民間部門で大きな差が

みられる。そして、公的部門の職務においては民間と比べ読解力や筆記力の活用が重要で

あることも男性と同様である。このような傾向は認知能力およびその使用状況の分布から

も見てとれる（3.2 ）。また ITを活用した問題解決能力および非認知能力については、読解

力や数的思考能力ほどのはっきりとした差は見受けられなかった。

3.4 推定手法

本章の目的である公務員賃金プレミアムを推定のため、ここでは Rosenbaum and Rubin

(1983) によって提唱された傾向スコアマッチングを用いた OB 分解を行う。Rosenbaum

and Rubin (1983) によって提唱された傾向スコアマッチング法は通常、平均処置効果を測

定することを目的として、処置群と同様の共変量の分布をもつ制御群を識別するための手

法である。Frölich (2007)、Ñopo (2008) の研究は傾向スコアマッチング法を、平均処置効

果の推定という目的のみならず 2つのグループ間における賃金差を共変量の分布差とそれ
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では説明できない賃金差とに分解する、いわば賃金関数に仮定を置かないセミパラメトリ

ックな OB分解として利用できることを示した。本章では傾向スコアマッチングを用いる

ことでラテンアメリカ諸国の公務員賃金プレミアムを実際に推定した Frölich (2007)の手

法に倣い、分析を進める。

Frölich (2007)の手法は、公的部門ダミー G = 1をとる公的部門労働者を処置群、G = 0

をとる民間部門労働者を対照群とみなして、この公的部門ダミーを被説明変数、人的資本

に関する変数による共変量ベクトル X を説明変数としたロジット回帰に基づく傾向スコア

p = P (X)の算出を行うところから始まる。この傾向スコア pは、ロジット回帰から得ら

れた公的部門ダミーが 1をとる確率である。

Frölich (2007)は、この傾向スコアの分布について、公的部門労働者と民間部門労働者それ

ぞれの確率密度関数 f1(p) および f0(p) が存在することに着目する。実際にはマッチング

分析の都合上、比較対象をもたないような極端な傾向スコアを持つサンプルをコモンサポ

ート外のサンプルとして除外する。こうして作成されるコモンサポート S 内の公的部門労

働者と民間部門労働者サンプルについて、それぞれの確率密度関数 fS
1 (p)、f

S
0 を定義する。

ここでコモンサポートの定義について言及すると、対照群の傾向スコアの上限と下限をそ

れぞれ pmin、pmax とすれば、コモンサポート S は {S : p ∈
[
pmin, pmax]}と定義される。

すなわち処置群のうち、傾向スコアが下限を下回るものと上限を上回るものはコモンサポ

ート外のサンプルとして扱う。

このコモンサポート S 内における公的部門労働者と民間部門労働者との平均的な賃金差a
S は次のように書ける。
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i
S

= ES [Y1|G = 1]− ES [Y0|G = 0]

=

ˆ
S

E [Y |P (X) = p,G = 1] fS
1 (p)dp−

ˆ
S

E [[Y |P (X) = p,G = 0]] fS
0 (p)dp (3.1)

ここでの Y1、Y0 はそれぞれの潜在的なアウトカム変数として、具体的には公的部門およ

び民間部門に雇用されたときの対数賃金率を表す。Frölich (2007) は反実仮想的なアウト

カム変数の期待値について、以下のように書ける事を賃金差の分解に利用した。

ES [Y0|G = 1] =

ˆ
S

E [Y0|P (X) = p] fS
1 (p) dp (3.2)

この反実仮想的なアウトカム変数についての期待値を用いて、公的部門と民

間部門との平均的な賃金差
a

S は、傾向スコアで表現される共変量の分布の

差
a

x ≡
´
S
E [Y |P (X) = p,G = 0]

(
fS
1 (p)− fS

0 (p)
)
dp と、共変量の収益率の差a

r ≡
´
S
(E [Y |P (X) = p,G = 1]− E [Y |P (X) = p,G = 0]) fS

1 (p)dpとに分解できる。

i
S

= ES [Y1|G = 1]− ES [Y0|G = 0]

=

ˆ
S

E [Y |P (X) = p,G = 1] fS
1 (p)dp−

ˆ
S

E {Y |P (X) = p,G = 0} fS
0 (p)dp

=

ˆ
S

E [Y |P (X) = p,G = 0]
(
fS
1 (p)− fS

0 (p)
)
dp

+

ˆ
S

(E [Y |P (X) = p,G = 1]− E [Y |P (X) = p,G = 0]) fS
1 (p)dp

=
i
x

+
i
r

(3.3)

この式の第 1項は傾向スコアで表現された人的資本に関する共変量の分布の違いを意味
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し共変量効果
a

x と呼ぶ。共変量効果は仮に公的部門と民間部門労働者間で共変量の分布

に差異がなければ 0となる。第 2項は、人的資本に関する共変量の収益率の違いを意味し

収益率効果
a

r と呼ぶ。仮に公的部門と民間部門との間に収益率の違いがないとすればこ

の収益率効果は 0となる。公的部門労働者を処置群とみなして傾向スコアマッチングに行

った際に得られる処置群における平均処置効果（ATT）は、この収益率効果の一致推定量

となることが Frölich (2007) によって示されている。また、この収益率効果は人的資本に

関する共変量の違いを制御してなお残る賃金差の平均値を表すものであることから、本章

ではこの傾向スコアマッチングから得られる ATT を公務員賃金プレミアムの推定値と定

義する。

本章では上記の結果を踏まえ、Frölich (2007) および傾向スコアマッチング法の手順を

詳細に述べた Caliendo and Kopeinig (2008) に従いながら、カーネルマッチング推定を用

いて収益率効果としての ATTの推定を行う。

傾向スコアマッチングを用いて共変量効果と収益率効果を識別するためには 2 つの重

要な仮定があり、それを極力保証するために以下のような手続きを行った。最初の仮定

は、傾向スコアによって条件づけたもとでは、潜在的なアウトカム変数と公的部門ダミー

は独立でなければならないというものである。この条件を極力満たすため、本章では従来

のミンサー型賃金関数の推定で用いられる共変量に加え、PIAAC で測られる読解力、数

的思考力、IT を用いた問題解決力といった認知能力および職務上におけるそれら認知能

力の使用状況、主観的な指標に基づく忍耐力、社会的信頼、学習意欲といった非認知能力

といった幅広い共変量を制御する。もう一つの仮定は、オーバーラップに関する仮定で

ある。これは、傾向スコアの分析において共変量の値が完全に雇用部門を予測すること

がないようという仮定で、コモンサポート内について共変量 X で条件づけられた傾向ス
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コア P (X) について 0 < P (X) < 1 を意味する。この種の仮定は、傾向スコアマッチン

グに関する文献において標準的なものである。この仮定を保証するため、本章では共変

量効果および収益率効果の推定は、使用サンプルのうちコモンサポート内の観測値に限

定して行う。またマッチングに使用できないコモンサポート外の観測値を扱うため、本

章では Ñopo (2008) による整理を用いる。この整理方法は、具体的には共変量効果と収

益率効果に加え、処置群、対照群それぞれにおけるコモンサポート内外の賃金差を表すa
1 = E [Y1|G = 1] − ES [Y1|G = 1]、

a
0 = ES [Y0|G = 0] − E [Y0|G = 0]を設ける。こ

れによって、コモンサポート内外を含めたサンプル全体における公的部門と民間部門との

平均賃金差
a

= E [Y1|G = 1]−E [Y0|G = 0]について、
a

=
a

0 +
a

x +
a

r +
a

1 と整理

する。本章では、
a

1 +
a

0 は、サンプル全体における平均賃金差からコモンサポート内の

平均賃金差を差し引くことで推定する。

本章では以上の方法を基に、男女それぞれのサンプルについて、1時間当たり賃金率（対数）

をアウトカム変数とした分析を行う。以上のサンプルに対し、それぞれ制御する共変量で

定義される 4つのモデルでカーネルマッチングを行う。モデル 1は学歴、労働市場経験年

数およびその二乗項、パートタイムダミー、有配偶者ダミー、職種ダミー、地域ダミーを共

変量とする。モデル 2は、モデル 1の共変量に加え、読解力、数的思考力、ITを活用した

問題解決能力、CBA未回答ダミーという認知能力の指標を共変量として加える。モデル 3

では、モデル 2の共変量に、さらに読解力の使用頻度、筆記力の使用頻度、数的思考力の

使用頻度、ICTスキルの使用頻度および使用頻度の欠損ダミーという認知能力の使用状況

を共変量として加える。最後にモデル 4では、モデル 3の共変量に対して忍耐力、社会的

信頼、学習意欲を追加的な共変量として用いる。
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3.5 推定結果

ここでは男性と女性サンプルそれぞれに対して、アウトカム変数を 1時間当たり賃金率

（対数）、公的部門労働者を処置群、民間部門労働者を対照群とみなしてカーネルマッチング

推定を行い、処置群における平均処置効果（ATT）を推定し、Frölich (2007)、Ñopo (2008)

による分解を行った結果について説明する。この ATTが、本章での公務員賃金プレミアムa
r に相当する。

この分析では男性女性それぞれに対し、制御する共変量で定義される 4つのモデルでカ

ーネルマッチングを行う。Model1で用いる共変量はMizala et al. (2011) による学歴ダミ

ー、労働市場経験年数およびその二乗項、有配偶者ダミー、パートタイム労働者ダミー、職

種ダミー、地域ダミーという伝統的なミンサー型賃金関数で用いられる人的資本に関する

変数である。Model2は、Model1の共変量に加え、読解力、数的思考力、ITを活用した問

題解決能力、CBA未回答ダミーという認知能力の指標を共変量として加える。Model3で

は、Model2の共変量に、さらに読解力の使用頻度、筆記力の使用頻度、数的思考力の使用

頻度、ICTスキルの使用頻度および使用頻度の欠損ダミーという認知能力の使用状況を共

変量として加える。最後にModel4では、Model3の共変量に対して忍耐力、社会的信頼、

学習意欲を追加的な共変量として用いる。それぞれのモデルの結果を比較することで、伝

統的な賃金関数で用いられる共変量に、PIAACで測られる能力の水準を加えることによっ

て公務員賃金プレミアムがどれだけ変化するかを確認する。

傾向スコアの算出については、上記それぞれのモデルの共変量を用いて、公的部門ダミー

が 1をとる変数を被説明変数としたロジット分析を用いた。民間部門労働者のうちついて

対応する職種が公的部門労働者には存在しないサンプルは、ATTの推定からは除外し、コ
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モンサポート外のサンプルとして扱った。そのうえで、コモンサポートの定義は、Frölich

(2007) に従い、それぞれのモデルについてロジット回帰から算出された対照群の傾向ス

コアの上限と下限をコモンサポートとした。カーネルマッチングを実行にするにあたり、

Silverman (1986)の rule of thumb法で計算されるバンド幅 hのエパネチコフ・カーネル

を利用した。男女それぞれのModel1、Model2、Model3、Model4毎で定義されるコモンサ

ポート内における処置群と対照群の重複を示すため、処置群 (treated) と対照群 (control)

に選ばれたサンプルに与えられた傾向スコアの分布を男性については図 3.3 、女性につい

ては図 3.4に図示した。

傾向スコアを用いたマッチングを正確に行うためには、処置群と対照群との共変量の分布

を極力揃えることが必要とされる。この目的から、Standardized BiasについてMean Bias

とMedian Biasをそれぞれモデルごとに計算している。Caliendo and Kopeinig (2008)の

サーベイによれば、マッチング後の Standardized Biasが 3%ないし 5%以下になってい

れば、多くの研究では十分比較可能とされているとみなしている。本章の結果においても、

男性女性それぞれについてModel1、Model2、Model3、Model4すべてについて処置群と

対照群は十分比較可能であると判断できる。

本章の主要な結論は表 3.5 から導かれる。これはフルタイムとパートタイム労働者をす

べて含んだサンプルを対象に分析を行った結果である。まず男性サンプルについてModel1

という伝統的な賃金関数で使用される共変量のみを用いた推定によると ATTは 0.0980対

数ポイントである。一方、さらに PIAACで観測された能力を共変量として、まず認知能力

を追加的に制御すると 0.0670と大きく減少する。この説明変数を追加することで ATTが

小さくなる現象は、能力の使用頻度を加えたModel3、非認知能力を加えたModel4でも観

測され、最終的には ATTはModel4の 0.0479対数ポイントと半分以下となる。これらの
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ATTは、公的部門労働者と、それと同程度の人的資本水準を持つ民間部門労働者との賃金

差を意味し、人的資本水準では説明できない公務員賃金プレミアムと解釈できる。そして

Model1 と Model2 とで公務員賃金プレミアムの推定に大きな違いが生じたことは、デー

タとして観測できない能力を制御しないと公務員賃金プレミアムの値は大きくなるという

正のバイアスがあることを示唆する。一方、女性サンプルについてModel1とModel2と

の違いは、男性サンプルほど大きくなかった（Model1では 0.0589、Model2では 0.0585）。

このことは、公的部門と民間部門との賃金決定に関する労働市場の構造の差異が、男性労

働者と女性労働者でそれぞれ異なることを示唆する。

ここまで、人的資本水準を制御したうえでの公的部門と民間部門労働者との賃金差である

公務員賃金プレミアムの測定について、伝統的な賃金関数アプローチでは制御することが

困難であった能力を直接観察できる PIAACデータを用いることで計測した。その結果、男

性サンプルにおいて公務員賃金プレミアムは 0.0479対数ポイントであり、これは公的部門

労働者は人的資本水準を制御しても 4.8パーセントほど 1時間あたり賃金率が高いことを

意味する。一方、女性サンプルでは公務員賃金プレミアムは 0.0449ポイントであり、公的

部門労働者は人的資本水準を制御しても 4.5パーセントほど 1時間当たり賃金率が高い。

3.6 考察

3.6.1 男女間のプレミアム差

今回の分析で得られた公務員賃金プレミアムを日本における先行研究と比較すると男女

のプレミアム差に違いがある。2007年の就業構造基本調査を用いた Morikawa (2016) で

は、フルタイムで働く正社員を対象に、年収を被説明変数としたミンサー型賃金関数につい
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て、公務員ダミー、教育水準、年齢、勤続年数、職種、労働時間を共変量として用いた推定

を行った。その結果、Morikawa (2016) の Table2によると、男性では 0.0725対数ポイン

ト、女性では 0.3067対数ポイントという公務員賃金プレミアムが得られ、女性の方が男性

よりもプレミアムが高いということを指摘している*7。この背景としてMorikawa (2016)

は、民間部門における女性の処遇が公的部門と比べ十分でないという男女間差別が存在す

る可能性*8と、男女間差別があるために女性には男性に比べ公的部門を選択するインセン

ティブが強くセレクション効果が働く可能性があるという 2点を指摘している。しかし本

章の結果を振り返ると、フルタイム労働者とパートタイム労働者をプールしたサンプルを

用いて推定した公務員賃金プレミアムは、能力を制御しないModel1では男女でプレミア

ムの大小が先行研究と比べ逆転している。

この結果の背景には、公的部門におけるパートタイム労働者とフルタイム労働者との賃

金待遇差が関わっているといえる。本章で用いたサンプルは先行研究と異なり、フルタイ

ム労働者に加えてパートタイム労働者も含んでいる。このパートタイム労働者は、民間部

門女性サンプルの内およそ 50%、公的部門女性サンプルの内 35%と多くの割合を占める。

男性サンプル（民間部門 10%、公的部門 4%）と比べ、女性労働者に占めるパートタイム

労働者の割合は大きく異なるため、彼女らが直面するパートタイム労働者における賃金構

造の官民差が結果に影響を及ぼすことになる。そこで表 3.6 と表 3.7 のように、サンプル

*7 Morikawa (2016)の Table5では、Neumark (1988) による OB分解を用いた公務員賃金プレミアムが
報告されている。しかし、この手法から得られる収益率効果を、共変量の分布差では説明できない賃金差

としての ATT 推定値として用いる場合にはその値には 0 方向へのバイアスがあることが Elder et al.
(2010) によって示されている。これは共変量では説明できないとされる残差変動を最小化しようとする最
小二乗法における欠落変数問題から生じる。回帰モデルに含まれない欠落変数によってグループ間で賃金

差が生じる場合、その賃金差は観察可能な変数のグループ間差によって過剰に説明されることになる。一

方、Morikawa (2016) の Table2のように回帰モデルに公的部門労働者ダミーを用いることで上記のバイ
アスが軽減されることが Elder et al. (2010)で示されている。

*8 Ehrenberg and Schwarz (1986) によるサーベイ論文によると、男性よりも女性のプレミアムが高い傾向
は多くの国の先行研究でも確認されており、その背景として公的部門における男女間の待遇差別が民間部

門と比べて小さい可能性が指摘されている。



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 101

をフルタイム労働者とパートタイム労働者に分割した上で、男女別の公務員賃金プレミア

ムを推定した*9。フルタイム労働者の公務員賃金プレミアムについて Model1の推定結果

をみると、男性で 0.0859、女性で 0.1090 であり、女性の方が男性より賃金プレミアムが

高いという先行研究と同様の結果が得られた。また、特筆すべき点として能力を制御した

Model2に基づく推定でも、女性の賃金プレミアムは 0.0970とさほど小さくならなかった。

この傾向はさらに能力の使用状況を制御した Model3(0.0901) および非認知能力を制御し

たModel4(0.0849)でもみてとれる。、このことは男性のプレミアムのプレミアム（0.0601）

と対照的であった。フルタイム労働者における女性の公務員賃金プレミアムが能力を制御

しても頑健であるということは、フルタイム労働者における男女間差別の度合いが大き

い可能性が考えられる。一方、女性のパートタイム労働者における公務員賃金プレミアム

は Model1 で-0.0140、Model4 で-0.0383 と非常に小さい。このことから、本章における

Model1に基づく推計で女性の公務員賃金プレミアムが男性のそれを下回ったのは、パート

タイム労働者の賃金構造が反映されたためであるといえる。まず、パートタイム労働者の

女性の賃金プレミアムの平均値はフルタイム労働者と比べて小さい。このような賃金構造

が反映されるため、本章のようにサンプル構成にパートタイム労働者を含む分析を行うと、

フルタイム労働者のみを対象とした分析よりも、女性の公務員賃金プレミアムの推定値は

小さくなる*10。

このような賃金構造やパートタイム労働者比率の違いも男女間の雇用形態に対する選好

*9 公的部門に属する男性パートタイム労働者サブサンプルのサンプルサイズが十分でないため、女性パート

タイム労働者についての結果のみ報告している。

*10 今回用いたサンプルについて、女性パートタイム労働者のうち公的部門に雇用されているものの職業は、決

して民間と比べて特殊な職業ではない。国際標準職業分類 ISCO-08の細分類に基づき、その内訳をみると
割合の大きいものから一般事務員 (4110、21%)、保育従事者 (5311、12%)、医療補助員 (5321、6%)、看
護専門職 (2221、4%)、受付係 (4226、4%)、在宅個人看護業の従事者 (5322、4%)…といった民間部門と
十分比較可能な職業で大部分が構成されている (カッコ内は ISCO-08コード、女性パートタイム労働者全
体からの公的部門労働者の内訳)。この比較可能性を考慮して、第 4節の分析においてパートタイム労働者
をサンプルから除外しなかった。
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の差異で説明できる余地がある一方、上林 (2015) や上林 (2013) は公的部門であっても、

常勤の職員に限りがあることから職務の増加に対して常勤職員と非常勤職員の仕事に割り

当ての必要性が生じ、割り当ての際に女性が優先的に賃金率の低い非常勤職員へと割り当

てられるという間接差別が存在する可能性を指摘している。本章における雇用形態の分類

は、回答者の自己申告によるフルタイム労働者とパートタイム労働者という分類であり、上

林 (2015)や上林 (2013)が参照した常勤・非常勤の分類とは一致していないが、公的部門

労働者においても雇用形態による間接差別が存在する場合、公務員賃金プレミアムの推定

およびその男女差に影響していることも考えられる*11。労働市場の効率性の観点から言え

ば、上記で指摘したような割り当てが生じているかどうかを検討することは重要であり、今

後の課題であるといえる。

それでは能力を制御した際、公的部門労働者における男女間の賃金格差および民間部門

労働者における男女間賃金格差はどうなるか。表 3.8 は (1) 公的部門労働者（フルタイム

労働者）、(2) 民間部門労働者（フルタイム労働者）、(3) 民間部門労働者（フルタイム労働

者：企業規模 50人以上）、(4) 公的部門労働者（雇用形態計）、(5) 民間部門労働者（雇用

形態計）という 5つのサブサンプルを用いて、女性労働者と男性労働者との対数賃金差に

対し、表 3.4 のモデル 4で用いた共変量*12を制御して、アウトカム変数を 1時間当たり賃

金率（対数）、女性労働者を処置群、男性労働者を対照群とみなしてカーネルマッチング推

*11 対象となる年代およびデータが本章とは異なるものの永瀬 (1997) では民間部門女性正社員と民間部門女
性パートタイム労働者の賃金格差が補償賃金格差で説明できないこと、不本意にその雇用形態を選んだと

する非自発的パートタイム労働者がパート労働者の 15%を占めること、中高年・低学歴・長時間労働者が
非自発的パート労働者になりやすいことから、民間部門における正社員への割当がパートタイムと正社員

との賃金格差を生じさせる可能性を指摘している。このような割り当てが、公的部門労働市場でも存在す

るとすれば、公務員賃金プレミアムの男女差にも影響を与えることになる。

*12 学歴、労働市場経験年数およびその二乗項、有配偶者ダミー、職種ダミー、地域ダミー、読解力、数的思考

力、ITを活用した問題解決能力、CBA未回答ダミー、読解力の使用頻度、筆記力の使用頻度、数的思考
力の使用頻度、ICTスキルの使用頻度および使用頻度の欠損ダミーという認知能力、忍耐力、社会的信頼、
学習意欲を共変量として用いた。雇用形態計のサブサンプルを用いた表 3.8(4)および (5)ではこれらの共
変量にパートタイム労働者ダミーを加えている。
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定を行い、Frölich (2007)、Ñopo (2008) による分解を行った結果である。一般的に男性よ

りも賃金率が低い女性労働者を処置群としたため処置群における平均処置効果（ATT）は

負の値をとるが、この絶対値は女性労働者と男性労働者との能力では説明できない賃金差

を表す。フルタイム労働者に限ってみれば、公的部門労働者においては-0.13対数ポイント

程の統計的には有意ではない ATTが観察された。点推定の値だけをみれば、これは女性の

方が能力では説明できない要因で平均的に 13%ほど賃金率が低いことを意味する。この値

は、民間部門労働者（フルタイム労働者）における-0.12対数ポイント程度と同程度である。

ただし、雇用形態計のサブサンプルを用いた表 3.8 (4)および (5)をみると、公的部門労

働者（雇用形態計）の ATTはおよそ-0.28対数ポイントと、民間部門労働者（雇用形態計）

のおよそ-0.21対数ポイントと比べ、0.07ポイント異なる。表 3.8 (4)公的部門労働者（雇

用形態計）は雇用形態計でみた公的部門労働者における男女間賃金格差を示している。こ

れは女性パートタイム労働者とマッチングされるべき男性パートタイム労働者のサンプル

サイズが十分でないため注意が必要だが、公務員賃金プレミアムの恩恵を受けることがで

きない女性パートタイム労働者の存在がこのような民間部門より大きな男女間賃金格差を

もたらしていると考察される。

3.6.2 従業員規模を制御した先行研究との比較

また人事院 (2006)では男性サンプルについて企業規模 100人以上かつ事業所規模 50人

以上の民間労働者と国家公務員とを比較することで、能力を制御せずとも非常に小さい公

務員賃金プレミアムの推定値を得ている。この比較対象となる民間労働者の企業または事業

所規模を制御することで比較的小さい公務員賃金プレミアムが得られることは Morikawa

(2016)でも確認されている。
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この原因として、玄田 (1996) や奥井 (2000) が指摘する規模間賃金格差が考えられる。

これまで日本のデータを用いた分析では、大企業と中小企業の賃金格差が存在し、これは

労働者の年齢、学歴、勤続年数といった観察可能な属性の影響を取り除いても規模間賃金

格差として残存することが知られている。この規模間賃金格差は通常のデータでは観察で

きない能力差によるものかという問いに対して、玄田 (1996)と奥井 (2000)は、企業規模

が変化する転職者の情報を用いることで観察できない能力を制御してもなお規模間賃金格

差が残るという分析結果を得た*13。また公的部門労働者の賃金決定に大きな影響力をもつ

人事院勧告において、民間労働者賃金率の参考資料として参照される職種別民間給与実態

調査は、2011年時点では企業規模 50人以上事業所規模 50人以上の民間部門労働者を対象

としている。そのため、公的部門労働者の賃金が、比較的大きな事業所の労働者と均衡す

るように設定されるとすれば、それよりも小規模な事業所に雇用される民間部門労働者と

の間には、能力では説明できない公務員賃金プレミアムが生じることになる。

上記の仮説を検証するため、表 3.9 および表 3.10 ではフルタイム労働者を対象に、公

的部門労働者を処置群として固定した上で、対照群を（1）事業所規模 50 人以上の民間

部門労働者、（2）事業所規模 50 人未満の民間部門労働者としたそれぞれの場合について

Frölich (2007)による分解を行った。いずれも ATTを推定するために人的資本に関する共

変量の分布を公的部門労働者のものに基準化して推定している。表 3.9 を見ると Model1

からModel4いずれの場合も従業員規模比較的大きな事業所に勤務する労働者を対照群に

設定すると小さい ATTが推定される。特に対照群を事業所従業員規模 50人以上にした時、

能力を制御したModel4に基づく ATTは、男性で-0.0138、女性で-0.0013とほとんど 0に

*13 しかし両者の結果は女性労働者の規模間賃金格差について大きく異なり、玄田 (1996)は観察できない能力
差よりも職場訓練における規模間格差の重要性を指摘しているのに対し、奥井 (2000)はほとんどが観察で
きない能力で説明できるとしている。
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近い。そのため、人事院勧告が比較対象に設定する従業員規模 50人以上の民間部門労働者

と比較対象とすれば公的部門労働者の賃金率が均衡するという先行研究の結果は今回の分

析でも得られた。

しかし一方、50 人未満の事業所に務める民間部門労働者を対照群とした場合、ATT は

非常に大きい。具体的な数字をみると、能力を制御しないModel1では男性では 15%、女

性では 17% ほど公的部門労働者は高い賃金を得ていることになる。また能力を制御した

Model4でもみても、男性では 9%、女性では 19%のプレミアムが計測された。能力を制

御しても高い ATT が観測されたということは、能力では説明できない規模間賃金差が民

間部門労働者に存在していることを意味する。以上のことから、公的部門労働者の賃金に

影響力をもつ人事院勧告が比較的規模の大きい事業所の民間部門労働者の賃金体系を参照

していることを考えると、公的部門労働者の賃金決定を比較的事業所規模が大きい民間部

門労働者とは均衡する。しかし一方、規模が小さい事業所の民間労働者と公的部門労働者

との間に人的資本では説明できない賃金格差が生じたと考えられる。

3.6.3 Oaxaca-Blinder分解との比較

次に公務員賃金プレミアムについて線形賃金関数を用いて計測した結果との比較を行う。

この目的に沿って、まず本章で用いた共変量について線形賃金関数を用いた OB分解によ

って公務員賃金プレミアムを推定する。ここで得られた推定量を、セミパラメトリックな手

法で得られた公務員賃金プレミアムと比較することでバイアスの大きさを測定する。公務

員賃金プレミアムの測定手法についてサーベイした Gregory and Borland (1999)による

と、測定手法として OB分解を用いる際、公的部門と民間部門労働者をプールして線形回

帰を行う Pooled-OLSベースと、公的部門と民間部門とを分けてそれぞれ線形回帰を行う
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Separated-OLSベースの 2つの手法がある。Pooled-OLSと Separated-OLSとの違いは、

人的資本に関する共変量の収益率が各部門で等しいという仮定の有無である。人的資本に

関する共変量 X の収益率 β が各部門で等しいと仮定する Pooled-OLSベースでは、公的

部門と民間部門それぞれの期待賃金率について公的部門ダミー Gi を含む以下の線形賃金

関数を想定する。

Ygi = Giδ +Xiβ + ugi (3.4)

一方、Separated-OLS ベースでは、人的資本の収益率が各部門間で違うことを想定し、

公的部門と民間部門それぞれの期待賃金率は、(5)式のように人的資本の収益率に各部門が

異なることを想定する。

Ygi = Giδ +Xiβg + ugi (3.5)

これらの賃金関数のもとで、公務員賃金プレミアムを指す公的部門を処置群としたとき

の平均処置効果（ATT）は Pooled-OLSでは δ、Separated-OLSでは δ +X1(β1 − β0)と

して計算される。表 3.11では、第 4 節における Rosenbaum and Rubin (1983) の手法と

して傾向スコアマッチングから得られる ATTと、同様の共変量を用いた Separated-OLS

によって測定された ATT(OBestimates)を比較したものである。第 4節と同様にModel1

では、学歴ダミー、労働市場経験年数およびその二乗項、有配偶者ダミー、パートタイムダ

ミー、職種ダミー、地域ダミーを共変量として用いた。またModel2では、Model1の共変

量に加え、認知能力、仕事における認知能力の使用状況、非認知能力を共変量とした。ま

た比較のため使用するサンプルは民間部門労働者サンプルの傾向スコアの上限と下限で定

義されるコモンサポート内に限定した。表 3.11 を見ると、伝統的な賃金関数で用いられ

る共変量を用いた Model1 から得られた ATT については男女いずれも、線形賃金関数に

よるものとセミパラメトリックな手法によるものと比較しても推計値の大きさはあまり変
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わらない。その一方で男性サンプルについてModel2のように PIAACで測られる能力と

その使用状況を共変量として用いる場合、セミパラメトリックな手法によって推計される

ATTは、線形賃金関数の推定量に基づくものよりも小さくなる。しかし、傾向スコアマッ

チングで推定された ATTと Separated-OLSから推定された ATTとの間に統計的有意な

差 (diff_in_estimates)は観察されなかった。ただし、点推定に基づく差は、男性において

は Model2 で 0.02 対数ポイント、Model3 で 0.01 対数ポイント、Model4 で 0.01 対数ポ

イントと、傾向スコアマッチングで推定された ATTと比較して決して小さくない。そのた

め、賃金関数の線形性を仮定することによって生じる定式化の誤りバイアスの危険性をこ

こで言及しておく。

定式化の誤りバイアスの危険性にも関わらず、Oaxaca-Blinder分解による各変数の賃金

差への貢献を計測することは、欠落変数バイアスの要因を特定するための情報をもたらす。

Separated-OLS に基づく Oaxaca-Blinder 分解では民間部門における賃金関数の係数 β0

と共変量の平均値差 (X1 −X0)の積である (X1 −X0)β0 を計算する*14ことで各共変量の

賃金差への貢献を測定することができる。表 3.12 は Oaxaca-Blinder分解による各変数の

貢献を計測したものである。この表の (explained)が共変量の貢献である。これをみると、

公的部門と民間部門の賃金差を説明する共変量 (explained) として、教育水準および労働

市場経験年数をはじめとした伝統的な賃金関数に含まれている変数に加えて、読解力の使

用頻度が男女ともに賃金差に貢献している。表 3.2 と表 3.4 で見たように公的部門に属す

る労働者の仕事における読解力の使用頻度は民間部門よりも高く、その差は公的部門と民

間部門との賃金差を増大させるように働いている。その一方で、読解力自体の差は賃金差に

*14 公的部門の係数 β1 と (X1 − X0)との積を用いて共変量の貢献を計算することも可能である。ここでは、

公務員賃金プレミアムとしての ATTである δ +X1(β1 − β0)と共変量の貢献との合計がちょうど公的部

門労働者と民間部門労働者との平均賃金差になるように民間部門の係数を用いる。
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貢献していない。男性労働者のみに見られる傾向として、数的思考力の能力差が公的部門と

民間部門との賃金差に貢献している。その貢献は 0.0525対数ポイントであり、第 4節で測

定した公務員賃金プレミアムの男性サンプルでの推定値 0.479 対数ポイント (Model4) と

比べると非常に大きい。このことから男性サンプルに対して伝統的な賃金関数を用いて推

定した公務員賃金プレミアムに生じる正のバイアスの要因として数的思考力が考えられる。

数的思考力に関する欠落変数バイアスは、女性労働者の分析結果にも関心深い結果から

もたらしている。表 3.4 でみるように公的部門女性労働者の数的思考力は民間部門と比べ

て高いにも関わらず、その差は賃金差には影響を与えていない。第 4節で見たように女性

労働者については数的思考力を制御しても公務員賃金プレミアムの推定値に変化がなかっ

たことから、女性労働者に関する賃金関数においては数的思考力は重要な変数となってい

ないと解釈される。この傾向は、女性労働者の大半がパートタイム労働者であることと無

関係である。表 3.13 のようにサンプルをフルタイム労働者に限定してみても数的思考力の

差は女性に公的部門と民間部門との賃金差に貢献していない。これは、比較対象とする民

間部門労働者を企業規模 50人以上 (表 3.14 )または 50人未満 (表 3.15 )としても同様で

あった。そして、公務員賃金プレミアムが小さいパートタイム労働者間での分析 (表　　

3.16 )においても数的思考力は女性労働者における公的部門と民間部門との賃金差に影響

を与えていない。この男性サンプルとの結果の違いは、民間部門労働市場において女性労

働者の数的思考力の収益率が低いことを意味する。

また Separated-OLSによる Oaxaca-Blinder分解は、δ +X1(β1 − β0) を用いることで

各共変量の収益率の違いによる公務員賃金プレミアムへの貢献を計測することができる。

表 3.12 の (unexplained) が共変量の収益率の違いによる公務員賃金プレミアムへの貢献

である。これをみると、公務員賃金プレミアムを生み出す最大の要因は男女ともに非有意
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ながら労働市場経験年数の収益率差である。このことは、公的部門における労働市場経験

の収益率は民間部門でのそれと比べて大きいことを意味している。この収益率差は男性で

0.21対数ポイント、女性で 0.15対数ポイントと公務員賃金プレミアムのほとんどを生み出

している。今回得られた結果は統計的有意ではないものの、公的部門における職業の方が

職業経験による人的資本の蓄積を評価しているために公務員賃金プレミアムは生じている

のではないかという今後の検証課題を提示する。また公務員賃金プレミアムへの貢献が統

計的有意水準を満たす水準で観察されたのは忍耐力である。管理職に必要な非認知能力と

して忍耐力を用いた Tong et al. (2015) の解釈に従えば、組織にとって重要な役職を割り

振る際に、民間部門と比べて公的部門はより忍耐力を重視するということがまず考えられ

る。しかし、サンプルをフルタイムとパートタイム労働者に分割して表 3.13、表 3.14、表

3.15、表 3.16のように分析すると、女性労働者において公的部門の組織が相対的に忍耐力

を評価するのは、パートタイム労働者についてであり、フルタイム労働者ではないことが

読み取れる。これはフルタイム労働者において忍耐力の収益率が有意に大きい男性労働者

とは異なる。忍耐力の収益率差が公務員賃金プレミアムの要因である理由はここでは明ら

かにできなかったが、今回の分析は男女間で非認知能力の評価される仕組みが異なること

を示唆する。

最後に数的思考力の収益率について言及する。共変量の貢献でみた結果と同様、今回の分

析では、女性労働者については数的思考力の収益率差も公的部門と民間部門との賃金差を

説明するものでなかった。この結果は民間部門と公的部門とを比較した時、数的思考力の

収益率の差が小さいことを意味する。民間部門における賃金関数の係数を用いた時、女性

労働者において数的思考力の差は平均賃金率の差に貢献していないことから、民間部門に

おいて女性労働者の数的思考力の収益率が低いことをすでに指摘した。これらのことから、
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公的部門でも民間部門と同様に女性の数的思考力は労働市場において評価されていないこ

とを示唆する。この傾向はフルタイム労働者にサンプルを限定した表 3.13、表 3.14、3.15で

も同様である。表 3.4 で確認した公的部門女性労働者の数的思考力の平均値が民間部門の

それよりも高い水準にあることを踏まえると、以上のことは、公的部門において女性に対

する賃金設計は労働者が蓄積している人的資本を十分に反映できていないことを意味する。

3.6.4 残された課題

本論文の主たる目的である日本における内部労働市場の分析に対して本章の分析はいく

つか課題が残る。まずこの章で行った分析は人的資本の多寡を制御した比較によって公的

部門労働市場における労働資源の価格付けが外部労働市場と均衡しているのかに注目した

もので、公的部門労働者がどのような仕事に割り振られているかの分析はできておらず課

題が残る。内部労働市場における昇進構造のみならず、この章での考察で言及した女性労

働者の非正規雇用への割り当ての可能性と併せて分析する必要がある。

また、本論文の限界として公的部門労働者のサンプルサイズの小さい点を指摘する必要

がある。本章で用いた PIAAC調査に含まれる男性公的部門労働者のサンプルサイズは 184

（民間部門労働者は 1,232）、女性サンプルで 193（民間部門労働者は 1,109）と、民間部門

労働者と比べて小さい。このサンプルサイズの小ささは、男性パートタイム労働者サンプ

ルの分析だけでなく、本章が主たる先行研究として言及したMorikawa (2016) が行ってい

る地域間での官民給与格差の分析を困難にさせた。公的部門労働者の賃金に影響力をもつ

人事院勧告が参照する民間賃金は比較的多くの大都市圏の民間賃金を含むため民間賃金の

地域間格差が拡大すれば、公的部門労働者の賃金も人事院勧告に準拠した全国的基準で決

まる限り、大都市圏以外の地方圏において官民給与格差も拡大する。これは 3.6.2で可能性
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を指摘した参照される民間部門の従業員規模が大きいことによって生じる公務員賃金プレ

ミアムと同様のものである。このような各地域の外部労働市場の環境が、公的部門の賃金

決定に大きな影響を与えないことは典型的な内部労働市場の特徴である。これらのことか

ら内部労働市場の分析のためにも、例えば Suga (2016) のように PIAAC調査データと他

の政府統計等を組み合わせるといった手法を用いてサンプルサイズを確保する研究を行う

ことが今後の課題である。

3.7 結論

本章の主要結果が意味することは、従来の日本における先行研究による公務員賃金プレ

ミアムに対して、少なくとも男性サンプルには能力を観測できない場合には正の欠落変数

バイアスが存在する点と、それを補正することで男性サンプルについては 4%から 5%ほ

どという非有意かつ先行研究よりも小さい公務員賃金プレミアムを得られるということで

ある。この結果は公的部門労働者の賃金率は民間部門と比べて、平均的には均衡している

と解釈できる。

しかし、フルタイム労働者かパートタイム労働者かといった雇用形態または対照群とな

る民間部門労働者の事業所規模を考慮した分析から、公的部門労働者の賃金体系が「民間

準拠方式」を実現しているというためにいくつか課題があるといえる。まずフルタイム労

働者またはパートタイム労働者それぞれに限定した時、男性フルタイム労働者の公務員賃

金プレミアムは雇用形態計で見た時とさほど変わらなかったが、女性労働者については興

味深い結果が得られた。女性フルタイム労働者の公務員賃金プレミアムは 10%という高い

水準にあるのに対して、女性パートタイム労働者の公務員賃金プレミアムは-3%という負

の値をとる。女性フルタイム労働者において大きな公務員賃金プレミアムが存在するにも
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かかわらず、先述の小さい公務員賃金プレミアムが得られたのは、女性労働者サンプルの

約半数がパートタイム労働者で構成されているためである。

また対照群となる民間部門労働者を企業規模 50人未満の場合と 50人以上の場合に制限

して分析した結果、男性フルタイム労働者について、公的部門労働者の賃金率は企業規模

50人以上の民間部門事業所に務める労働者と均衡しているのに対し、従業員規模 50人未

満の労働者との間には有意ではないが 10%ほど人的資本では説明できない賃金差があるこ

とが分かった。また女性フルタイム労働者では対照群を企業規模 50人以上の民間部門労働

者と設定すると公務員賃金プレミアムが観測されない。その一方で対照群を従業員規模 50

人未満とした際には、より大きい 19%ほどの公務員賃金プレミアムが観測された。

これらの結果を解釈すると、まず公的部門フルタイム労働者と民間部門フルタイム労働

者との賃金差は、学歴・労働市場経験に能力を加えた人的資本の蓄積のみならず、公的部門

の賃金体系が男女の違いに関わらず、民間部門労働者のうち比較的賃金率の高い大規模な

事業所の男性労働者の賃金率を参照し決定されているために生じているのではないかとい

う仮説に説得力がある。そのために女性のフルタイム労働者については、民間部門におけ

る賃金の規模間格および男女間格差と相まって、人的資本では説明できない高い公務員賃

金プレミアムが観測されたと考えられる。しかし、女性公的部門労働者の半数を占めるパ

ートタイム労働者については公務員賃金プレミアムの恩恵を受けていない。そのため、平

均的な公務員賃金プレミアムを計測すると男女それぞれ 4%から 5%といった比較的穏や

かな値が観測された。

本章から得られる主な政策的示唆は、公的部門および民間部門それぞれの女性労働者に

対する雇用慣行にあると考えられる。まず公的部門の女性フルタイム労働者の賃金体系は

能力を含む人的資本を制御した場合、民間部門のそれと比べ男性との賃金格差が小さいた
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め、民間部門よりも男女差別が小さいように見える。しかし、男性と比べ、女性の公的部

門労働者の多くが低い賃金率のパートタイマーとして雇用されていることを考えると上林

(2015)の指摘する雇用形態による男女間の間接差別が存在する可能性を考慮する必要があ

る。また女性労働者については彼女らの賃金形成において蓄積している人的資本が男性と

比べて十分な評価がなされていない可能性もある。公的部門労働者の賃金率を民間に準拠

することは労働市場の効率化のために政策的に重要であるが、今回得られた結果は、パー

トタイム労働者とフルタイム労働者での待遇差の適正化と、参照する民間部門の賃金体系

について男女間差の検討の必要性を示唆するものと考えられる。
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3.8 図表
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図3.1 認知能力および認知能力の使用状況の分布（男性）
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図3.2 認知能力および認知能力の使用状況の分布（女性）
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表3.1 記述統計量（男性）

(1) (2) (3) (4)
男性（民間部門） 男性（公的部門）

VARIABLES mean sd mean sd

労働所得

１時間当たり労働所得（ボーナス含む）（単位：円） 2,069.10 1,316.28 2,686.41 1,736.10
１時間当たり労働所得（対数） 7.48 0.55 7.75 0.52
教育水準

中卒ダミー 0.05 0.22 0.02 0.13
高卒ダミー 0.30 0.46 0.20 0.40
専門学校ダミー 0.13 0.34 0.05 0.22
短大・高専ダミー 0.14 0.35 0.08 0.27
大卒ダミー 0.31 0.46 0.56 0.50
大学院卒ダミー 0.06 0.24 0.10 0.30
労働市場経験年数 18.68 11.07 21.51 10.76
フルタイム労働者ダミー 0.90 0.30 0.96 0.20
有配偶者ダミー 0.61 0.49 0.71 0.45
職種

単純作業従事者ダミー 0.04 0.20 0.02 0.13
セミスキルド・ブルーカラー 0.30 0.46 0.05 0.22
セミスキルド・ホワイトカラー 0.21 0.41 0.27 0.45
スキルド・ワーカー 0.45 0.50 0.66 0.47

サンプルサイズ 1232 1232 184 184

図3.3 コモンサポート内傾向スコアの分布（男性サンプル）
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表3.2 能力についての記述統計量（男性）

(1) (2) (3) (4)
男性（民間部門） 男性（公的部門）

VARIABLES mean sd mean sd

認知能力

読解力 0.21 0.94 0.54 0.80
数的思考力 0.29 1.01 0.70 0.77
ITを活用した問題解決能力（欠損含まず） 0.27 0.96 0.30 0.75
CBA未回答者ダミー 0.24 0.43 0.17 0.38
使用状況

読解力の使用頻度（欠損含まず） 0.12 0.97 0.75 0.96
筆記力の使用頻度（欠損含まず） 0.15 0.95 0.50 0.94
数的思考力の使用頻度（欠損含まず） 0.31 1.04 0.38 1.24
ICTスキルの使用頻度（欠損含まず） 0.22 1.04 0.39 0.92
使用状況欠損

使用頻度欠損（読解力） 0.04 0.19 0.01 0.07
使用頻度欠損（筆記力） 0.08 0.27 0.00 0.00
使用頻度欠損（数的思考力） 0.10 0.30 0.06 0.24
使用頻度欠損（ICTスキル） 0.25 0.43 0.08 0.27
非認知能力

忍耐力 0.24 0.43 0.18 0.39
社会的信頼 0.08 0.27 0.17 0.38
学習意欲 0.47 0.50 0.49 0.50

サンプルサイズ 1232 1232 184 184
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表3.3 記述統計量（女性）

(1) (2) (3) (4)
女性（民間部門） 女性（公的部門）

VARIABLES mean sd mean sd

労働所得

１時間当たり労働所得（ボーナス含む）（単位：円） 1,264.78 745.12 1,668.05 871.34
１時間当たり労働所得（対数） 7.03 0.44 7.30 0.48
教育水準

中卒ダミー 0.04 0.20 0.01 0.10
高卒ダミー 0.33 0.47 0.17 0.37
専門学校ダミー 0.12 0.33 0.05 0.22
短大・高専ダミー 0.33 0.47 0.39 0.49
大卒ダミー 0.16 0.37 0.35 0.48
大学院卒ダミー 0.02 0.13 0.03 0.16
労働市場経験年数 14.92 9.06 17.34 9.98
フルタイム労働者ダミー 0.51 0.50 0.65 0.48
有配偶者ダミー 0.61 0.49 0.63 0.48
職種

単純作業従事者ダミー 0.07 0.25 0.01 0.10
セミスキルド・ブルーカラー 0.10 0.30 0.00 0.00
セミスキルド・ホワイトカラー 0.59 0.49 0.46 0.50
スキルド・ワーカー 0.25 0.43 0.53 0.50

サンプルサイズ 1109 1109 193 193

図3.4 コモンサポート内傾向スコアの分布（女性サンプル）
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表3.4 能力についての記述統計量（女性）

(1) (2) (3) (4)
男性（民間部門） 男性（公的部門）

VARIABLES mean sd mean sd

認知能力

読解力 0.09 0.87 0.37 0.85
数的思考力 -0.04 0.85 0.27 0.84
ITを活用した問題解決能力（欠損含まず） -0.03 0.97 0.04 0.96
CBA未回答者ダミー 0.35 0.48 0.25 0.44
使用状況

読解力の使用頻度（欠損含まず） -0.24 0.88 0.25 0.76
筆記力の使用頻度（欠損含まず） -0.07 0.97 0.31 0.87
数的思考力の使用頻度（欠損含まず） -0.22 0.86 -0.29 0.86
ICTスキルの使用頻度（欠損含まず） -0.22 0.93 -0.21 0.77
使用状況欠損

使用頻度欠損（読解力） 0.08 0.28 0.02 0.14
使用頻度欠損（筆記力） 0.12 0.33 0.05 0.22
使用頻度欠損（数的思考力） 0.17 0.37 0.09 0.29
使用頻度欠損（ICTスキル） 0.39 0.49 0.18 0.39
非認知能力

忍耐力 0.12 0.33 0.13 0.34
社会的信頼 0.12 0.32 0.18 0.38
学習意欲 0.40 0.49 0.48 0.50

サンプルサイズ 1109 1109 193 193



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 121

表
3.

5
傾
向
ス
コ
ア
マ
ッ
チ
ン
グ
の
結
果
（
雇
用
形
態
計
）

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

(8
)

V A
R
IA

BL
ES

M
od

el
1(
M
al
e)

M
od

el
2(
M
al
e)

M
od

el
3(
M
al
e)

M
od

el
4(
M
al
e)

M
od

el
1(
Fe

m
al
e)

M
od

el
2(
Fe

m
al
e)

M
od

el
3(
Fe

m
al
e)

M
od

el
4(
Fe

m
al
e)

R
a w

_
D
iff

0.
27

91
**

*
0.
27

91
**

*
0.
27

91
**

*
0.
27

91
**

*
0.
24

67
**

*
0.
24

67
**

*
0.
24

67
**

*
0.
24

67
**

*
(0
.0
40

3)
(0
.0
40

3)
(0
.0
41

2)
(0
.0
41

2)
(0
.0
36

1)
(0
.0
36

1)
(0
.0
36

1)
(0
.0
36

1)
O
ut
_
C
S

0.
00

00
0.
00

00
0.
00

00
0.
00

00
0.
00

52
0.
00

52
0.
00

91
0.
00

91
(0
.0
03

4)
(0
.0
02

7)
(0
.0
02

8)
(0
.0
03

4)
(0
.0
11

1)
(0
.0
09

4)
(0
.0
07

6)
(0
.0
08

0)
D
iff
_
in
_
C
S

0.
27

91
**

*
0.
27

91
**

*
0.
27

91
**

*
0.
27

91
**

*
0.
24

15
**

*
0.
24

15
**

*
0.
23

76
**

*
0.
23

76
**

*
(0
.0
40

4)
(0
.0
40

6)
(0
.0
41

5)
(0
.0
41

6)
(0
.0
36

9)
(0
.0
36

6)
(0
.0
36

3)
(0
.0
36

5)
AT

T
0.
09

80
**

0.
06

70
0.
05

91
0.
04

79
0.
05

89
*

0.
05

85
*

0.
04

72
0.
04

49
(0
.0
40

9)
(0
.0
41

0)
(0
.0
41

8)
(0
.0
43

0)
(0
.0
33

9)
(0
.0
35

2)
(0
.0
36

5)
(0
.0
35

9)
C
om

po
sit

Eff
ec
t

0.
18

11
**

*
0.
21

21
**

*
0.
22

00
**

*
0.
23

12
**

*
0.
18

27
**

*
0.
18

30
**

*
0.
19

04
**

*
0.
19

27
**

*
(0
.0
36

4)
(0
.0
38

2)
(0
.0
39

0)
(0
.0
40

8)
(0
.0
31

3)
(0
.0
33

2)
(0
.0
34

3)
(0
.0
34

1)
M
ea
nB

ia
sA

ft
2.
37

45
**

*
2.
61

71
**

*
3.
26

66
**

*
3.
72

59
**

*
2.
39

98
**

*
2.
55

72
**

*
2.
67

66
**

*
2.
80

62
**

*
(0
.7
07

9)
(0
.8
22

9)
(0
.9
89

7)
(1
.0
21

1)
(0
.8
97

4)
(0
.9
36

2)
(0
.9
19

5)
(0
.9
44

1)
M
ed

ia
nB

ia
sA

ft
1.
74

64
**

2.
62

27
**

*
2.
87

73
**

*
3.
36

06
**

*
1.
58

29
*

1.
78

39
**

2.
24

00
**

2.
25

24
**

(0
.7
34

0)
(0
.8
18

1)
(0
.8
77

0)
(0
.9
09

9)
(0
.8
37

4)
(0
.8
73

7)
(0
.8
87

4)
(0
.9
14

9)

Bo
ot
st
ra
p
st
an

da
rd

er
ro
rs

in
pa

re
nt
he

se
s

T
he

nu
m
be

r
of

bo
ot
st
ra
p
re
pl
ic
at
io
ns

=
50

0
**

*
p<

0.
01

,*
*
p<

0.
05

,*
p<

0.
1

M
od

el
1
の
共
変
量
：
学
歴
、
労
働
市
場
経
験
年
数
（
2
乗
項
含
む
）
、
有
配
偶
者
ダ
ミ
ー
、
職
種
ダ
ミ
ー
、
地
域
ダ
ミ
ー

M
od

el
2
の
共
変
量
:M

od
el
1
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
、
数
的
思
考
力
、
IT
を
活
用
し
た
問
題
解
決
能
力
、
C
BA
未
回
答
者
ダ
ミ
ー

M
od

el
3
の
共
変
量
:M

od
el
2
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
の
使
用
頻
度
、
筆
記
力
の
使
用
頻
度
、
数
的
思
考
力
の
使
用
頻
度
、
IC

T
ス
キ
ル
の
使
用
頻
度

M
od

el
4
の
共
変
量
:M

od
el
3
の
共
変
量
お
よ
び
忍
耐
力
、
社
会
的
信
頼
、
学
習
意
欲

報
告
値
は
以
下
の
通
り

R
aw

_
D
iff
：
公
的
部
門
と
民
間
部
門
と
の
対
数
賃
金
の
平
均
差

O
ut
_
C
S
：
比
較
に
使
用
し
た
サ
ン
プ
ル
（
コ
モ
ン
サ
ポ
ー
ト
内
）
と
比
較
に
用
い
な
か
っ
た
サ
ン
プ
ル
と
の
賃
金
差

D
iff
_
in
_
C
S
：
コ
モ
ン
サ
ポ
ー
ト
内
に
お
け
る
公
的
部
門
と
民
間
部
門
と
の
対
数
賃
金
の
平
均
差

AT
T
：
平
均
処
置
効
果

(公
務
員
賃
金
プ
レ
ミ
ア
ム
)

C
om

po
sit

Eff
ec
t：
共
変
量
に
よ
っ
て
説
明
さ
れ
る
賃
金
差

M
ea
nB

ia
sA

ft：
マ
ッ
チ
ン
グ
後
の

M
ea
n
Bi
as

M
ed

ia
nB

ia
sA

ft：
マ
ッ
チ
ン
グ
後
の

M
ed

ia
n
Bi
as



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 122
表

3.
6
傾
向
ス
コ
ア
マ
ッ
チ
ン
グ
の
結
果
（
フ
ル
タ
イ
ム
）

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

(8
)

V A
R
IA

BL
ES

M
od

el
1(
M
al
e)

M
od

el
2(
M
al
e)

M
od

el
3(
M
al
e)

M
od

el
4(
M
al
e)

M
od

el
1(
Fe

m
al
e)

M
od

el
2(
Fe

m
al
e)

M
od

el
3(
Fe

m
al
e)

M
od

el
4(
Fe

m
al
e)

R
a w

_
D
iff

0.
24

36
**

*
0.
24

36
**

*
0.
24

36
**

*
0.
24

36
**

*
0.
21

45
**

*
0.
21

45
**

*
0.
21

45
**

*
0.
21

45
**

*
(0
.0
41

3)
(0
.0
41

3)
(0
.0
41

4)
(0
.0
41

4)
(0
.0
43

3)
(0
.0
43

3)
(0
.0
43

5)
(0
.0
43

5)
O
ut
_
C
S

0.
00

00
0.
00

00
0.
00

00
0.
00

00
0.
01

22
0.
01

40
0.
00

63
0.
00

63
(0
.0
02

9)
(0
.0
02

7)
(0
.0
02

8)
(0
.0
03

4)
(0
.0
13

0)
(0
.0
12

1)
(0
.0
10

0)
(0
.0
09

9)
D
iff
_
in
_
C
S

0.
24

36
**

*
0.
24

36
**

*
0.
24

36
**

*
0.
24

36
**

*
0.
20

23
**

*
0.
20

05
**

*
0.
20

82
**

*
0.
20

82
**

*
(0
.0
40

9)
(0
.0
41

1)
(0
.0
41

3)
(0
.0
41

2)
(0
.0
44

2)
(0
.0
44

3)
(0
.0
44

7)
(0
.0
44

8)
AT

T
0.
08

59
**

0.
06

01
0.
05

02
0.
03

32
0.
10

90
**

0.
09

70
**

0.
09

01
*

0.
08

49
*

(0
.0
41

4)
(0
.0
39

7)
(0
.0
41

7)
(0
.0
41

5)
(0
.0
43

8)
(0
.0
45

1)
(0
.0
47

2)
(0
.0
45

9)
C
om

po
sit

Eff
ec
t

0.
15

76
**

*
0.
18

34
**

*
0.
19

33
**

*
0.
21

04
**

*
0.
09

33
**

0.
10

35
**

*
0.
11

80
**

*
0.
12

33
**

*
(0
.0
37

1)
(0
.0
37

1)
(0
.0
39

7)
(0
.0
39

3)
(0
.0
37

8)
(0
.0
39

5)
(0
.0
41

2)
(0
.0
40

9)
M
ea
nB

ia
sA

ft
2.
51

11
**

*
2.
81

72
**

*
2.
86

03
**

*
3.
10

34
**

*
3.
44

88
**

4.
26

81
**

*
4.
30

45
**

*
4.
69

51
**

*
(0
.7
12

0)
(0
.8
11

0)
(0
.9
39

3)
(0
.9
09

1)
(1
.5
67

6)
(1
.5
00

8)
(1
.5
45

0)
(1
.5
92

6)
M
ed

ia
nB

ia
sA

ft
2.
37

47
**

*
3.
04

48
**

*
1.
66

54
*

2.
70

98
**

*
2.
04

62
2.
22

65
*

3.
78

13
**

*
4.
12

81
**

*
(0
.7
40

3)
(0
.8
44

6)
(0
.8
55

8)
(0
.8
99

1)
(1
.3
52

6)
(1
.3
50

0)
(1
.4
51

4)
(1
.5
01

1)

Bo
ot
st
ra
p
st
an

da
rd

er
ro
rs

in
pa

re
nt
he

se
s

T
he

nu
m
be

r
of

bo
ot
st
ra
p
re
pl
ic
at
io
ns

=
50

0
**

*
p<

0.
01

,*
*
p<

0.
05

,*
p<

0.
1

M
od

el
1
の
共
変
量
：
学
歴
、
労
働
市
場
経
験
年
数
（
2
乗
項
含
む
）
、
有
配
偶
者
ダ
ミ
ー
、
職
種
ダ
ミ
ー
、
地
域
ダ
ミ
ー

M
od

el
2
の
共
変
量
:M

od
el
1
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
、
数
的
思
考
力
、
IT
を
活
用
し
た
問
題
解
決
能
力
、
C
BA
未
回
答
者
ダ
ミ
ー

M
od

el
3
の
共
変
量
:M

od
el
2
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
の
使
用
頻
度
、
筆
記
力
の
使
用
頻
度
、
数
的
思
考
力
の
使
用
頻
度
、
IC

T
ス
キ
ル
の
使
用
頻
度

M
od

el
4
の
共
変
量
:M

od
el
3
の
共
変
量
お
よ
び
忍
耐
力
、
社
会
的
信
頼
、
学
習
意
欲



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 123
表

3.
7
傾
向
ス
コ
ア
マ
ッ
チ
ン
グ
の
結
果
（
女
性
パ
ー
ト
タ
イ
ム
）

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

V A
R
IA

BL
ES

M
od

el
1(
Fe

m
al
e)

M
od

el
2(
Fe

m
al
e)

M
od

el
3(
Fe

m
al
e)

M
od

el
4(
Fe

m
al
e)

R
a w

_
D
iff

0.
15

75
**

*
0.
15

75
**

*
0.
15

75
**

*
0.
15

75
**

*
(0
.0
58

2)
(0
.0
58

2)
(0
.0
58

7)
(0
.0
58

7)
O
ut
_
C
S

-0
.0
04

3
0.
00

46
0.
01

17
0.
01

68
(0
.0
28

6)
(0
.0
30

4)
(0
.0
30

7)
(0
.0
36

4)
D
iff
_
in
_
C
S

0.
16

18
**

*
0.
15

29
**

*
0.
14

58
**

0.
14

07
**

(0
.0
57

3)
(0
.0
57

9)
(0
.0
61

0)
(0
.0
58

7)
AT

T
-0
.0
14

0
-0
.0
37

7
-0
.0
18

0
-0
.0
38

3
(0
.0
66

1)
(0
.0
67

3)
(0
.0
72

6)
(0
.0
75

1)
C
om

po
sit

Eff
ec
t

0.
17

58
**

*
0.
19

06
**

*
0.
16

38
**

*
0.
17

90
**

*
(0
.0
53

9)
(0
.0
55

9)
(0
.0
52

7)
(0
.0
55

5)
M
ea
nB

ia
sA

ft
2.
93

61
*

3.
58

09
*

3.
45

76
*

4.
03

99
*

(1
.7
52

9)
(1
.8
40

6)
(2
.0
83

0)
(2
.2
22

5)
M
ed

ia
nB

ia
sA

ft
2.
68

45
*

2.
86

28
*

3.
05

93
2.
96

91
(1
.4
82

9)
(1
.6
68

0)
(1
.9
58

9)
(1
.9
39

8)

Bo
ot
st
ra
p
st
an

da
rd

er
ro
rs

in
pa

re
nt
he

se
s

T
he

nu
m
be

r
of

bo
ot
st
ra
p
re
pl
ic
at
io
ns

=
50

0
**

*
p<

0.
01

,*
*
p<

0.
05

,*
p<

0.
1

M
od

el
1
の
共
変
量
：
学
歴
、
労
働
市
場
経
験
年
数
（
2
乗
項
含
む
）
、
有
配
偶
者
ダ
ミ
ー
、
職
種
ダ
ミ
ー
、
地
域
ダ
ミ
ー

M
od

el
2
の
共
変
量
:M

od
el
1
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
、
数
的
思
考
力
、
IT
を
活
用
し
た
問
題
解
決
能
力
、
C
BA
未
回
答
者
ダ
ミ
ー

M
od

el
3
の
共
変
量
:M

od
el
2
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
の
使
用
頻
度
、
筆
記
力
の
使
用
頻
度
、
数
的
思
考
力
の
使
用
頻
度
、
IC

T
ス
キ
ル
の
使
用
頻
度

M
od

el
4
の
共
変
量
:M

od
el
3
の
共
変
量
お
よ
び
忍
耐
力
、
社
会
的
信
頼
、
学
習
意
欲



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 124

表
3.

8
男
女
間
の
賃
金
格
差

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

V A
R
IA

BL
ES

Pu
bl
ic
_
Fu

llt
im

e
Pr

iv
at
e_

Fu
llt
im

e
Pr

iv
at
e5
0u

p_
Fu

llt
im

e
Pu

bl
ic
_
Po

ol
ed

Pr
iv
at
e_

Po
ol
ed

R
a w

_
D
iff

-0
.3
30

**
*

-0
.3
11

**
*

-0
.3
09

**
*

-0
.4
68

**
*

-0
.4
44

**
*

(0
.0
54

9)
(0
.0
25

0)
(0
.0
33

5)
(0
.0
53

2)
(0
.0
19

9)
O
ut
_
C
S

-0
.0
15

8
-0
.0
01

68
0

-0
.0
11

6
-0
.0
04

50
(0
.0
30

9)
(0
.0
03

27
)

(0
.0
08

51
)

(0
.0
26

9)
(0
.0
04

74
)

D
iff
_
in
_
C
S

-0
.3
14

**
*

-0
.3
09

**
*

-0
.3
09

**
*

-0
.4
57

**
*

-0
.4
40

**
*

(0
.0
60

0)
(0
.0
25

5)
(0
.0
34

9)
(0
.0
58

0)
(0
.0
20

5)
AT

T
-0
.1
32

-0
.1
24

**
*

-0
.1
20

**
*

-0
.2
79

**
*

-0
.2
05

**
*

(0
.1
15

)
(0
.0
32

0)
(0
.0
46

2)
(0
.0
98

8)
(0
.0
26

8)
C
om

po
sit

Eff
ec
t

-0
.1
82

-0
.1
85

**
*

-0
.1
89

**
*

-0
.1
77

*
-0
.2
35

**
*

(0
.1
14

)
(0
.0
30

1)
(0
.0
47

9)
(0
.0
97

8)
(0
.0
27

7)

Bo
ot
st
ra
p
st
an

da
rd

er
ro
rs

in
pa

re
nt
he

se
s

T
he

nu
m
be

r
of

bo
ot
st
ra
p
re
pl
ic
at
io
ns

=
50

0
**

*
p<

0.
01

,*
*
p<

0.
05

,*
p<

0.
1

共
変
量
：
学
歴
、
労
働
市
場
経
験
年
数
（
2
乗
項
含
む
）
、
有
配
偶
者
ダ
ミ
ー
、
認
知
能
力
、
仕
事
に
お
け
る
認
知
能
力
の
使
用
状
況
、
非
認
知
能
力
、
職
種
ダ
ミ
ー
、
地
域
ダ
ミ
ー



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 125
表

3.
9
傾
向
ス
コ
ア
マ
ッ
チ
ン
グ
の
結
果
（
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
：
企
業
規
模

50
人
以
上
民
間
部
門
と
の
比
較
）

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

(8
)

V A
R
IA

BL
ES

M
od

el
1(
M
al
e)

M
od

el
2(
M
al
e)

M
od

el
3(
M
al
e)

M
od

el
4(
M
al
e)

M
od

el
1(
Fe

m
al
e)

M
od

el
2(
Fe

m
al
e)

M
od

el
3(
Fe

m
al
e)

M
od

el
4(
Fe

m
al
e)

R
a w

_
D
iff

0.
09

25
**

0.
09

25
**

0.
09

25
**

0.
09

25
**

0.
06

14
0.
06

14
0.
06

14
0.
06

14
(0
.0
46

4)
(0
.0
46

4)
(0
.0
46

7)
(0
.0
46

7)
(0
.0
48

6)
(0
.0
48

6)
(0
.0
48

8)
(0
.0
48

8)
O
ut
_
C
S

0.
00

00
0.
00

00
0.
00

00
0.
00

00
0.
01

22
0.
01

81
0.
01

81
0.
01

81
(0
.0
07

7)
(0
.0
07

0)
(0
.0
10

9)
(0
.0
09

3)
(0
.0
18

2)
(0
.0
16

3)
(0
.0
15

6)
(0
.0
16

1)
D
iff
_
in
_
C
S

0.
09

25
**

0.
09

25
**

0.
09

25
**

0.
09

25
**

0.
04

92
0.
04

33
0.
04

33
0.
04

33
(0
.0
46

4)
(0
.0
46

8)
(0
.0
47

1)
(0
.0
47

2)
(0
.0
49

6)
(0
.0
48

0)
(0
.0
48

2)
(0
.0
47

9)
AT

T
0.
04

64
0.
00

79
-0
.0
17

0
-0
.0
13

8
-0
.0
04

7
-0
.0
01

0
0.
00

57
-0
.0
01

3
(0
.0
49

8)
(0
.0
52

1)
(0
.0
53

1)
(0
.0
53

6)
(0
.0
50

3)
(0
.0
53

6)
(0
.0
56

9)
(0
.0
55

0)
C
om

po
sit

Eff
ec
t

0.
04

61
0.
08

46
*

0.
10

94
**

0.
10

62
**

0.
05

40
0.
04

43
0.
03

76
0.
04

46
(0
.0
43

0)
(0
.0
47

5)
(0
.0
49

4)
(0
.0
48

1)
(0
.0
43

0)
(0
.0
47

6)
(0
.0
51

2)
(0
.0
48

6)
M
ea
nB

ia
sA

ft
3.
06

77
**

4.
53

55
**

*
4.
67

07
**

*
3.
87

31
**

*
4.
87

51
**

5.
33

97
**

5.
73

70
**

5.
97

28
**

(1
.2
78

3)
(1
.4
75

4)
(1
.4
62

0)
(1
.4
55

6)
(2
.0
94

1)
(2
.4
56

3)
(2
.4
77

8)
(2
.4
00

9)
M
ed

ia
nB

ia
sA

ft
2.
90

24
**

4.
03

85
**

*
4.
10

74
**

*
2.
83

18
*

3.
94

86
**

4.
56

74
**

5.
13

23
**

4.
94

98
**

(1
.2
74

3)
(1
.4
15

2)
(1
.3
62

5)
(1
.4
52

0)
(1
.7
67

1)
(2
.1
66

5)
(2
.2
22

5)
(2
.1
89

9)

Bo
ot
st
ra
p
st
an

da
rd

er
ro
rs

in
pa

re
nt
he

se
s

T
he

nu
m
be

r
of

bo
ot
st
ra
p
re
pl
ic
at
io
ns

=
50

0
**

*
p<

0.
01

,*
*
p<

0.
05

,*
p<

0.
1

M
od

el
1
の
共
変
量
：
学
歴
、
労
働
市
場
経
験
年
数
（
2
乗
項
含
む
）
、
有
配
偶
者
ダ
ミ
ー
、
職
種
ダ
ミ
ー
、
地
域
ダ
ミ
ー

M
od

el
2
の
共
変
量
:M

od
el
1
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
、
数
的
思
考
力
、
IT
を
活
用
し
た
問
題
解
決
能
力
、
C
BA
未
回
答
者
ダ
ミ
ー

M
od

el
3
の
共
変
量
:M

od
el
2
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
の
使
用
頻
度
、
筆
記
力
の
使
用
頻
度
、
数
的
思
考
力
の
使
用
頻
度
、
IC

T
ス
キ
ル
の
使
用
頻
度

M
od

el
4
の
共
変
量
:M

od
el
3
の
共
変
量
お
よ
び
忍
耐
力
、
社
会
的
信
頼
、
学
習
意
欲



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 126
表

3.
10

傾
向
ス
コ
ア
マ
ッ
チ
ン
グ
（
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
：
企
業
規
模

50
人
未
満
民
間
部
門
と
の
比
較
）

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

(8
)

V A
R
IA

BL
ES

M
od

el
1(
M
al
e)

M
od

el
2(
M
al
e)

M
od

el
3(
M
al
e)

M
od

el
4(
M
al
e)

M
od

el
1(
Fe

m
al
e)

M
od

el
2(
Fe

m
al
e)

M
od

el
3(
Fe

m
al
e)

M
od

el
4(
Fe

m
al
e)

R
a w

_
D
iff

0.
41

35
**

*
0.
41

35
**

*
0.
41

35
**

*
0.
41

35
**

*
0.
33

23
**

*
0.
33

23
**

*
0.
33

23
**

*
0.
33

23
**

*
(0
.0
44

6)
(0
.0
44

6)
(0
.0
44

4)
(0
.0
44

4)
(0
.0
43

6)
(0
.0
43

6)
(0
.0
43

9)
(0
.0
43

9)
O
ut
_
C
S

0.
00

13
0.
00

13
-0
.0
01

8
0.
00

00
0.
02

47
0.
01

70
0.
00

63
0.
00

63
(0
.0
08

3)
(0
.0
07

2)
(0
.0
07

4)
(0
.0
07

5)
(0
.0
17

9)
(0
.0
16

5)
(0
.0
16

3)
(0
.0
14

5)
D
iff
_
in
_
C
S

0.
41

22
**

*
0.
41

22
**

*
0.
41

52
**

*
0.
41

35
**

*
0.
30

76
**

*
0.
31

53
**

*
0.
32

60
**

*
0.
32

60
**

*
(0
.0
44

8)
(0
.0
45

4)
(0
.0
45

1)
(0
.0
45

2)
(0
.0
47

6)
(0
.0
46

3)
(0
.0
46

1)
(0
.0
46

2)
AT

T
0.
14

85
**

0.
13

25
**

0.
12

48
**

0.
09

49
0.
17

01
**

*
0.
17

21
**

*
0.
19

26
**

*
0.
18

75
**

*
(0
.0
59

0)
(0
.0
58

9)
(0
.0
60

5)
(0
.0
63

2)
(0
.0
54

3)
(0
.0
55

2)
(0
.0
62

3)
(0
.0
57

8)
C
om

po
sit

Eff
ec
t

0.
26

37
**

*
0.
27

96
**

*
0.
28

74
**

*
0.
31

72
**

*
0.
13

75
**

*
0.
14

31
**

*
0.
13

33
**

0.
13

85
**

(0
.0
49

5)
(0
.0
49

2)
(0
.0
53

3)
(0
.0
56

6)
(0
.0
49

6)
(0
.0
53

7)
(0
.0
57

5)
(0
.0
56

9)
M
ea
nB

ia
sA

ft
3.
29

49
**

*
2.
98

19
**

*
3.
93

62
**

*
3.
70

21
**

3.
24

44
5.
10

54
**

4.
46

22
*

5.
23

45
**

(1
.2
07

0)
(1
.1
35

2)
(1
.2
16

8)
(1
.5
39

2)
(2
.1
93

2)
(2
.3
28

6)
(2
.3
54

1)
(2
.2
81

7)
M
ed

ia
nB

ia
sA

ft
2.
36

25
**

1.
80

61
4.
32

08
**

*
3.
03

23
**

1.
91

44
2.
56

58
2.
70

09
3.
47

77
*

(1
.0
84

4)
(1
.2
14

3)
(1
.1
98

9)
(1
.4
60

3)
(2
.0
36

5)
(2
.1
05

0)
(2
.1
16

9)
(2
.1
08

4)

Bo
ot
st
ra
p
st
an

da
rd

er
ro
rs

in
pa

re
nt
he

se
s

T
he

nu
m
be

r
of

bo
ot
st
ra
p
re
pl
ic
at
io
ns

=
50

0
**

*
p<

0.
01

,*
*
p<

0.
05

,*
p<

0.
1

M
od

el
1
の
共
変
量
：
学
歴
、
労
働
市
場
経
験
年
数
（
2
乗
項
含
む
）
、
有
配
偶
者
ダ
ミ
ー
、
職
種
ダ
ミ
ー
、
地
域
ダ
ミ
ー

M
od

el
2
の
共
変
量
:M

od
el
1
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
、
数
的
思
考
力
、
IT
を
活
用
し
た
問
題
解
決
能
力
、
C
BA
未
回
答
者
ダ
ミ
ー

M
od

el
3
の
共
変
量
:M

od
el
2
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
の
使
用
頻
度
、
筆
記
力
の
使
用
頻
度
、
数
的
思
考
力
の
使
用
頻
度
、
IC

T
ス
キ
ル
の
使
用
頻
度

M
od

el
4
の
共
変
量
:M

od
el
3
の
共
変
量
お
よ
び
忍
耐
力
、
社
会
的
信
頼
、
学
習
意
欲



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 127

表
3.

11
O

ax
ac

a-
B

lin
de

r分
解
と
の
比
較
（
雇
用
形
態
計
）

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

(8
)

V A
R
IA

BL
ES

M
od

el
1(
M
al
e)

M
od

el
2(
M
al
e)

M
od

el
3(
M
al
e)

M
od

el
4(
M
al
e)

M
od

el
1(
Fe

al
e)

M
od

el
2(
Fe

m
al
e)

M
od

el
3(
Fe

m
al
e)

M
od

el
4(
Fe

al
e)

R
a w

_
D
iff

0.
27
91
**
*

0.
27
91
**
*

0.
27
91
**
*

0.
27
91
**
*

0.
24
67
**
*

0.
24
67
**
*

0.
24
67
**
*

0.
24
67
**
*

(0
.0
41
9)

(0
.0
41
9)

(0
.0
42
9)

(0
.0
42
9)

(0
.0
38
7)

(0
.0
38
7)

(0
.0
39
0)

(0
.0
39
0)

D
iff
_
in
_
C
S

0.
27
91
**
*

0.
27
91
**
*

0.
27
91
**
*

0.
27
91
**
*

0.
24
15
**
*

0.
24
15
**
*

0.
23
76
**
*

0.
23
76
**
*

(0
.0
42
0)

(0
.0
41
8)

(0
.0
42
8)

(0
.0
42
8)

(0
.0
38
7)

(0
.0
39
1)

(0
.0
39
4)

(0
.0
39
5)

AT
T

0.
09
80
**

0.
06
70

0.
05
91

0.
04
79

0.
05
89

0.
05
85

0.
04
72

0.
04
49

(0
.0
43
2)

(0
.0
42
0)

(0
.0
45
8)

(0
.0
46
3)

(0
.0
36
9)

(0
.0
37
6)

(0
.0
38
2)

(0
.0
38
7)

O
Be

st
im

at
es

0.
10
32
**
*

0.
09
04
**

0.
07
06
*

0.
06
25

0.
06
54
*

0.
06
24
*

0.
04
90

0.
04
91

(0
.0
39
1)

(0
.0
38
8)

(0
.0
39
6)

(0
.0
40
3)

(0
.0
34
1)

(0
.0
34
4)

(0
.0
35
0)

(0
.0
35
3)

di
ff_

in
_
es
tim

at
es

-0
.0
05
2

-0
.0
23
4

-0
.0
11
5

-0
.0
14
6

-0
.0
06
6

-0
.0
03
9

-0
.0
01
9

-0
.0
04
3

(0
.0
18
8)

(0
.0
19
9)

(0
.0
24
4)

(0
.0
26
1)

(0
.0
14
7)

(0
.0
16
0)

(0
.0
16
3)

(0
.0
16
4)

Bo
ot
st
ra
p
st
an

da
rd

er
ro
rs

in
pa

re
nt
he
se
s

T
he

nu
m
be

r
of

bo
ot
st
ra
p
re
pl
ic
at
io
ns

=
50
0

**
*
p<

0.
01
,*

*
p<

0.
05
,*

p<
0.
1

M
od

el
1
の
共
変
量
：
学
歴
、
労
働
市
場
経
験
年
数
（
2
乗
項
含
む
）
、
有
配
偶
者
ダ
ミ
ー
、
職
種
ダ
ミ
ー
、
地
域
ダ
ミ
ー

M
od

el
2
の
共
変
量
:M

od
el
1
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
、
数
的
思
考
力
、
IT
を
活
用
し
た
問
題
解
決
能
力
、
C
BA
未
回
答
者
ダ
ミ
ー

M
od

el
3
の
共
変
量
:M

od
el
2
の
共
変
量
お
よ
び
読
解
力
の
使
用
頻
度
、
筆
記
力
の
使
用
頻
度
、
数
的
思
考
力
の
使
用
頻
度
、
IC

T
ス
キ
ル
の
使
用
頻
度

M
od

el
4
の
共
変
量
:M

od
el
3
の
共
変
量
お
よ
び
忍
耐
力
、
社
会
的
信
頼
、
学
習
意
欲



第 3章 日本の公務員賃金プレミアムに関する分析 -PIAACによる認知能力データを用いて- 128

表3.12 Oaxaca-Blinder分解による各変数の貢献（雇用形態計）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)

VARIABLES overall(male) explained(male) unexplained(male) overall(female) explained(female) unexplained(female)

読解力 -0.0141 -0.0195 0.0043 -0.0170
(0.0106) (0.0520) (0.0074) (0.0321)

数的思考力 0.0525*** -0.0161 0.0062 0.0036
(0.0148) (0.0663) (0.0080) (0.0227)

CBA未回答者ダミー 0.0040 0.0045 0.0052* 0.0236
(0.0029) (0.0176) (0.0031) (0.0220)

ITを活用した問題解決能力 -0.0018 0.0078 0.0009 -0.0002
(0.0022) (0.0178) (0.0021) (0.0022)

使用頻度欠損（読解力） 0.0000 0.0026 0.0085** 0.0091
(0.0024) (0.0038) (0.0034) (0.0066)

読解力の使用頻度 0.0265** -0.0483 0.0261*** -0.0219*
(0.0115) (0.0394) (0.0076) (0.0130)

使用頻度欠損（数的思考力） 0.0031 0.0080 -0.0024 -0.0134
(0.0024) (0.0132) (0.0023) (0.0122)

数的思考力の使用頻度 -0.0028 0.0203 0.0003 -0.0012
(0.0035) (0.0143) (0.0012) (0.0110)

使用頻度欠損（ICTスキル） 0.0157** -0.0087 0.0026 -0.0538**
(0.0069) (0.0168) (0.0055) (0.0249)

ICTスキルの使用頻度 0.0061 0.0016 -0.0011 -0.0063
(0.0040) (0.0186) (0.0018) (0.0104)

忍耐力 0.0016 0.0542*** -0.0002 0.0253*
(0.0018) (0.0201) (0.0007) (0.0143)

社会的信頼 0.0072 -0.0171 0.0010 0.0013
(0.0046) (0.0177) (0.0017) (0.0150)

学習意欲 -0.0003 0.0322 -0.0014 0.0181
(0.0008) (0.0371) (0.0016) (0.0339)

教育水準 0.0316*** -0.0839 0.0095 -0.0004
(0.0107) (0.0943) (0.0080) (0.0825)

労働市場経験年数 0.0419*** 0.2058 0.0193*** 0.1519
(0.0129) (0.1406) (0.0069) (0.1050)

フルタイム労働者 0.0084** 0.0443 0.0308*** 0.0056
(0.0037) (0.1813) (0.0096) (0.0534)

有配偶 0.0125** -0.0609 0.0010 -0.0248
(0.0053) (0.0691) (0.0019) (0.0460)

職種 0.0384** 0.0126 0.0860*** 0.0205
(0.0155) (0.1075) (0.0154) (0.2554)

地域属性 -0.0137* -0.0097 -0.0080 0.0446
(0.0072) (0.0641) (0.0060) (0.0500)

group_1 7.7545*** 7.2902***
(0.0409) (0.0369)

group_2 7.4754*** 7.0526***
(0.0158) (0.0139)

difference 0.2791*** 0.2376***
(0.0438) (0.0395)

explained 0.2166*** 0.1885***
(0.0318) (0.0265)

unexplained 0.0625 0.0491
(0.0398) (0.0352)

Constant -0.0673 -0.1156
(0.2714) (0.3108)

Observations 1,416 1,416 1,416 1,187 1,187 1,187
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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表3.13 Oaxaca-Blinder分解による各変数の貢献（フルタイム労働者）
(1) (2) (3) (4) (5) (6)

VARIABLES overall(male) explained(male) unexplained(male) overall(female) explained(female) unexplained(female)

読解力 -0.0122 -0.0331 -0.0001 -0.0136
(0.0103) (0.0502) (0.0062) (0.0370)

数的思考力 0.0485*** 0.0226 0.0032 0.0296
(0.0147) (0.0661) (0.0068) (0.0304)

CBA未回答者ダミー 0.0023 0.0026 0.0003 0.0171
(0.0026) (0.0170) (0.0022) (0.0228)

ITを活用した問題解決能力 -0.0024 0.0054 -0.0100 0.0018
(0.0030) (0.0176) (0.0068) (0.0106)

使用頻度欠損（読解力） -0.0009 0.0016 -0.0003 0.0039
(0.0017) (0.0033) (0.0018) (0.0049)

読解力の使用頻度 0.0292** -0.0550 0.0250*** -0.0918***
(0.0119) (0.0406) (0.0091) (0.0303)

使用頻度欠損（数的思考力） 0.0024 0.0174 -0.0024 -0.0047
(0.0022) (0.0134) (0.0031) (0.0080)

数的思考力の使用頻度 -0.0024 0.0235 0.0003 0.0004
(0.0040) (0.0158) (0.0033) (0.0083)

使用頻度欠損（ICTスキル） 0.0210*** -0.0078 0.0082 -0.0196
(0.0071) (0.0149) (0.0058) (0.0140)

ICTスキルの使用頻度 0.0066 -0.0024 -0.0025 -0.0085
(0.0041) (0.0192) (0.0030) (0.0088)

忍耐力 0.0015 0.0640*** 0.0001 -0.0038
(0.0021) (0.0202) (0.0010) (0.0140)

社会的信頼 0.0068 -0.0270 0.0003 -0.0065
(0.0046) (0.0178) (0.0012) (0.0163)

学習意欲 -0.0001 0.0101 -0.0015 -0.0204
(0.0006) (0.0359) (0.0023) (0.0366)

教育水準 0.0289*** -0.0329 0.0131 0.0529
(0.0109) (0.0941) (0.0111) (0.1105)

労働市場経験年数 0.0378*** 0.2534* 0.0349*** 0.1759
(0.0134) (0.1442) (0.0135) (0.1265)

フルタイム労働者

有配偶 0.0095* -0.0526 0.0105* -0.0235
(0.0051) (0.0703) (0.0063) (0.0497)

職種 0.0241 0.0261 0.0623*** 0.0102
(0.0153) (0.1068) (0.0177) (0.2310)

地域属性 -0.0092 -0.0202 -0.0174 -0.0255
(0.0072) (0.0629) (0.0108) (0.0649)

group_1 7.7798*** 7.4537***
(0.0409) (0.0408)

group_2 7.5362*** 7.2455***
(0.0160) (0.0197)

difference 0.2436*** 0.2082***
(0.0439) (0.0453)

explained 0.1913*** 0.1242***
(0.0310) (0.0325)

unexplained 0.0523 0.0839**
(0.0406) (0.0426)

Constant -0.1433 0.0101
(0.2441) (0.3054)

Observations 1,285 1,285 1,285 638 638 638
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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表3.14 Oaxaca-Blinder分解による各変数の貢献（フルタイム労働者：事業所規模 50
人以上民間部門との比較）

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
VARIABLES overall(male) explained(male) unexplained(male) overall(female) explained(female) unexplained(female)

読解力 0.0039 -0.0695 0.0004 -0.0372
(0.0063) (0.0527) (0.0026) (0.0412)

数的思考力 0.0138 0.0503 0.0006 0.0553
(0.0091) (0.0690) (0.0029) (0.0351)

CBA未回答者ダミー 0.0003 0.0003 -0.0018 0.0222
(0.0010) (0.0179) (0.0035) (0.0271)

ITを活用した問題解決能力 0.0058 0.0075 -0.0195 -0.0013
(0.0046) (0.0183) (0.0141) (0.0120)

使用頻度欠損（読解力） 0.0047 0.0029 0.0018 0.0054
(0.0034) (0.0041) (0.0030) (0.0064)

読解力の使用頻度 0.0275** -0.0629 0.0083 -0.0686**
(0.0128) (0.0427) (0.0069) (0.0313)

使用頻度欠損（数的思考力） 0.0009 0.0155 -0.0058 -0.0074
(0.0017) (0.0135) (0.0058) (0.0090)

数的思考力の使用頻度 0.0039 0.0213 0.0087 -0.0052
(0.0041) (0.0162) (0.0071) (0.0092)

使用頻度欠損（ICTスキル） 0.0110* -0.0082 0.0049 -0.0189
(0.0062) (0.0153) (0.0054) (0.0150)

ICTスキルの使用頻度 0.0001 0.0108 -0.0035 -0.0104
(0.0008) (0.0203) (0.0095) (0.0099)

忍耐力 -0.0016 0.0568*** -0.0001 -0.0148
(0.0032) (0.0199) (0.0018) (0.0149)

社会的信頼 0.0019 -0.0182 0.0007 -0.0084
(0.0047) (0.0184) (0.0021) (0.0184)

学習意欲 -0.0004 0.0184 0.0008 -0.0510
(0.0013) (0.0373) (0.0023) (0.0400)

教育水準 0.0145 -0.0899 -0.0028 0.0802
(0.0112) (0.0973) (0.0118) (0.1195)

労働市場経験年数 0.0398** 0.1708 0.0570** 0.1744
(0.0172) (0.1509) (0.0237) (0.1357)

フルタイム労働者

有配偶 0.0054 -0.0740 0.0075 -0.0368
(0.0061) (0.0731) (0.0072) (0.0525)

職種 0.0085 -0.0353 0.0133 -0.0368
(0.0173) (0.1093) (0.0172) (0.2484)

地域属性 -0.0300** -0.0057 -0.0096 -0.0667
(0.0125) (0.0653) (0.0149) (0.0705)

group_1 7.7798*** 7.4419***
(0.0409) (0.0410)

group_2 7.6873*** 7.3986***
(0.0212) (0.0281)

difference 0.0925** 0.0433
(0.0461) (0.0497)

explained 0.1101*** 0.0609
(0.0369) (0.0379)

unexplained -0.0177 -0.0176
(0.0447) (0.0472)

Constant -0.0088 0.0083
(0.2513) (0.3257)

Observations 763 763 763 344 344 344
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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表3.15 Oaxaca-Blinder分解による各変数の貢献（フルタイム労働者：事業所規模 50
人未満民間部門との比較）

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
VARIABLES overall(male) explained(male) unexplained(male) overall(female) explained(female) unexplained(female)

読解力 -0.0469* -0.0034 -0.0077 -0.0016
(0.0254) (0.0540) (0.0151) (0.0404)

数的思考力 0.0986*** 0.0023 0.0165 0.0192
(0.0322) (0.0709) (0.0198) (0.0331)

CBA未回答者ダミー 0.0049 0.0034 0.0007 0.0096
(0.0066) (0.0180) (0.0021) (0.0240)

ITを活用した問題解決能力 -0.0145* 0.0097 -0.0020 0.0020
(0.0081) (0.0187) (0.0066) (0.0116)

使用頻度欠損（読解力） -0.0034 0.0002 -0.0018 0.0032
(0.0030) (0.0030) (0.0031) (0.0045)

読解力の使用頻度 0.0389* -0.0575 0.0402*** -0.0974***
(0.0209) (0.0434) (0.0148) (0.0318)

使用頻度欠損（数的思考力） 0.0053 0.0198 -0.0013 -0.0038
(0.0041) (0.0141) (0.0037) (0.0082)

数的思考力の使用頻度 -0.0127 0.0278 -0.0065 0.0097
(0.0078) (0.0177) (0.0061) (0.0101)

使用頻度欠損（ICTスキル） 0.0289** -0.0087 0.0045 -0.0241
(0.0138) (0.0152) (0.0095) (0.0151)

ICTスキルの使用頻度 0.0194** -0.0105 -0.0003 -0.0116
(0.0096) (0.0206) (0.0024) (0.0107)

忍耐力 0.0028 0.0703*** -0.0005 -0.0015
(0.0031) (0.0217) (0.0019) (0.0153)

社会的信頼 0.0111 -0.0333 0.0000 -0.0045
(0.0079) (0.0205) (0.0016) (0.0177)

学習意欲 0.0001 0.0009 -0.0033 0.0036
(0.0005) (0.0388) (0.0052) (0.0395)

教育水準 0.0478** 0.0169 0.0285 0.0276
(0.0220) (0.0993) (0.0193) (0.1148)

労働市場経験年数 0.0357*** 0.3106** 0.0102 0.2292*
(0.0129) (0.1527) (0.0121) (0.1358)

フルタイム労働者

有配偶 0.0110* -0.0266 0.0172* -0.0469
(0.0064) (0.0741) (0.0097) (0.0538)

職種 0.0387* -0.0231 0.0839*** 0.0732
(0.0234) (0.1213) (0.0296) (0.2707)

地域属性 0.0074 -0.0581 -0.0144 -0.0281
(0.0069) (0.0685) (0.0129) (0.0700)

group_1 7.7798*** 7.4537***
(0.0409) (0.0408)

group_2 7.3663*** 7.1277***
(0.0223) (0.0261)

difference 0.4135*** 0.3260***
(0.0466) (0.0485)

explained 0.2731*** 0.1639***
(0.0367) (0.0427)

unexplained 0.1404*** 0.1621***
(0.0482) (0.0530)

Constant -0.1003 0.0042
(0.2608) (0.3471)

Observations 698 698 698 414 414 414
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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表3.16 Oaxaca-Blinder分解による各変数の貢献（女性パートタイム労働者）
(1) (2) (3)

VARIABLES overall(female) explained(female) unexplained(female)

読解力 0.0139 -0.0119
(0.0129) (0.0521)

数的思考力 -0.0004 -0.0182
(0.0130) (0.0361)

CBA未回答者ダミー 0.0081 0.0002
(0.0055) (0.0531)

ITを活用した問題解決能力 0.0015 0.0029
(0.0052) (0.0131)

使用頻度欠損（読解力） 0.0134* -0.0064
(0.0071) (0.0175)

読解力の使用頻度 0.0116 -0.0130
(0.0077) (0.0174)

使用頻度欠損（数的思考力） -0.0007 0.0165
(0.0018) (0.0473)

数的思考力の使用頻度 0.0007 -0.0367
(0.0026) (0.0389)

使用頻度欠損（ICTスキル） -0.0045 -0.0140
(0.0062) (0.0964)

ICTスキルの使用頻度 -0.0000 0.0437
(0.0013) (0.0472)

忍耐力 -0.0001 0.0905**
(0.0019) (0.0433)

社会的信頼 0.0020 0.0082
(0.0034) (0.0368)

学習意欲 -0.0011 0.0483
(0.0023) (0.0843)

教育水準 0.0151 0.0677
(0.0121) (0.1414)

労働市場経験年数 0.0045 -0.1780
(0.0049) (0.2859)

有配偶 0.0006 0.1564
(0.0022) (0.1312)

職種 0.0911*** -0.2742
(0.0298) (0.6291)

地域属性 -0.0026 0.0327
(0.0078) (0.0844)

group_1 6.9872***
(0.0672)

group_2 6.8465***
(0.0152)

difference 0.1407**
(0.0689)

explained 0.1532***
(0.0359)

unexplained -0.0125
(0.0686)

Constant 0.0728
(0.6839)

Observations 546 546 546
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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第 4章

若年者就業率における賃金弾力性の

推定

要旨

この研究では、若年者の就業・非就業を決定する労働供給のエクステンシブ・マージン

の賃金弾力性を、日本のデータを用いて推定した。

日本において、2000年代前半期には、失業者の動向とその対策のみならず、就職活動に
至らない若年独身の無業者にも注目が集まった。従来、非労働力者は、専業主婦や高齢者

がほとんどを占めると考えられてきたが、1990年代以降の不況期を通じて若年独身の無業
者が急増した。若年期の就業には技能形成の側面があり、若年無業者の増加は将来の低技

能労働者の増加を招くことが懸念されている。このような就業率の低下に対して、労働所

得税などの減税を通じて手取り賃金率の上昇を促すことでどれだけ就業確率を高めること

ができるのかを示すパラメータすなわち賃金弾性値を得ることが本章の目的である。

この研究では、就業・非就業を示す就業ダミー変数を被説明変数とし、時間当たり賃金

率、非労働所得、その他の若年者の属性を説明変数とした静学的労働供給関数を推定した。

その際、就業若年者の意思決定は、若年者個人のみによるものでなく、若年者の属する世

帯内資源配分の結果によるものと考え、非労働所得に対する除外操作変数として父親と母

親両方の教育水準を用いた。以上の結果から得られたエクステンシブ・マージンの弾力性

の推定値は 0.06である。また、男女別では、女性のほうが、学歴別では、低学歴者ほど賃
金弾力性が高いという結果が得られた。
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4.1 導入

本章では、1990 年代以降の若年者の就業選択の賃金弾性値を推定する。日本において、

2000年代前半期には、失業者の動向とその対策のみならず、就職活動に至らない若年独身

の無業者にも注目が集まった。従来、非労働力者は、専業主婦や高齢者がほとんどを占め

ると考えられてきたが、1990年代以降の不況期を通じて若年独身の無業者が急増した (図

4.1 )。若年期の就業には技能形成の側面があり、若年無業者の増加は将来の低技能労働者

の増加を招くことが懸念されている。

このような就業率の低下の原因の一つとして、不況期を通じた実質賃金率の低下による

若年者の就業意欲の減少が考えられる。この仮説に対して、手取り賃金率 1%の減少に対

して、若年者の就業意欲がどれだけ妨げられたのかという賃金弾性値を得ることが本章の

目的である。また、本章で得られる賃金弾性値は、給付付き税額控除の導入や社会保険料

の減額もしくは職業訓練といった手取りでの時間当たり賃金の上昇を促す政策が、若年者

の就業率上昇にどれだけ貢献できるのかを示すパラメータとしても重要である。　

日本において、所得税制を通じた低所得層への社会政策的給付はたびたび提案される。例

えば、2010年代の旧民主党政権時では「税と社会保障の抜本改革」の一環として給付付き

税額控除が検討された。これは一定以上の勤労所得のある世帯に対し、勤労を条件に税額

控除を与え、所得が低く控除しきれない場合には還付する。税額控除の額は、所得の増加

とともに増加するが、一定の所得で頭打ちになり、それを超えると逓減、最終的に消失す

るという仕組みが考えられていた。現在の日本にとられている社会保障制度は、所得が増

加するとその増加した分だけ社会保障給付は削減される仕組みであるため、給付付き税額

控除を導入することで低所得層が直面する所得の増分に対する給付額の低下率を軽減する
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という意図があった。雇用から得られる所得、すなわち手取りでの時間あたり賃金率の変

動により、就労意欲の反応がどれだけあるかを検討することは、若年無業者を含むと考え

られる低所得層に対する社会保障制度の検討に欠かせないと考えられる。

若年無業の決定要因について計量経済学的に分析した玄田 (2007) は、期待労働所得が低

いと予想される年長者、女性、低学歴者、長期無業者が無業状態を選択しやすいことを実

証した。また、玄田 (2007)では、低所得世帯から就業を希望しない若年者が増えつつある

ことには, 低所得世帯の若者が就業した場合の期待収益率の低下が影響していることを示唆

する結果も得ている｡玄田 (2007) の研究では賃金弾力性の推定は行われていないため、若

年者の時間当たり賃金を高めるような政策がどの程度就業率を高めるかについてはわから

ない。そのため、この論文ではエクステンシブマージンでの賃金弾力性の推定を目標とす

る。また、若年無業者について男性については 70%、女性については 56％という多くが親

と同居しているという現実と親の所得が所得効果を通じて若年労働供給を抑圧していると

いういわゆるパラサイト・シングル仮説を評価するために、親と同居する若年無業者を分

析対象とする。

Keane (2011) によるサーベイに従えば、労働供給の理論的枠組みは、静学的労働供給

モデルと、動学的労働供給モデルの 2つに分けられ、労働供給の賃金弾性値には主にマー

シャリアン弾性値、ヒクシアン弾性値やフリッシュ弾性値という 3つの異なる概念がある。

静学的な労働供給モデルにおいては個人の余暇と消費の選択問題を解くことで労働供給関

数が得られ、賃金が労働供給に与える影響は消費と余暇の代替効果と所得効果の 2つの効

果によって決まる。また、それらの効果を評価する時、非労働所得を一定にした上でのマ

ーシャリアン弾性値、効用水準を一定にした上でのヒクシアン弾性値を用いることができ

る。一方、動学的な労働供給モデルにおいては、貯蓄が可能なことから、今期の余暇と消



第 4章 若年者就業率における賃金弾力性の推定 136

費の代替に加えて、今期と来期の異時点聞の余暇の代替によって今期の労働供給が決まる。

そのため、動学的な労働供給モデルではマーシャリアン弾性値やヒクシアン弾性値に加え

て、異時点間の労働供給の代替の弾力性であるフリッシュ弾性値が定義される*1。

また労働供給の賃金弾性値は、就業していることを条件づけた上で何時間働くかの選択

についてのインテンシブ・マージンと、就業するか否かのエクステンシブ・マージンに関

するものと 2つに分解できる。Saez (2002) が指摘するように、それぞれの賃金弾力性の大

きさの違いが税や補助金が厚生に与える効果に大きな影響を与える。　

労働供給関数を推定にするためには、多くの計量経済学的な問題が指摘されている。静

学的モデル、動学的モデルどちらを前提にしても、非労働所得と誤差項の間に相関があり

うる。これは、データからは観察できない個人の選好によって起こりうる。例えば、より長

く働くことを好むという勤勉な選好を持つ個人は、貯蓄をしがちであるならばそれだけ資

産から得られる非労働所得も多くなりうる。このことが現実的だと例として思われるのは、

Pencavel (1986) による、単純な線形回帰による労働供給関数の推定結果の報告である。こ

の論文では、資産収入の係数が正になってしまったことが報告されている。また、この論文

では親と同居する若年の労働供給行動を分析対象とするが、この場合、本人以外の家族の

収入も非労働所得として取り扱うが、その他家族の収入は、子供が勤勉でないために、親

が養わざるをえないような関係もありうるため内生となる*2。このような内生性の対策と

してパネルデータを用いた固定効果推定を行う方法*3、もしくは非労働所得について操作

変数を用いる方法がある。

本章では先行研究 (玄田, 2007) と同様に、1992年、1997年、2002年に実施された就業

*1 それぞれの賃金弾性値の概念について、詳しくは黒田・山本 (2007)を参照されたい
*2 社会学的な視点ではあるが、山田 (1999, 2004)を参照されたい。
*3 女性の労働供給行動ではあるが、例えば Yamada (2011)がある。
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構造基本調査の個票を用いることで、十分大きなサンプルサイズを確保する。玄田 (2007)

は日本の若年者の無業や失業を分析するにおいて、通常の世帯調査で把握される無業者の

サンプルサイズが小さいために、若年無業者の分析では少数個人に対する聞き取り調査や、

限られた標本サイズの分析による、結果の一般性および信頼性の懸念から、若年無業に関

する信頼できる調査として就業構造基本調査を用いる手法を採用した。玄田 (2007) によ

る分析では外生変数として扱われている非労働所得について、世帯収入がその他の世帯構

成員の就業行動で決まることで生じる内生性に対処するために、本章での分析は同居する

家族の属性を把握できる就業構造基本調査の利点を活用して、同居する家族のうち世帯主

およびその配偶者の最終学歴を除外操作変数として用いる。世帯主の子である若年者の労

働供給の意思決定の時点では世帯主およびその配偶者の最終学歴は所与であり非労働所得

の多寡を通じてしか若年者の労働供給に影響を与えない外生変数と想定することで、非労

働所得についての内生性に対処する。その一方で、本論文の限界として若年者が直面する

賃金の決定も内生性があるがそれに対し十分な検討をできていないことをここで注意して

おきたい。本章の分析で行う、就業構造基本調査というクロスセクションデータを用いて

賃金弾力性の推計は、サンプルにおける無業者の期待賃金率と有業者の賃金率との間に差

異があることを前提に、その差異はそれぞれの労働供給行動を決定するが分析者には観察

できない誤差項と独立であるという仮定のもとに行われている。この観察できない労働供

給行動の要因によって無業者と有業者それぞれが直面する市場賃金率が異なるモデルを想

定したとき、賃金弾力性の推定には内生性が生じる。労働供給に関する研究は多くあるが、

Devereux (2003) が指摘するように賃金弾力性の推定はモデルの特定化に対し敏感であり、

手法を問わずさらなる研究の蓄積が必要である。また、モデルの特定化によるバイアスを

避ける方法として Eissa and Liebman (1996)や Blundell et al. (1998) のような税制の変
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更を自然実験として用いるアプローチがあるが、自然実験として用いることができる適切

な政策変更が関心のある期間に起きなければ推定が不可能という問題がある。このような

税制の変更を用いた分析としてMuroga (2020)がある。

本章では、1990 年代の不況期を通じた賃金の低下が就業意欲をどれだけ妨げたのかを、

賃金低下による代替効果と所得効果を併せたマーシャリアン弾力性を推定することで示す。

用いるデータは、日本の若年者についてパネルデータでは得られない大きなサンプルサイ

ズを有す就業構造基本調査を用いて推定を行う。1992年から 2002年までに 3回行われた

就業構造基本調査の個票データを活かし、世帯所得の内生性を考慮した操作変数推定を用

いて労働供給関数を推定する。若年者の意思決定は、若年者個人のみによるものでなく、若

年者の属する世帯内資源配分の結果によるものかもしれない。そのため、若年者の労働供

給とその他の家族構成員との労働供給もしくは所得とが同時決定となり双方向に因果関係

をもつ可能性がある。この同時性バイアスに対処するため、本章では父親と母親両方の教

育水準を操作変数として用いた。サンプルを両親と同居するものに限定しているが、若年

独身者の親との同居確率は 80%と高いものの、ここで得られた値は若年無業者全体を母集

団としたときの値ではなく、親と同居する無業者に関する弾力性である点については留意

が必要である。

推定の結果、世帯所得の内生性を考慮しない場合、世帯所得の効果は過小に評価され、一

方、賃金弾力性が非常に高く評価されることを示した。本章で得られた賃金弾力性の推定値

は全サンプルで 0.06、男性で 0.05、女性では 0.09と推定された。男性と比べ女性の弾性値

が高いという傾向は欧米での研究とも整合的である。例えば、静学的な労働供給のマーシ

ャリアン弾性値について 30の先行研究から得られた弾性値をまとめた Evers et al. (2008)

は男性についての弾性値の平均値が 0.07 に比べ、女性についての弾性値の平均値の方が
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0.43と高いとしている。また、学歴別に見たとき、就業率が顕著に低下している低学歴者

ほど、賃金弾力性が高い。

本章の貢献は、日本における両親と同居している若年者の労働供給についてエクステン

シブ・マージンのマーシャリアン弾性値を、個票データを用いて推定したことにある。本

章よりも広い年齢層 (25歳以上 55歳未満)を対象にした別所 (2010) では世帯所得の内生

性の問題について、単身世帯のみを対象にすることで家族間での資源配分問題を捨象する

という方法を用いて労働供給の賃金弾力性を推定している。これに対し、本章は若年無業

者について単身世帯が 14%しかいないというサンプルの偏りを避けるため、より若年者サ

ンプル全体の平均に近い属性を持つ両親と同居している世帯について操作変数を用いた推

定という別の手段をとった*4。

また、本章では学歴グループごとで弾性値に大きな違いがあることを示した。低学歴者

の賃金弾性値について、Abe and Tamada (2010) は就業構造基本調査の集計データから

25歳以上 59歳以下の中卒男性についてエクステンシブ・マージンの弾性値を推定し 0.15

という値を得ているが、本章ではサンプルサイズが大きな個票データを用いることで、他

の学歴グループとの弾性値の違いを推定した。本章では、20歳以上 29歳以下の中卒男性

については 0.18、中卒女性では 1.27と推定され、0.01と推定された大卒男性女性と比べ、

低学歴層で賃金弾力性が高いということを示した。特に、中卒女性にとって時間当たりの

賃金の上昇は就労確率を非常に高めるという政策的な示唆が得られた。

*4 別所 (2010) では、サンプル全体 (25歳以上 55歳未満単身者)でのエクステンシブ・マージンの弾性値の
推定値は 0.05、男性については 0.01、女性については 0.144と報告されており、対象と手法が異なる本章
と比べ推定値に若干の違いがあるが、男女間の大きさや男女計の推定値について一貫性のある結果が報告

されている。



第 4章 若年者就業率における賃金弾力性の推定 140

4.2 推定モデル

本章では、静学的な労働供給モデルの実証を行う。そこで、本章では次のような労働供

給モデルを考える。個人は基準財 xと余暇 lによる効用関数 U(x, l)を、処分可能な総時間

T と市場から得られる市場賃金率 w、不労収入である世帯収入 Aで定義される予算制約式

x = w (T − l) + Aのもとで最大化する最適化問題に直面しているとする。Tと Aを所与

としたとき、賃金に関してこの個人が就労する条件すなわち (T − l) > 0 となる条件は

w >
Ul

Ux
| T = l, x = A (4.1)

である。つまり、個人が就労していないときの基準財と余暇の限界代替率を市場賃金率が

上回るとき、個人は就労する。この個人が就労していないときの基準財と余暇の限界代替

率を留保賃金率 wr と定義する。個人が就労したとき得られる賃金率の対数値 ln(w) が個

人の留保賃金率の対数値 ln(wr)を上回るとき個人は就労する。また個人の留保賃金率の対

数値 ln(wr)を観察できる個人の属性 z1、世帯収入 y2、その他の観察できない個人の選好

や家族属性などが含まれる誤差項 u1 による線形関数で表現することで、次のようなプロビ

ット推定モデルとして労働供給関数を得ることができる。

y∗1 = ln (w)− ln (wr) = ln (w) + z1δ1 + α1y2 + u1 (4.2)

y1 = 1 [y∗1 > 0]

誤差項 u1 が正規分布に従いかつ説明変数である個人の属性 z1、世帯収入 y1 と相関しな
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いとき、それぞれのパラメータ δ1, α1 をプロビット推定が可能である。静学的な労働供給

モデルでは、賃金率の上昇は就労確率を上昇させる正の効果をもち、本人以外の世帯所得

は不労所得として労働意欲を妨げ、就労確率を低くすることが予想されるため、α1 は負の

値をとると予想される。

ただし、労働供給関数の推定において、本人を除く世帯所得という変数は内生である可

能性が高い。まず本人以外の世帯所得が若年者の労働供給に与える因果関係を推定する際、

若年者の労働供給もしくはそこから得られる所得が配偶者、両親の労働供給に影響を与え

るという逆因果がバイアスを生む可能性がある。例えば、ここで挙げたモデルと異なり、意

思決定の主体が世帯である場合が考える。この場合、世帯の構成員の労働供給は、世帯の

構成員それぞれの選好で規定される何らかの単一の目的関数を最大化するように同時決定

される。この時、若年者個人の観察されない選好は、本人の労働供給のみならず両親の労

働もしくはそこから得られる労働所得に影響を与える。

そこで本章では、労働供給関数における世帯所得を外生変数として扱う推定と、内生変

数として扱う推定をそれぞれ行った。また、未就業者についての賃金率のデータは存在し

ないため、本章では先行研究に倣い、まず賃金関数を父親と母親両方の教育水準を就業決

定の除外操作変数としてヘックマン 2段階推定を行うことで、未就業者の期待賃金率にそ

の推定された当てはめ値を用いる。また、賃金関数については、時間当たり賃金率（円）を

対数化した対数賃金を被説明変数に、年齢、女性ダミー、高卒ダミー、短大・高専ダミー、

大卒ダミー、居住区について三大都市圏ダミー変数を説明変数として推定した*5。

内生性を考慮しない推定では、まず賃金関数について世帯所得を除外操作変数としてヘ

ックマン 2段階推定を行うことで、未就業者の期待賃金率の当てはめ値を推定する。その

*5 この節で用いられた変数の定義など詳細は次節を参照
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当てはめ値を用いて、労働供給関数をプロビット推定した。このプロビット推定では、就業

していれば 1をとる就業ダミーを被説明変数とし、年齢、女性ダミー、高卒ダミー、短大

・高専ダミー、大卒ダミー、居住区について三大都市圏ダミー変数という制御変数と、対

数賃金と世帯所得を説明変数として推定している。

これに対して、世帯所得の内生性を考慮した推定では、世帯所得の同時性バイアスに対

処するため、父親と母親両方の教育水準を除外操作変数として用い、ヘックマン二段階推

定を行うことで、まず、未就業者の期待賃金率の当てはめ値を推定する。次にその当ては

め値を用いて、労働供給関数について操作変数プロビット推定を行った。ここでは、上記

と同様の、就業ダミーを被説明変数とし、年齢、女性ダミー、高卒ダミー、短大・高専ダ

ミー、大卒ダミー、三大都市圏ダミー変数という制御変数と、対数賃金と世帯所得を説明

変数とした労働供給関数に推定しているが、こちらの推定では世帯所得を内生変数と考え、

父親と母親両方の教育水準を除外外生変数として操作変数プロビット推定を行った。

それぞれの推定は、他の回帰から得られた推定量を説明変数として推定を繰り返すもの

であり、得られたパラメータの標準誤差の計算は複雑である。そこで、本章では 500回分

のブートストラップ標本を用い、それぞれの推定量の標準誤差を推定する。

　整理すると、本章の推定手順は以下のとおりである。

1. 世帯所得の内生性を考慮しない推定

（a）　世帯所得を除外操作変数として労働参加によるサンプルセレクションを補正

したミンサー型賃金関数の推定を行う。

（b）　未就業者の賃金率の当てはめ値を、推定された賃金関数から得る。

（c）両親の教育水準を除外操作変数として、世帯所得の内生性を考慮した(4.1)およ

び(4.2)式の労働供給関数のパラメータの推定を行う。
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2. 世帯所得の内生性を考慮した推定

（a）父親と母親両方の教育水準を除外外生変数として労働参加によるサンプルセレ

クションを補正したミンサー型賃金関数の推定を行う。

（b）未就業者の賃金率の当てはめ値を、推定された賃金関数から得る。

（c）両親の教育水準を除外操作変数として、世帯所得の内生性を考慮した(4.1)およ

び(4.2)式の労働供給関数のパラメータの推定を行う。

4.3 データセット

この節では、データセットの説明を行う。本章では、1992年、1997年、2002年に実施

された就業構造基本調査の個票を用いる。就業構造基本調査は 5年に 1度行われている指

定統計であり、一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報センターから学術研究のために

提供された秘匿処理済みの個票データを用いる。

分析対象として、20歳以上 30歳未満で、通学者、学歴不詳者および配偶者を有する個人

を除いたサンプルを用いる。また、賃金労働者と異なる就業形態である「自営業者」「自家

営業の手伝い」「家庭で内職」を取り除いている。また、識別戦略のために、世帯主との続

き柄が「子」となっている者のみをサンプルとして選んだ。また、提供されたデータでは家

族構成について、それぞれ 1992年では「特定家族類型」、1997年では「家族類型 7区分」、

2002年では「家族類型 12区分」という変数で分類されており、ここではいずれも「夫婦と

子供からなる世帯」に属するものをサンプルに用いた。

就業構造基本調査は年間所得、労働日数と週当たり労働時間が階級データで与えられて

いるため、それぞれの中間値から賃金率を推定した。また、本人を除く世帯所得も同様に

世帯年収の中間値から若年本人の労働所得の中間値を差し引くことで作成した。
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また、個人の最終教育は「中学」「高校」「短大・高専」「大学・大学院」のカテゴリーデー

タに与えられている。ここで学卒者を対象にしているため、それぞれ「中卒」「高卒」「短大

・高専」「大卒」の 4つのダミー変数を作成した。また、両親の教育水準もカテゴリーデー

タで与えられている。それぞれの最終学歴に応じて、「中学」なら 9年、「高校」なら 12年、

「短大・高専」なら 14年、「大学・大学院」であれば 16年という値をとる「教育年数」と

いう変数を作成し、除外操作変数に用いる。両親の教育水準についてそれぞれ除外操作変

数としてダミー変数を作成することも可能だが、世帯所得と除外操作変数の相関が弱いと

き、推定量に大きなバイアスが生じるWeak Instrumentsの問題をここでは考慮した。ま

た、秘匿処理によって、居住地は三大都市圏に在住か否か、年齢は 5歳刻みのデータであ

たえられており、ここでは三大都市圏に住んでいるものは 1をとるダミー変数、25-29歳で

あれば１をとるダミーを作成した。

これらの標本統計量は、表 4.1 のとおりである。図 4.2 で示すように就業ダミーの平均

値が 1992年は 0.92に対して、1997年では 0.88、2002年では 0.84と記述統計からも就業

率が落ち込んできていることが分かる。また、賃金率、世帯所得は 1992年から 1997年に

上昇し、2002年では 1992年を下回る水準となっていることがわかる。また、1992年から

2002年にかけて高学歴化が進んでおり、1992年時点のサンプルには 16%の大卒が含まれ

ているのに対し、2002年では 20%を超える水準に達している。次に学歴ごとに就業率の

推移を見た。図 4.3 、図 4.4 では、就業率の低下がそもそも就業率の低い低学歴者層に集

中していることをしめしている。このことは、低学歴者の期待賃金率が低いため、就労確

率が低いと解釈でできる。
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4.4 賃金弾力性の推定結果

表 4.2 では、労働供給関数の推定結果を示した。ここでは、サンプルを全サンプル、男

性と女性に分けそれぞれの限界効果を示している。

まず、本人を除く世帯所得の効果であるが、外生的な世帯所得の効果は負である。これ

は、不労所得が若年者の勤労意欲を下げるという標準的な労働供給モデルの示唆と整合的

である。次に、世帯所得の内生性についてであるが、世帯所得の内生性を考慮したとき、外

生的な不労所得 100万円の増加は平均的に就労確率を 2パーセンテージポイント下げると

いう結果が得られた。また、世帯所得の内生性を考慮しないとき、世帯所得の限界効果は

過小評価されていることが分かる。これには、2つの解釈が与えられる。1つは世帯所得と

誤差項に正の相関がある場合である。これは、若年者にとってより働きたいと思わせる選

好もしくは観察されない世帯状況が他の世帯構成員の労働意欲もしくは労働所得を上昇さ

せている場合である。例えば、本章の推定では、居住区の効果は三大都市圏に住んでいる

かどうかしか制御できていないため、観察できない地域属性が誤差項に含まれていると考

えられる。ある世帯の居住区が世帯員全員にとって働くのに非常に好都合である場合が世

帯所得の効果は正のバイアスをもって推定される。2つめは、世帯所得に計測誤差が存在す

る場合である。このような計測誤差が存在する場合、世帯所得の効果は 0方向にバイアス

をもち、過小に推定される。この傾向は 1992年、1997年、および 2002年のサブサンプル

ごとに推定を行った表 4.3、表 4.4、表 4.5でも同様に観察された。

次に、対数賃金の効果であるが、これも労働供給モデルが示唆するように対数賃金の 1%

の上昇は就労確率を平均的に 5パーセンテージポイント上昇させる。特にこの効果は女性

に強く見られ、平均的な男性の限界効果が 0.037に対し、平均的な女性の限界効果は 0.076
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と非常に高い。世帯所得を考慮した場合とそうでない場合との比較について、男女で異な

る結果が得られた。世帯所得の内生性を考慮しない場合、男性にとっての賃金の効果は過

大に評価され、女性にとっての賃金の効果は過小に評価されている。

また、賃金率、学歴を制御したとき、女性は男性よりも勤労意欲が高いといえる。本章

は、配偶者のいない者のみを対象としているため、結婚して家庭に入ることよりも、結婚

せずに労働を選ぶというサンプル特有の選好を表しているかもしれない。ただし、世帯所

得の内生性を考慮したとき、女性は男性に比べ有意に就労確率が高いものの、その差は大

きくない。

年齢の効果については、全サンプルでみると 25-29歳の者の方が 20-24歳に比べ就労確

率が低いことが分かる。内生性を考慮したとき、男性に関しては有意ではないものの、内

生性を考慮した場合と考慮しない場合ともに 25-29歳の者の方が就労確率は低いことが分

かる。ここでは、賃金率は制御されているため、年齢の上昇は留保賃金を高めるというこ

とが示唆される。例えば、労働市場経験による人的資本の蓄積は、求職活動時の期待賃金

率を高める。そのため、企業から同額の賃金率の賃金率を提示されたとき、市場経験年数

の少ない 20-24 歳に比べ、25-29 歳の者の方がその提示を受託せず求職活動する確率は高

いと考えられる。

学歴の効果については、世帯所得の内生性を考慮したときと考慮しない場合とで非常に

異なる。世帯所得の内生性を考慮した場合、男女計、男性、女性ともに高学歴者ほど労働意

欲が高いといえるのに対し、内生性を考慮しない場合、低学歴者ほど労働意欲が高いとい

える。本章の推定では、賃金率を制御しているため、これら学歴の効果は、年齢同様留保賃

金に影響を与えると考えられる。学歴が留保賃金に与える効果としては、年齢同様に人的

資本の蓄積を促し留保賃金を上昇させる効果があるが、それ以外に学歴という変数はその
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個人の選好の代理指数という側面もある。そのため、世帯所得の内生性を考慮した際、高

学歴の選好は人的資本による期待賃金率の効果を上回るほど留保賃金を非常に低くし、就

労確率を高めるという解釈ができる。

世帯所得の内生性を考慮しないときに生じる対数賃金の限界効果のバイアスの方向は、

男女間で異なるように見えるが、これは男女別サンプルの平均で評価したためであり、女

性ダミー以外の説明変数を同じ値として限界効果を評価した場合、対数賃金についての限

界効果は過大に推定されていることが分かる。例えば「対数賃金」を 7とし*6、「世帯所得」

が 690万円の 1992年における 20~24歳の高卒と固定して評価することで確認できる。こ

の場合、男性について内生性を考慮した対数賃金の限界効果は 0.03に対し、内生性を考慮

しない場合の限界効果は 1.02と対数賃金の効果は過大に評されており、女性については前

者が 0.10に対し、後者が 0.52と男女ともに世帯所得の内生性を考慮しない場合と対数賃

金の限界効果は過大に評価されることが分かる。

また、賃金弾力性の推定値にも、対数賃金の限界効果と同様のバイアスが生じる。就業

確率は推定されたパラメータに関する標準正規分布の分布関数 Φで評価できる。本節から

得られたパラメータを用い、就業ダミーの条件付き期待値 Φ(w, z1, y2)を得れば、その賃金

弾力性を以下の式から推定できる。

∂Φ(w, z1, y2)

∂w
∗ w

Φ(w, z1,y2)
=

∂Φ(w, z1, y2)

∂ ln (w) ∗ 1

Φ(w, z1,y2)
(4.3)

表 4.6 が示すように対数賃金の限界効果と同様に賃金弾力性に関しても、全サンプル男

女すべてにおいて内生性を考慮しない場合、賃金弾力性は高く評価されている。また、世

帯所得の内生性を考慮し単身世帯のみで推定した別所 (2010)と、今回の両親と同居する若

*6 この時、時間当たり賃金率は約 1097円である。
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年者を用いて内生性を考慮して推定した賃金弾力性は非常に似た結果となっており、それ

ぞれ補完的な結果を得た。また、男女で賃金弾力性を比較した際、女性の方が高い値をと

っている。

4.5 学歴グループ間の賃金弾力性

最後に、学歴別に見た賃金弾力性を推定する。図 4.3 、図 4.4 が示すように近年の就業

率の低下は低学歴グループに集中している。この低学歴グループの就業率の低下が 90年代

の不況を通じた賃金率の低下によるものであれば、低学歴グループについて税引き後の賃

金率を上げる政策は就業率を引き上げると予測される。一方、このグループの就業率が賃

金率にあまり反応しない場合、その他の世帯や個人の属性が重要な役割を果たしていると

解釈される。そこで、男女それぞれ学歴を中卒、高卒、短大・高専、大卒の 4つの区分で分

け、それぞれの賃金弾力性を推定した。

表 3はその結果である。まず、低学歴者ほど賃金弾力性が高いことがうかがえる。この

ことは、女性の低学歴者に対し税引き後の賃金率の向上が就業率を上昇させるという政策

的示唆を含んでいる。ただし、大卒者については男女ともに非常に小さい。図 4.3 、図 4.4

では、大卒者とくに男性大卒者の就業率は低下しているが、その要因として賃金率以外の

世帯属性や個人属性の変化が重要だと思われる。また、先行研究で指摘されてきた女性の

ほうが、賃金弾力性が高いということについては、学歴別ごとにみても同様である。また、

中卒男性についての賃金弾力性は 0.17であり、Abe and Tamada (2010)で得られた推定

値 0.15とも整合的である。　
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4.6 本章での結論

本章では、1992年から 2002年までの若年者の就業率について、就業するか否かについ

て労働供給関数、その賃金弾力性を推定した。また、本章では、労働供給関数を推定する際

に問題になる世帯所得の内生性を考慮し、操作変数法を用いて推定した。その結果、世帯

所得の内生性を考慮しない場合、世帯所得の効果は過小に評価され、一方、賃金弾力性が

非常に高く評価されることを示した。

本章で得られた賃金弾力性の推定値は全サンプルで 0.06、男性で 0.05、女性について

0.09であり、先行研究と整合的である。また、学歴別に見たとき、就業率が顕著に低下し

ている低学歴者ほど、賃金弾力性が高い。

2010年代の旧民主党政権時では「税と社会保障の抜本改革」の一環として検討された給

付付き税額控除のように、低所得層への社会政策的給付はたびたび提案される。本章の結果

は、これらの政策が大きく関心を持つ低所得層の労働インセンティブに対して肯定的な示

唆をもつ。本章での結果、高い賃金弾力性を見いだされたのは無業層も多く、賃金率も比較

的低い低学歴層であった。これに対しては、職業訓練による低学歴者の限界生産性を向上

させる政策を通じて、低学歴者をより高い賃金率で雇うインセンティブを企業に与えるこ

とで改善できると考えられる。以上のことから、給付付き税額控除の導入や職業訓練支援

等の政策を通じた、労働者の税引き後の賃金率の上昇による就業率の改善は可能と考える。
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4.7 図表

図4.1 若年者の就業率の推移（男女計）

出所：労働力調査
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図4.2 就業率の低下（男女計、両親と同居する 20-29歳、ただし通学者、自営業者は除く）

出所：就業構造基本調査より著者作成

図4.3 男性の就業率の推移 (両親と同居する 20-29歳、ただし通学者、自営業者は除く)

出所：就業構造基本調査より作成
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図4.4 女性の就業率の推移 (両親と同居する 20-29歳、ただし通学者、自営業者は除く)

出所：就業構造基本調査より著者作成
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表4.1 記述統計量 (20-29歳、両親と同居する未婚者、ただし通学者、自営業者は除く)

調査年 1992年 1997年 2002年

変数 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

就業ダミー 0.92 0.28 0.88 0.32 0.84 0.36
三大都市圏ダミー 0.42 0.49 0.41 0.49 0.37 0.48
女性 0.53 0.50 0.52 0.49 0.51 0.49
年齢 23.90 2.42 24.22 2,48 24.61 2.49
高卒 0.52 0.50 0.48 0.50 0.43 050
短大・高専 0.27 0.44 0.29 0.46 0.29 0.45
大卒 0.16 0.36 0.18 0.38 0.22 0.22
世帯所得（百万円) 7.02 3.26 7.43 3.27 6.90 3.36
時間当たり賃金率 (円) 1247.64 548.63 1348.09 580.80 1223.10 562.42
教育年数（父) 11.31 2.28 11.67 2.31 11.96 2.37
教育年数（母) 10.97 1.73 11.37 1.74 11.72 1.75
標本数 35905 34836 27796
出所：就業構造基本調査より著者推定、変数の定義は本文に従う

変数の説明

・「就業ダミー」：有業であれば１、そうでなければ 0をとるダミー変数
・「三大都市圏ダミー」：三大都市圏に住んでいるものは 1をとるダミー変数
・「女性」：女性であれば 1をとるダミー変数
・「高卒」：最終学歴が「高校」であれば 1をとるダミー
・「短大・高専」：最終学歴が「短大・高専」であれば 1をとるダミー
・「大卒」：最終学歴が「大学・大学院」であれば 1をとるダミー
・「世帯所得」：世帯年収から若年本人の労働所得を差し引いたもの

・「時間当たり賃金率」：時間当たり賃金率

・「教育年数（父）」：父親の教育水準。「中学」なら 9年、「高校」なら 12年、「短大・高専」
なら 14年、「大学・大学院」であれば 16年という値をとる。
・「教育年数（母）」：母親の教育水準。「中学」なら 9年、「高校」なら 12年、「短大・高専」
なら 14年、「大学・大学院」であれば 16年という値をとる。
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表4.2 就業決定モデルの推定 (20-29歳、両親と同居する未婚者、ただし通学者、自営業者は除く)

被説明変数:就業ダミー 全サンプル 男性 女性

世帯所得の内生性 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮

対数時間当たり賃金率 0.056 0.051 0.104 0.037 0.007 0.076
　 (0.021) (0.003) 　 (0.003) (0.004) 　 (0.001) (0.003)
世帯所得 -0.000 -0.021 　 -0.000 -0.032 　 -0.000 -0.022

(0.000) (0.001) (0.000) (0.015) (0.000) (0.002)
三大都市圏 -0.006 -0.002 　 0.001 -0.011 　 -0.001 -0.017

(0.001) (0.002) (0.001) (0.003) (0.000) (0.003)
女性 0.005 0.001

(0.004) (0.002)
年齢 -0.011 -0.02 -0.019 -0.005 -0.001 -0.039
　 (0.001) (0.002) 　 (0.001) (0.004) 　 (0.000) (0.003)
高卒 -0.011 0.134 -0.008 0.129 -0.013 0.153

(0.001) (0.042) (0.001) (0.057) (0.001) (0.001)
短大・高専 -0.018 0.154 -0.004 0.123 -0.026 0.200

(0.002) (0.003) (0.002) (0.004) (0.003) (0.007)
大卒 -0.038 0.134 -0.02 0.138 -0.124. 0.132

(0.003) (0.003) (0.002) (0.004) (0.014) (0.004)
N 98537 98537 　 47426 47426 　 51111 51111
注：プロビット推定による限界効果推定値の平均値を報告

（）内は 500回分のブートストラップ標本による標準誤差
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表4.3 就業決定モデルの推定 (1992年)

被説明変数:就業ダミー 全サンプル 男性 女性

世帯所得の内生性 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮

対数時間当たり賃金率 0.047 0.047 0.037 0.023 0.006 0.069
　 (0.004) (0.004) 　 (0.005) (0.005) 　 (0.006) (0.007)
世帯所得 -0.010 -0.012 　 -0.009 -0.052 　 -0.017 -0.006

(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.002)
三大都市圏 -0.028 -0.021 　 -0.023 -0.019 　 -0.035 -0.049

(0.002) (0.002) (0.019) (0.020) (0.003) (0.003)
女性 0.095 0.037

(0.013) (0.013)
年齢 -0.011 -0.011 0.001 -0.002 -0.022 -0.020
　 (0.001) (0.001) 　 (0.001) (0.001) 　 (0.001) (0.001)
高卒 -0.026 0.033 -0.015 -0.059 -0.021 -0.057

(0.005) (0.002) (0.003) (0.005) (0.008) (0.011)
短大・高専 -0.054 0.016 -0.089 0.014 -0.256 0.081

(0.002) (0.002) (0.004) (0.003) (0.092) (0.031)
大卒 -0.116 0.139 -0.0827 0.105 -0.160 0.177

(0.007) (0.009) (0.007) (0.012) (0.013) (0.016)
N 35905 35905 16830 16830 19075 19075
注：、20-29歳、両親と同居する未婚者、ただし通学者、自営業者は除く
プロビット推定による限界効果推定値の平均値を報告

（）内は 500回分のブートストラップ標本による標準誤差



第 4章 若年者就業率における賃金弾力性の推定 156

表4.4 就業決定モデルの推定 (1997年)

被説明変数:就業ダミー 全サンプル 男性 女性

世帯所得の内生性 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮

対数時間当たり賃金率 0.079 0.061 0.081 0.044 0.008 0.089
　 (0.004) (0.005) 　 (0.007) (0.007) 　 (0.002) (0.008)
世帯所得 -0.001 -0.002 　 -0.001 -0.002 　 -0.002 -0.002

(0.001) (0.001) (0.001) (0.002) (0.002) (0.002)
三大都市圏 -0.028 -0.028 　 -0.029 -0.024 　 -0.026 -0.030

(0.003) (0.003) (0.005) (0.005) (0.004) (0.005)
女性 0.003 0.002

(0.003) (0.003)
年齢 -0.005 -0.002 -0.009 -0.007 -0.005 -0.002
　 (0.005) (0.001) 　 (0.001) (0.007) 　 (0.001) (0.004)
高卒 -0.107 0.113 -0.081 0.090 -0.165 0.012

(0.007) (0.007) (0.007) (0.008) (0.012) (0.013)
短大・高専 -0.138 0.155 -0.095 0.116 -0.204 0.214

(0.007) (0.009) (0.009) (0.011) (0.013) (0.016)
大卒 -0.112 0.140 -0.076 0.109 -0.180 0.199

(0.007) (0.009) (0.009) (0.012) (0.014) (0.018)
N 34836 34836 　 16,775 16775 　 18061 18061
注：、20-29歳、両親と同居する未婚者、ただし通学者、自営業者は除く
プロビット推定による限界効果推定値の平均値を報告

（）内は 500回分のブートストラップ標本による標準誤差
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表4.5 就業決定モデルの推定 (2002年)

被説明変数:就業ダミー 全サンプル 男性 女性

世帯所得の内生性 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮 考慮せず 考慮

対数時間当たり賃金率 0.037 0.030 0.071 0.084 0.092 0.023
　 (0.006) (0.006) 　 (0.008) (0.008) 　 (0.008) (0.009)
世帯所得 -0.023 -0.024 　 -0.003 -0.002 　 -0.019 -0.201

(6.14e) (1.71e) (8.96e) (1.97e) (8.45e) (2.69e)
三大都市圏 -0.022 -0.027 　 -0.022 -0.013 　 -0.025 -0.027

(0.004) (0.005) (0.006) (0.007) (0.006) (0.007)
女性 -0.081 0.022

(0.035) (0.009)
年齢 -0.008 -0.004 0.003 0.002 0.003 0.004
　 (0.007) (0.008) 　 (0.001) (0.001) 　 (0.001) (0.001)
高卒 0.013 0.015 0.014 0.012 0.018 0.019

(0.008) (0.009) (0.012) (0.012) (0.015) (0.016)
短大・高専 0.019 0.021 0.015 0.017 0.045 0.065

(0.009) (0.014) (0.012) (0.014) (0.015) (0.017)
大卒 0.144 0.177 0.112 0.157 0.211 0.240

(0.009) (0.011) (0.011) (0.014) (0.016) (0.020)
N 27796 27796 　 13821 13821 　 13975 13975
注：、20-29歳、両親と同居する未婚者、ただし通学者、自営業者は除く
プロビット推定による限界効果推定値の平均値を報告

（）内は 500回分のブートストラップ標本による標準誤差
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表4.6 世帯所得の内生性を考慮した就業確率の賃金弾力性の推定 (20-29歳の両親と同
居する未婚者、ただし通学者および単身世帯除く)

賃金弾力性 全サンプル 男性 女性

内生性を考慮せず 0.94 (0.0009) 0.83 (0.0010) 1.01 (0.0016)
内生性を考慮 0.06 (0.0001) 0.05 (0.0001) 0.09 (0.0002)
（）内は 500回分のブートストラップ標本による標準誤差

表4.7 男女学歴別賃金弾力性の推定 (20-29歳の両親と同居する未婚者、ただし通学者
および単身世帯除く)

学歴 中卒 高卒 短大・高専 大卒

男性 0.18 (0.06) 0.06 (0.01) 0.04 (0.01) 0.01 (0.02)
女性 1.27 (0.60) 0.11 (0.01) 0.07 (0.03) 0.01 (0.06)
注：（）内は 500回分のブートストラップ標本による標準誤差

表4.8 20-29歳の労働市場参加率の構成比 (20-29歳の両親と同居する未婚者、ただし
通学者および単身世帯除く)

男性 中卒 高卒 短大・高専 大卒

就業者 0.74 0.89 0.92 0.92
求職者 0.19 0.08 0.07 0.07
非求職者 0.07 0.02 0.01 0.01

女性 中卒 高卒 短大・高専 大卒

就業者 0.58 0.87 0.91 0.90
求職者 0.27 0.10 0.07 0.08
非求職者 0.15 0.03 0.02 0.02
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第 5章

海外現地法人の雇用創出・喪失と日

本国内雇用との関係について

要旨

本章は、国内および海外に子会社をもつことで企業グループを形成する多国籍企業の海

外事業活動規模の拡大によって、企業グループ全体の国内労働需要にいかなる影響を及ぼ

すのかを分析する。用いるのは、「経済産業省企業活動基本調査」（1992年および 1995年
から 2013年まで）および「海外事業活動基本調査」（1996年から 2013年まで）の調査票
情報である。その結果、1990年代以降の日本製造業企業の海外進出を促したマクロ経済的
なショックは、企業売上高、国内賃金成長率を制御した上では、国内従業者数の成長率に

対して正の影響は与えず、点推定で見ると海外現地法人従業者数の成長率 1%に対して国
内従業者数は 0.01%減少するという小さくまた統計的に非有意な雇用減少をもたらすとい
う結果が得られた。これらの統計的に有意でない結果は、推定における標準誤差の大きい

ということもあり、海外直接投資の効果を十分に示していないかもしれない。このような

負の影響は実際にあったとしても、1990年代に実際に海外進出した企業に見られる国内従
業者と海外従業者数をともに成長させるような企業特殊的な要因に打ち消されてしまって

いたため、比較的小さい点推定値が得られたのではないかと考える。
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5.1 導入

近年、日本企業、とくに大企業が世界中に拠点を構えつつ世界を股にかけて事業活動を

行う例が増えてきている。多国籍企業における内部労働市場は国内本社と海外現地法人の

異なる所在地を前提にして構成される。そのため同じ職種・職位の従業員でありながらも、

生活水準や技術水準の大きく異なる地域間また職場間で異なる処遇や評価を行うルール策

定が内部労働市場には求められることになる。このような内部労働市場の国際的外延化は

これまでの内部労働市場の議論で明示的に意識されることはなかった (白木, 2006) 。本論

文でも多国籍企業の内部労働市場の分析に立ち入ることが出来なった。しかし、多国籍企

業における組織内での労働資源配分を分析する端緒として、国内従業員と海外現地法人従

業員との資源配分について分析する。

本章は、日本の企業レベルのパネル・データを用いて、近年の海外事業活動の拡大によ

る現地での雇用創出が国内の雇用喪失につながるのではないかという仮説を検証する。海

外直接投資の増加による国内生産拠点の縮小が国内産業の労働需要の縮小をもたらし、国

内の雇用が減少するのではないかという懸念が常にあり、日本の多国籍企業の国内労働需

要と国外労働需要との関係を明らかにすることは政策的に重要だと考えられる。本章では、

「経済産業省企業活動基本調査」「海外事業活動基本調査」の二つの政府統計個票データを接

続することを通じ、海外に子会社を持つ日本企業について、企業組織や経済環境の変化に

対する雇用調整において、本社の国内での雇用水準、海外子会社の雇用水準がどのように

変化するのか同時に観察、それぞれの代替・補完関係および雇用調整に関する費用構造の

実証分析を行う。これらを通じて、日本の多国籍企業が日本国内・国外の雇用水準に与え

る影響に対し、実証的な知見を得ることができるとともに、今後の日本企業の海外事業展
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開に関する政策形成について有用な示唆を得ることができる。

海外直接投資による本国雇用に与える影響についての実証研究としては、日本のみなら

ず、フランス、イタリア、ドイツ、アメリカをはじめとする国々のデータを用いた研究が

行われている。Navaretti et al. (2009) や Hijzen et al. (2011)、Castellani et al. (2008)

ではフランス、イタリアのデータを用いて国内企業が海外直接投資を始めることによる国

内雇用へ影響は有意ではないもののフランスまたはイタリアではおよそ 10% 増加させる

という結果を報告している、またWagner (2011)ではドイツのデータを用いた実証研究で

雇用に対しては少なくとも負の効果はないことを報告している。アメリカについての研究

でも Desai et al. (2009)が雇用に負の効果なしとしている一方、Harrison and McMillan

(2011)は雇用への影響は小さいとしながらも、低所得国への海外直接投資が 10%増加する

ことによっては国内の雇用を 3.7%減少させるとしている。

海外事業活動の拡大に伴う日本国内雇用への影響についても海外の研究と同様に、多く

の研究が雇用に対して正の影響があるとする一方で、アジア向けもしくは発展途上国向け

の投資では負の影響があるという報告もある。Yamashita and Fukao (2010)、Ando and

Kimura (2011) によれば、企業の海外活動の 10% の拡大が国内雇用にも 2% ほど正の影

響を与えるという。さらに、Ito and Tanaka (2014) は、国内の取引先企業の雇用への影

響も含めて分析し、同様の結論を導いている。また、Kambayashi and Kiyota (2015) で

は、Harrison and McMillan (2011) の手法を用いて、投入財の価格と投入量の関係から、

国内雇用と海外雇用および資本設備との代替関係を推定し、日本における製造業従業者成

長率鈍化の原因は海外進出よりも資本設備との代替関係によるものと結論付けている。一

方、Edamura et al. (2011)ではアジア向けの直接投資は雇用に負の影響を与えると報告し

ている。



第 5章 海外現地法人の雇用創出・喪失と日本国内雇用との関係について 162

これまでの実証研究の手法上の論点は、国内労働需要と国外労働需要とが共に企業の意

思に基づく同時決定性の問題を如何に克服するかである。Helpman et al. (2004)の示唆す

るところによると、より高度な生産技術を保有する企業ほど海外現地法人を設立する傾向

にあるが、より生産技術が高い企業ほど国内生産の規模、従業者規模も大きくなることが

考えられる。この場合、実証研究を行う際に、海外現地法人の設立による国内雇用への影

響を識別するのが困難になる。

このような問題に対し、パネル・データを元に、海外現地法人設立をする確率が近しい企

業のうち、海外現地法人を実際に設立したものとそうでないものを比較する傾向スコアマ

ッチング法を用いて、海外現地法人設立による国内労働への影響をみる手法が多く用いら

れている。例えば Navaretti et al. (2009)、Hijzen et al. (2011)、Castellani et al. (2008)、

Ando and Kimura (2011)や、Ito and Tanaka (2014)がこれにあたる。しかし、マッチン

グの手法では、海外現地法人の設立要因が完全に外生的なものとして扱えるかは自明では

ない。一方、本国および現地の賃金率、製品価格といった企業の意思決定とは外生的な変数

を用いた需要関数を推定するアプローチ、Harrison and McMillan (2011) や Kambayashi

and Kiyota (2015) がとった方法では、賃金率のマクロ的もしくは時系列的な変化による

雇用変動はそれ以外の年効果によるものと区別できず、企業間の賃金差を用いて識別しよ

うとすれば、その賃金差が企業の生産技術との相関がないという外生性の条件が満たされ

るかという問題が残ることになる。

企業の対外直接投資の要因としては、Melitz (2003)や Helpman et al. (2004)が強調し

た企業の生産性等の企業特有の要因*1と、マクロの経済環境の要因が考えられる。マクロの

経済的要因としては、深尾 (1997)が示したように、（1）ある国の国際移動できない経営資

*1 英語文献ではMelitz and Redding (2014)に企業の生産性に関する異質性と企業の国際化との関係に関
する理論のサーベイがまとめられている。
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源の量が当該国内にある生産要素賦存量に比べ豊富な場合や、（2）当該国の実効為替レー

トが割高になって引き起こされる。また、（3）関税や輸送費などの貿易障壁が高まった場

合にも直接投資が貿易にとって代わる。

本章では、マクロ経済的な要因によって生じる外生的な海外労働需要の増加による国内

労働への影響を推定することを目指した。上記に挙げた概念的なマクロショックは、実際

に貿易財ごとに異なる関税率や輸送費の変動、海外現地法人が複数の国に存在する多国籍

企業が直面する実効為替レートの変動、災害などによる経済環境の変化によって生じる測

定し難い経営資源の賦存量の変化といった測定または集計し難いという困難が考えられる。

そこで、本章では Bartik (1991) によるマクロ経済的な要因によって生じる労働需要の変

動の計算方法を利用する。この手法は、地域ごとに分断される地域市場の分析において内

生的に変動されると考えられる労働需要に対する操作変数として考案された。この手法は、

特定の産業に対する全国的な需要の増加はどの地域でも直面する一方で、地域ごとに異な

る産業構造の異なるため生じる地域市場毎の労働需要の変動を操作変数とする手法である。

つまりこの手法は、事前に与えられる地域ごとの産業構造の違いは分析時点の経済環境の

変化にとって外生変数であるという仮定によって識別を行うことになる。

ここでは、海外諸国それぞれで生じたマクロ経済ショックが与える多国籍企業への影響

は、多国籍企業が過去の進出状況、すなわちどの国に重点的に進出していたかによって異

なるであろうという仮説を前提とする。この手法で得られた外生的な海外労働需要の変動

を用いることで、海外労働需要と国内労働需要との関係の把握を行った。

本章の推定手法は以下のようなものである。「企業活動基本調査」と「海外事業活動基本

調査」の個票データをそれぞれの名簿情報に基づいてマッチングした上で、海外子会社形

式での粗進出数・粗撤退数を計測する。また、海外での粗雇用創出（gross job creation）
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・粗雇用喪失（gross job destruction）を計測する。粗雇用創出・粗雇用喪失に関しては、

Davis et al. (1996)、Davis et al. (1998) の方法がほぼ確立した手法となっており、これら

に準じた方法で計測を行う。さらに、これらの計測結果を、産業別・企業規模別に集計し

て業種・企業別による違いを観察する。

次に、国内親会社の粗雇用創出・粗雇用喪失を計測し、海外活動との関係について計量

的に分析する。具体的には、海外子会社数・売上高・雇用の変化と国内親会社の売上高・

雇用の関係について相関係数の計測、有意差検定、回帰分析等を行い、グローバル展開と

国内活動の代替性／補完性を明らかにする。

本章では、1990年代以降の日本の製造業の従業者成長率について、製造業計のデータセ

ットと既に海外直接投資を行った既進出企業データという二つのデータセットについて考

察をおこなった。

その結果、1990年代以降の日本の多国籍企業の海外進出を促したマクロ経済的なショッ

クは、企業売上高、国内賃金成長率を制御した上では、国内従業者数の成長率に対して有

意な正の影響は見られず、点推定で見ると海外の雇用成長 1%に対して 0.01%の雇用減少

をもたらすという結果が得られた。

このような負の影響は実際にあったとしても、1990年代に実際に海外進出した企業に見

られる国内従業者と海外従業者数をともに成長させるような企業特殊的な要因に打ち消さ

れてしまっていたため、本章では比較的小さい値であると評価する。まず企業特殊的な要

因を制御しない場合、海外事業所の従業者数の増加は国内の雇用を増加させるように見え

るが、そのような属性を制御しマクロ経済的な要因による海外従業者数の増加は国内の従

業者数に正の影響が与えるという結果は得られない。これは生産技術の向上などの企業特

殊的な要因によって海外現地法人と本国の規模を同時に拡大させている企業がデータセッ
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トに多く含まれていることを示唆している。また本章で用いた企業活動基本調査および海

外事業活動基本調査は、日本の製造業に属する企業について十分なカバレッジを持つこと

から、企業特殊的な要因によって海外現地法人と本国の規模を同時に拡大させている製造

業企業がデータセットに多く含まれているという傾向は 1990 年代の日本製造業の傾向を

反映していると考えられる。最後に本章の構成は以下のとおりである。まず第 2節で推定

する経済モデルの構造を述べる。第 3節では、利用したデータセットの概要と作成方法を

概観する。第 4節では、推定結果とそれに対する考察を述べる。

5.2 理論モデル

日本企業の労働需要関数を考える。ここでは、国内における労働力と海外現地法人にお

ける労働力を使用して生産する企業についての労働需要モデルを考える。

まず日本の産業 oに属する企業 iの t期の生産量の合計 Yoit は国内の生産要素 Xdom
oit と

海外現地法人で使用される生産要素 Xfor
oit を使って、以下の生産関数のもとで生産される。

Yoit = f(Xdom
oit , Xfor

oit |θoit) (5.1)

Xfor
oit は各国 j(全 J か国) における現地法人での生産要素 Xfor

1oit, . . . , X
for
joit, . . . X

for
Joit の

集計量とする。θoit は生産関数のパラメータであり、企業ごとに異質性があることを許容し

ている。以下ではこの θoit を企業の異質性と呼ぶ。

この企業が直面する費用 Coit について、Xdom
oit , Xfor

oit を所与とすれば、次のように書

ける。

Coit = wdom
oit Xdom

oit + wfor
oit X

for
oit (5.2)
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wdom
oit は国内の生産要素 Xdom

oit の要素価格、wfor
oit は海外現地法人の生産要素 Xfor

oit の要

素価格それぞれについて生産財 Yoit の価格で実質化した実質要素価格である。

この企業の各生産要素の需要Xg
oit は、各要素の実質要素価格のもとで生産量 Yoit を生産

するための費用最小化問題から導出される需要関数で定まる。すなわち、

Xg
oit = Dg

oit(w
dom
oit , wfor

oit , θoit, Yoit) (5.3)

この Xg
oit をそれぞれ購入するための費用は以下の費用関数 C で与えられる。

C(wdom
oit , wfor

oit , θoit, Yoit) = wdom
oit Ddom

noit (w
dom
1oit , . . . w

dom
Noit, w

for
11oit, . . . w

for
JNoit, θoit, Yoit)

　+ wfor
oit D

for
oit (w

dom
oit , wfor

oit , θoit, Yoit) (5.4)

次に、各生産要素のうち国内の労働需要を考える。まず国内生産要素をXdom
1oit、それ以外

の生産要素需要ベクトルXoit（ここでは海外現地法人における生産要素Xfor
oit に相当する）

とすると、この生産要素ベクトル Xoit

Xoit = Doit(w
dom
oit , wfor

oit , θoit, Yoit) (5.5)

となる。

Yoit および oit を所与として与えられた時、Xdom
1oit に関する費用最小化問題は、

min : Coit = wdom
1oit X

dom
1oit + coit(oit) (5.6)

s.t : f
(
Xdom

1oit , oit|θoit
)
= Yoit
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whereCoit = wfor
oit X

for
oit

この費用最小化問題を解くと、Xdom
1oit は以下の条件を満たす。

∂f(Xdom
oit , oit|θoit)
∂Xdom

oit

= wdom
oit (5.7)

の解である。ここから、国内生産要素の補償需要関数を考える。Xoit を所与としたとき

の企業の条件付き費用関数は

C1 = C1(w
dom
oit , Xoit, θoit, Yoit) (5.8)

と書ける。Xdom
oit を除くXoit を所与としたとき、この条件付き費用関数の wdom

oit に関す

る 1階微分はちょうど需要量 Xdom
oit と等しく補償需要関数となる。すなわち、

Xdom
oit = d(wdom

oit , Xoit, θoit, Yoit) (5.9)

と書ける。そして、本章の目的は、この国内労働需要関数について、それ以外の生産要素

が増加したときの効果

β =
∂d(wdom

1oit , Xoit, θoit, Yoit)

∂oit
(5.10)

を推定することである。

この (5.10) 式を推定する際に問題となるのが、企業は利潤最大化をする際に Xdom
oit と

Xoit,Yoit とを同時決定することである。Xoit, Yoit も Xdom
oit と同様に企業の異質性 θoit の

関数であるため、この θoit について観察できるパラメータと観察できないパラメータを適
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切に制御しないと内生性の問題が生じる。次節で扱う推定モデルを導出するために、この

国内労働需要関数を具体化する。本章では、雇用成長率に関心をおくため、成長率の定式

ができるよう国内労働需要関数を次のように対数線形化する。

ldomoit = β0 + β1w
dom
1oit + xoitβ2 + Yoitβ3 + Tt + Io + Foit + eoit (5.11)

ldomoit は対数表記の国内労働需要、wdom
1oit は対数表記のW dom

1oit すなわち企業 iが直面して

いる国内賃金率、ベクトル oit は国内労働需要以外の生産要素需要ベクトル Xoit として海

外現地法人従業者数を対数表記に直したものである。企業の異質性 θoit の効果は年効果 Tt

と産業固定効果 Io、年ごとに変化しうる企業効果 Foit と、以上で挙げた変数とは無相関か

つ系列相関もないと仮定される撹乱項 eoit で構成される。このうち企業効果 Foit は t時点

での企業の異質性のうち、t時点での企業平均からの乖離を反映しており、企業間で異なる

生産性などを反映している。

この Foit について、ここでは 1期前の企業効果 Foit−1 と、Foit−1 とは無相関かつ系列

相関のないショック項 foit の和からなる確率変数とする。

Foit = Foit−1 + foit (5.12)

ここでは、第 2節 (5.11) 式および (5.12) 式で定式化したモデルについての、推定モデ

ルについて述べる。(5.11) 式および (5.12) 式から、推定モデルは次のようになる。

ldomoit = βo0 + βow
dom
oit + xoitβ2 + lnYoitβ3 + Tt + Io + Foit−1 + foit + eoit (5.13)

本章では、(5.13) 式の推定について、一回階差推定（FD推定）と Bartik (1991) の「シ
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ェア効果」による操作変数推定を組み合わせた手法を用いる。

まず、(5.13) 式を t期から t-1期で階差をとると Foit = Foit−1 + foit であることから、

次のようになる。

ldomoit = β1w
dom
oit +∆xoitβ2 +∆lnYoitβ3 + Tt + foit + eoit (5.14)

ここで ∆ は階差演算子を表す。ここでの被説明変数および説明変数はすべて対数表記で

あることから階差をとることでそれぞれの成長率を表している。この式を推定する際に、実

際には対数差分が取れない場合が存在する。雇用量については、海外現地法人の新規創設

による雇用量の成長（t-1期の雇用量が 0）、企業もしくは海外現地法人の廃業、撤退による

雇用量の成長率（t期の雇用量が 0）がそれにあたる。そこで、以降の推定式では ∆ldomoit 、

∆xoit は Davis et al. (1996)の方法で定義される雇用成長率を用いる。

このことから、企業パネル・データを用いて、一回階差推定 (FD推定)を行うことで企

業効果のうち Foit−1 および産業固定効果 Io を制御できる。しかし oit と完全多重共線性の

関係にあることから、foit を制御する目的で年ダミーと企業ダミーの交差項を挿入するこ

とはできない。そこで oit の効果を識別するために、Bartik (1991)による「シェア効果」に

よる操作変数を使用する。

つぎに、(5.14) 式の xoitの効果を推定するための除外操作変数として Bartik (1991)「シ

ェア効果」を導出する。まず、海外直接投資受け入れ国それぞれにおける t-1 期から t 期

にかけてのマクロ経済的なショックによって、当該国 j に所属する企業 i（産業 o に属す

る）の現地法人（製造業）は等しく gjot だけ成長する。このマクロ経済的なショックによる

海外従業者の増加を各国で集計したとき企業 iの海外従業者成長率についての予測値 goitb

は、第 1国から第 J国までの企業 iの各国における従業者の比率が基準時点 b(b<t)のま
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ま、Ωoib = (ωo1ib, . . . , ωoJib)であるとした時、次のようになる。

goitb =
∑
J

ωoJib ∗ gjot (5.15)

この Ωoib、は基準時点 bでの経済状況および企業属性に依存するが、t-1期から t期に

かけての企業属性の変化 foit とは無相関である除外操作変数と考えられる*2。この操作変

数の直観的な理解は、企業がもつ異質性が b時点から時間を通じて一定、それゆえ直接投

資の比率が b時点から時間を通じて一定の時、t-1期から t期にかけての各 j 国におけるマ

クロ経済的なショックによって企業 iの海外従業者はどれだけ成長するかというものであ

る*3。この goitb は基準年の各国における従業者比率によって企業間で異なる。そのためこ

こではこれを「シェア効果」と呼ぶ。

この基準時点 b は bt を満たせばよいため、過去数期間分の各国従業者比率を利用でき

る。そこで本章では、基準年 bを t-3期、…、t-1期までの 3期それぞれに定め、lmoit のた

めの除外操作変数 goitt−4, . . . goit−1 を作成し、(5.14) 式に対して次の直交条件についての、

GMM推定を行った。

E
[
Z
{
ldomoit −

(
α+ βo1w

dom
1oit + oitβ2om +∆lnYoitβ3 + Tδ + Iγ

}]]′
= 0 (5.16)

Z = (1, wdom
1oit , goitt−4, . . . goit−1, ,∆lnYoit−1, T, I)

*2 補論で詳しく議論する。
*3 Bartik (1991) は、地域ごとの雇用者の成長率のうち、地域ごとの労働供給量の変化とは無相関な成長率
（地域労働市場における労働需要曲線のシフト）を導出するため、基準年における地域産業構造を一定とし

たときに一国全体のマクロショックによる地域ごとの雇用者成長率を導出した。本章で作成した操作変数

は、この Bartik (1991) の議論における地域を企業、産業構造シェアを海外直接投資のシェアに置きなお
したものである。
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ここでの GMM推定には年ダミーベクトル T、産業ダミーベクトル Iを含んでいる。

(5.16) 式の GMM 推定では過去 3 期分の「シェア効果」を使うことで過剰識別検定が

利用できる。この推定の識別戦略は過去の海外従業者割合は、t 期における企業効果の変

化とは無相関であるという仮定に依存している。そこで、この仮定が満たされているかを

Sargan検定によって検証する。

本章では、(5.16) 式のモデルでの雇用成長率は、Davis et al. (1996) の方法で定義され

る雇用創出・喪失指標による雇用成長率を用いる。雇用創出・喪失指標は以下のように定

義する。産業 oの企業 iについて、グループ s ∈ S (グループとは、海外現地法人の属する

国・地域、産業で定義される) に属する t 時点の従業者を Ls
oit、∆ を t − 1 年から t 年へ

の１階の階差演算子とすると、企業レベルでの成長率は、lsoit = ∆Ls
oit/L̃

s
oit と定義される。

ここで、L̃s
oit は産業 oの企業 iの従業者のうちグループ sに属する t− 1年の従業者数と t

年の従業者数の平均 L̃s
oit = (Ls

oit−1 +Ls
oit)/2である。ここで定義した成長率 lsoit は、通常

の成長率が前期従業者数を分母にとる場合と異なる。通常の成長率が-1から無限大の範囲

をとるのに対し、そのとりうる値は-2から +2の範囲を超えない。この方法によって、雇

用の拡大・縮小を対称的に表示することができると同時に、新規開業時の従業者の成長率

を +2として定義することができる。また、この方法のもとでは、撤退による従業者の成長

率は-2として定義される。

また、この指標はグループ sをもとに作成することができる。産業 oについてグループ

st− 1年における従業者数の集計量（日本企業計）Ls
ot−1 と、t年の従業者数の集計量（日

本企業計）Ls
ot の平均値を、L̃s

ot = (Ls
ot−1 + Ls

ot)/2と表記すると、産業 oにおけるグルー

プ sの従業者成長率は lsot = ∆Ls
ot/L̃

s
ot で定義される。

この方法に基づき、(5.16) 式における国内従業者成長率を ldomoit = ΔLdom
oit /L̃dom

oit 、海外
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従業者（製造業）成長率を∆xoit = ∆xoit/x̃oit として定義する。

また、操作変数 goitb を作成する際の j国でのマクロショックによる雇用成長率 gjot も次

の方法で作成した。日本企業のうち企業 i以外の企業（産業 o）の j国における海外現地法

人（製造業）をグループ (j-i)とし、ĝjiot = ∆xj−i
ot = ∆Xj−i

ot /X̃j−i
ot を作成した。

5.3 利用データ：政府統計データ

ここでは、本章で利用したデータについて説明する。本章では、経済産業省「企業活動

基本調査」と「海外事業活動基本調査」という２つの国内企業に関する政府統計について

1996年調査以降の個票データを利用する。本章では、これらの個票データ企業の名簿情報

をもとに接続し、海外現地法人について日本国内親会社の企業情報を付与したデータベー

スを構築、利用した。ここでは、まずそれぞれの政府統計調査の概要を述べたのちに、利用

したデータベースの記述統計量を説明する。

企業活動基本調査は、企業の活動の実態を明らかにすることを目的に、日本国内の調査

該当業種*4の事業所を持つ企業のうち従業者 50人以上かつ資本金または出資金 3,000万円

の企業を対象に、1992年に開始され、1995年以降に毎年実施されている。企業活動基本調

査では、企業の名称及び所在地、資本金額または出資金額、事業組織及び従業者数、事業内

容、取引状況などが調査されている。また、企業活動基本調査の個票データには、通年で共

通の永久企業番号が割り当てられているため、それを利用することで各年の調査における

個票データをパネル・データ化することが可能となる。

*4 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｃ－鉱業、採石業、砂利採取業、大分類Ｅ－製造業、大分類Ｆ－電気・ガ

ス・熱供給・水道業（中分類 35－熱供給業及び中分類 36－水道業を除く。）、大分類Ｇ－情報通信業の一
部、大分類 I－卸売業、小売業、大分類 J－金融業、保険業の一部、大分類Ｋ－不動産業、物品賃貸業のう
ち中分類 70－物品賃貸業の一部、大分類Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業の一部、大分類Ｍ－宿泊業、
飲食サービス業の一部、大分類Ｎ－生活関連サービス業、娯楽業の一部、大分類Ｏ－教育、学習支援業の一

部及び大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）の一部を指す。
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海外事業活動基本調査は、日本企業の海外事業活動の現状と海外事業活動が現地及び日

本に与える影響を把握することを目的に、毎年 3月末時点で海外に現地法人*5を有する日

本企業を対象にした全数調査*6である。

海外事業活動基本調査の調査事項は大きく本社企業調査票のものと現地法人調査票のも

のと 2つに分類される。本社企業調査票では、海外現地法人を有する日本企業の名称及び

所在地、資本金などの企業の概要、企業の操業状況、雇用の状況、損益計算書項目、現地法

人からの受取収益などを調査事項としている。現地法人調査票では、海外現地法人の概要、

出資状況、操業状況、解散・撤退・出資比率の低下の状況、雇用の状況、売上高、仕入高な

ど事業活動の状況、費用、収益・利益処分、研究開発の状況、設備投資の状況などを調査項

目としている。本社企業調査票、現地法人調査票の個票データそれぞれには、通年で共通

の本社番号、子会社番号、孫会社番号を割り振られているため、それを利用することで各

年の調査における本社調査票、現地法人調査票を接続することで、特定企業の国内事業の

動向と海外事業における動向を時系列に沿って同時にみることができるパネル・データを

作成することが可能である。

それぞれの政府統計は異なる目的をもって行われた調査であり、企業活動基本調査では、

国内企業の国内での動向について詳細に調査している一方、海外事業活動基本調査では海

外現地法人の動向を現地法人ごとに詳細に観察できる。本章ではそれぞれのデータの長所

を生かすため、上記に挙げた二つの政府統計調査を接続することで作成したデータベース

をもとに分析を行う。

次に政府統計の個票データについて、企業名簿情報をもとに接続したデータベースの作

*5 海外事業活動基本調査における現地法人とは、海外子会社と孫会社の総称である。ここでの海外子会社と

は日本側出資比率が 10%以上の外国法人、海外孫会社とは日本側出資比率が 50%超の海外子会社が 50%
超の出資を行っている外国法人を指す。本章における海外現地法人とは、この海外事業活動基本調査にお

ける定義を踏襲する。

*6 金融・保険業、不動産業を除く。
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成方法を説明する。

まず 2007年、2010年、2012年および 2013年海外事業活動基本調査の本社調査票個票

データには企業活動基本調査での永久企業番号が付与されていることを利用し、2007 年、

2010年、2012年および 2013年の企業活動基本調査個票データに海外事業活動基本調査の

本社および現地法人調査票データを接続する。

次に海外事業活動基本調査本社調査票に永久企業番号が付与されていない年については、

企業活動基本調査個票と海外事業活動基本調査個票との接続には名簿情報から、会社名、本

社所在地郵便番号、資本金を鍵変数として、企業活動基本調査の永久企業番号と、海外事

業活動基本調査の本社番号との対応関係を識別し、それそれの個票との接続を行った*7。

表 5.1 は記述統計量である。国内従業者成長率および海外従業者成長率は Davis et al.

(1996) の方法で定義される雇用成長率を用いた。海外従業者成長率が-2のものは、現地法

人の雇用量が 0になったことを意味する。海外事業活動基本調査では、現地法人の撤退・

退出がフラグで管理され、海外現地法人が退出しても、国内企業が現存していれば撤退・

退出を識別できる。一方、企業活動基本調査では国内企業が退出した際、個票データは存

在せず退出を識別するのが難しい。ここでは退出企業・未回答企業の区別をせず全て分析

に用いなかった。そのため、国内従業者成長率の最小値は必ず-2を上回る。

5.4 推定結果

　表 5.2 は、第 2節で得られた推定モデルをもとに、製造業における国内従業者成長率

を被説明変数に、海外従業者成長率との関係を推定したものである。まず、一回階差推定

*7 企業活動基本調査および海外事業活動基本調査は永久企業番号および本社番号を通じて、同一企業の異時

点間の名簿情報を参照できることを利用し、接続にあたっては同一年次の名簿情報にもならず異時点にお

ける名簿情報（1992年、1995年の企業活動基本調査も含む）も参照した。
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の結果 (1)をみると、海外従業者成長率が高い企業では国内従業者数成長率が高いという

傾向がみられ、点推定によると海外部門従業者 1%の成長がみられる企業では国内従業者

数は 0.004%成長しているという相関がみられる。また、その他の説明変数については、国

内賃金率の 1%の上昇は国内雇用成長率を 0.2%鈍化させ、企業売上高成長率が高い企業ほ

ど国内従業者数を増加させる傾向があり、売上高成長率 1%あたり 0.2%ほどの国内従業者

数が成長することがみてとれる。

一方、操作変数法に基づいたマクロ経済的な要因による海外従業者成長率との関係（結

果 (2)）をみると、上記のような傾向は見られず、統計的には非有意ではあるものの、海外

従業者成長率と国内従業者数との関係は負の関係となるという結果が得られた。この結果

は、観察された期間に生じた海外従業者を成長させるようなマクロ経済的なショックは製

造業の国内労働需要に対しては有意な正の影響を与えなかったと言える。また操作変数法

を用いても、企業売上高および国内従業者賃金率と国内従業者成長率との関係は 1階階差

推定と同様であった。

以上の結果は、サンプルで用いた海外従業者成長率のうち、いわゆるインテンィブマー

ジンすなわち海外従業者がもともと存在した企業の海外従業者成長率のみで分析しても同

様のことが得られた。表 5.2 の結果 (3)および (4)は、海外従業者がもともと存在するこ

とを条件づけたサンプルのみをもとに、国内従業者成長率と海外従業者成長率との関係を

分析したものである。ここでも、海外従業者がもともと存在した企業の海外従業者成長率

に関する一回階差推定 (3)では正の関係が見て取れるが、操作変数法 (4)を用いると負の

関係が得られる。以上の結果から、1990年代以降の日本の多国籍企業の海外進出を促した

マクロ経済的なショックは、企業売上高、国内賃金成長率を制御した上では、国内従業者

数の成長率に対して正の影響はなく、国内従業者と海外従業者成長率に見られた正の相関
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は企業特殊的な要因によるものと考えられる。ただし、今回の分析では製造業に従事する

海外現地法人の従業者を増加させるマクロ経済的なショックは国内製造業雇用量に対し負

の影響を与えうることを見出した。表 5.3 は、海外部門従業者数を、現地法人の業種（製

造業および非製造業）ごとに改めて集計しなおし第 2節のモデルを推定したものである。1

階階差推定の結果をみると企業計 (5)海外進出企業のみ (7)いずれの場合も、海外部門従業

者数の成長率が高い企業ほど国内従業者数の成長率が高いという表 2と同じ結果が得られ

た。しかし、操作変数法を用いた結果 (6),(8)によると、製造業に従事する海外現地法人の

従業者を 1%成長させるマクロショックは国内製造業雇用量に対し、国内従業者は-0.01%

ほど減少するという負の影響を与えると解釈できる。この結果は、多国籍企業がこれまで

国内で財を生産していた部門を、海外現地法人の生産部門に代替させているのかもしれな

い。ただし、このような効果は、国内従業者と海外従業者数をともに成長させるような企業

特殊的な要因に打ち消され、そのため 1階階差推定では正の係数が得られたと考えられる。

以上の結果から、1990年代以降の日本の多国籍企業の海外進出を促したマクロ経済的な

ショックは、企業売上高、国内賃金成長率を制御した上では、国内従業者数の成長率に対

して正の影響はなく、国内従業者と海外従業者成長率に見られた正の相関は企業特殊的な

要因によるものと考えられる。

5.5 本章の結論

本章では、1990年代以降の日本の製造業の従業者成長率について、製造業計のデータセ

ットと既に海外直接投資を行った既進出企業データという二つのデータセットについて考

察をおこなった。その結果、1990年代以降の日本製造業企業の海外進出を促したマクロ経

済的なショックは、企業売上高、国内賃金成長率を制御した上では、国内従業者数の成長
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率に対して正の影響は与えず、点推定で見ると海外現地法人従業者数の成長率 1%に対し

て国内従業者数は 0.01%減少するという小さくまた統計的に非有意な雇用減少をもたらす

という結果が得られた。これらの統計的に有意でない結果は、推定における標準誤差の大

きいということもあり、海外直接投資の効果を十分に示していないかもしれない。このよ

うな負の影響は実際にあったとしても、1990年代に実際に海外進出した企業に見られる国

内従業者と海外従業者数をともに成長させるような企業特殊的な要因に打ち消されてしま

っていたため、比較的小さい点推定値が得られたのではないかと考える。まず企業特殊的

な要因を制御しない場合、海外事業所の従業者数の増加は国内の雇用を増加させるように

見えるが、そのような属性を制御しマクロ経済的な要因による海外従業者数の増加は国内

の従業者数に正の影響が与えるという結果は得られない。これは生産技術の向上などの企

業特殊的な要因によって海外現地法人と本国の規模を同時に拡大させている企業がデータ

セットに多く含まれていることを示唆している。また本章で用いた企業活動基本調査およ

び海外事業活動基本調査は、日本の製造業に属する企業について十分なカバレッジを持つ

ことから、企業特殊的な要因によって海外現地法人と本国の規模を同時に拡大させている

製造業企業がデータセットに多く含まれているという傾向は 1990 年代の日本製造業の傾

向を反映していると考えられる。

本章の最後として今後の課題を挙げる。本章で行った分析は、企業の国内部門と海外部

門をそれぞれ集計した従業員数を分析の対象としたが、組織内部においてどのような労働

者がどのような仕事に割り振られているかを考察する本論文の目的からすると、それぞれ

の労働者がどのような業務に従事しているかの考察が不十分である。本章で用いた企業活

動基本調査では、従業員数の内訳として調査・企画部門、情報処理部門、研究開発部門、国

際事業部門といった本社機能部分と現業部門それぞれの人数を調査している。このような
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詳細な従事している仕事の内容を考慮した上での、海外現地法人と国内企業との分業関係

を考察することが必要とされる。

5.6 補論：外生的な海外従業者成長率の作成

ここでは、除外操作変数として作成した外生的な海外従業者成長率変数について説明す

る*8。t-1期から t期にかけての企業 iの海外従業者の成長率の予測値 gforit を以下のように

作成する。

gforit =
∑
j

ωfor
ijt l

for
jt = lforft +

∑
j

ωfor
ijt−1 ∗

[
lforjt − lforft

]
(5.17)

ここで、lは t-1期から t期にかけての雇用成長率をあらわし、添え字の jは日本国外 j

国の海外現地法人での雇用を表し、jの代わりに fが添えられているものは日本国外全ての

国の集計、世界計であることを表す。添え字の iは特定の企業を示し、iが添えられていな

いものは企業計であることを示す。また、bは基準時点を表す。

ωfor
ijb は基準時点 b期における企業 iの海外従業者のうち j国の海外現地法人従業者が占

める割合を示す*9。lforft は、t-1期から t期にかけての日本企業の世界全体の海外従業者数

の成長率である。lforjt は j国における海外現地法人従業者数（企業計）の成長率である。こ

の(5.17) 式の第 1項は、世界計全体で見た時の海外従業者の成長率を示し、第二項は企業 i

の基準時点 b期における直接投資の割合に依存した成長率すなわち「シェア効果」を表す。

t-1期から t期にかけての企業 iの海外従業者の変化量の予測値 Gfor
it を以下のように作

*8 ここでの操作変数の作成方法は、Bartik (1991) の Appendix 4.2で操作変数として作成された “growth
prediction” の作成方法を参考にした。Bartik (1991) では、各地域の外生的な雇用成長率の予測値を各
地域の産業構造を基準年の割合で固定することで導出したことに対し、本章では各企業の雇用成長率の予

測値を各企業の企業構造を基準年の割合で固定することで導出している。

*9 企業 iが海外直接投資を実施しておらず、全ての国で海外従業者が存在していない場合は、等加重 1/Jと
した。
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成する。

Gfor
it =

∑
j

Lfor
ijt−1 ∗

(
Lfor
ft − Lfor

ft−1

Lfor
ft−1

)
+
∑
j

Lfor
ijt−1 ∗

[(
Lfor
jt − Lfor

jt−1

Lfor
jt−1

)
−

(
Lfor
ft − Lfor

ft−1

Lfor
ft−1

)]
(5.18)

ここで、Lは水準で見た雇用量をあらわし、添え字の jは日本国外 j国の海外現地法人で

の雇用を表し、jの代わりに fが添えられているものは日本国外全ての国の集計、世界計で

あることを表す。添え字の iは特定の企業を示し、iが添えられていないものは企業計であ

ることを示す。(
Lfor

ft −Lfor
ft−1

Lfor
ft−1

)
は、t-1期から t期にかけての日本企業の世界全体の海外従業者数の変化

率である。

(
Lfor

jt −Lfor
jt−1

Lfor
jt−1

)
は j国における海外現地法人従業者数（企業計）の変化率である。

Lfor
ijt は、t期の j国における企業 iの海外現地法人の雇用量を表す。この (5.18) 式の第 1

項は、世界計全体で見た時の海外従業者の成長、第二項は企業 iの t-1期における直接投資

の配分に依存した成長、「シェア効果」を表す。

この (5.18) 式を成長率 gforit で評価するために、対数差分で評価すると次のようになる。

gforit = ln
(
Lfor
it−1 +Gfor

it

)
− ln

(
Lfor
it−1

)
= ln

1 + lforft +
∑
j

ωfor
ijt−1 ∗

(
lforjt − lforft

)
≈ lforft +

∑
j

ωfor
ijt−1 ∗

(
lforjt − lforft

)
=
∑
j

ωfor
ijt−1 ∗ l

for
jt

(5.19)

ここで、lは t-1期から t期にかけての雇用成長率をあらわし、ωfor
ijt−1は t-1期における企
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業 iの海外従業者のうち j国の海外現地法人従業者が占める割合を示す*10。lforft は、t-1期か

ら t期にかけての日本企業の世界全体の海外従業者数の成長率である。lforjt は j国における

海外現地法人従業者数（企業計）の成長率である。この (5.19) 式の lforft は、世界計全体で見

た時の海外従業者の成長率を示し (5.18) 式第 1項に対応する。
∑

j ω
for
ijt−1 ∗

(
lforjt − lforft

)
は企業 iの基準時点 t-1期における直接投資の配分の割合に依存した成長率すなわち (5.18)

式第 2項「シェア効果」に対応する。

この gforit を海外従業者成長率に対する除外操作変数として用いると、海外従業者成長率

の効果を、t-1期におけるそれぞれの企業の海外直接投資の配分比率 ωfor
ijt−1 の平均からの

乖離から識別がなされていることがわかる。gforit は

gforit = lforft +
∑
j

ωfor
ijt−1 ∗

(
lforjt − lforft

)
(5.20)

と表記することができる。年ダミーを挿入していることから、第一項 lforft は年ダミーと

完全な多重共線性を有しているため、海外従業者成長率の効果の識別には影響しない。次

に、第二項の「シェア効果」については

∑
j

ωfor
ijt−1 ∗

(
lforjt − lforft

)
=
∑
j

(
ωfor
ijt−1 − ωfor

jt−1

)(
lforjt − lforft

)
(5.21)

と書ける。ωfor
jt−1 は、t-1期の日本企業計の海外従業者全体のうち、j国にある海外現地法

人従業者の占める割合である。そのため、「シェア効果」の企業ごとの違いは、t-1期の企

業ごとの直接投資割合と日本国内企業全体の直接投資割合との乖離の違いから生じている。

*10 企業 iが海外直接投資を実施しておらず、全ての国で海外従業者が存在していない場合は、等加重で計算し
た。
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5.7 図表

表5.1 記述統計

変数名 Mean Std.Dev Min Max

国内従業者数 overall 431.4117 1778.409 50 80840
（単位：人） between 1460.178 50 76250.83

within 228.4693 -9969.84 20428.33
国内賃金率 overall 4.734743 1.788683 0 108.2878
（一人当たり給与総額 (単位：100万円)） between 1.608799 0.140704 24.41939

within 0.981834 -14.0878 88.60313
売上高（単位：100万円） overall 24626.99 168106.1 8 12100000

between 134899.9 53 9430470
within 29250.13 -1372064 2673421

海外現地法人従業者 overall 254.9708 2816.693 0 174434
（単位：人） between 2250.534 0 135233

within 852.5248 -59366.2 80418.1
海外現地法人従業者（製造業） overall 254.6483 2815.203 0 174434
（単位：人） between 2250.272 0 135233

within 852.0724 -59366.5 80417.77
海外現地法人従業者（非製造業） overall 221.0219 2801.465 0 174434
（単位：人） between 2237.618 0 135233

within 838.9697 -59400.1 80384.15
Observations N=121,609 n=16,793 Tbar=7.24
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第 6章

総括

1990年代初頭のいわゆる「バブル経済」崩壊以降の長期にわたり経済停滞において、日

本経済はその経済資源のより効率的な活用を求められていた。このような停滞をもたらし

た原因の一つとして、日本的雇用慣行で特徴づけられる労働市場の硬直性のために、経済

環境の変化に十分な対応ができなかった事が挙げられる。そのため、日本の労働市場をよ

り流動的で現在の環境に適したものにするための政策提案がなされることがある。このよ

うな背景のもとに、本論文はそのような流動的な労働市場へ改革するために生じるコスト

がどれだけ大きいのかを模索した。ここで、注目したのは組織内部での資源配分機能につ

いてである。

そこで第 2 章と第 3 章では、内部労働市場における資源配分メカニズムについて分析を

行っている。第 2 章では、内部労働市場による効率的な労働資源配分の前提となる、企業

による労働者の能力に関する情報収集能力を、雇用学習モデルの枠組みで測定した。この

結果が示すところ、企業組織は労働者の能力の速やかに学習していたといえる。また価格

調整メカニズムが働きにくいと考えられる内部労働市場において、労働資源の価格付けが

適切に行われているのかを検証するために、第 3 章では公的部門労働者の賃金率と民間部
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門労働者との賃金率の比較を行った。人的資本の多寡を制御した比較の結果、内部労働市

場で決定される公的部門労働者の賃金率は、外部労働市場に相当する民間部門労働者の賃

金率と平均的には均衡していることが示された。これらのことは、1990年代における日本

の労働市場における日本的雇用慣行制度は、企業内部における労働資源配分を効率的に行

えていたことを示唆する。しかし、この章で行った分析は人的資本の多寡を制御した比較

によって公的部門労働市場における労働資源の価格付けが外部労働市場と均衡しているの

かに注目したもので、公的部門労働者がどのような仕事に割り振られているかの分析はで

きておらず課題が残る。内部労働市場における昇進構造のみならず、この章での考察で言

及した女性労働者の非正規雇用への割り当ての可能性と併せて分析する必要がある。

その一方で 1990 年代は、内部労働市場に参入できなかった若年者の問題が顕著となっ

た時期でもあった。第 4 章で見たように、就業率が顕著に低下している低学歴者ほど、賃

金弾力性が高い。職業訓練や訓練によって人的資本の蓄積を促す、また蓄積された人的資

本を十分に活用できる職種へのマッチングを通じて労働生産性を向上させる、これらのよ

うな政策を通じて低学歴者をより高い賃金率で雇うインセンティブを企業に与えることが、

若年無業者問題を改善するために有効だと考えられる。

本論文でここで行った実証分析の結果からの考察として、以下の 3点を指摘する。まず、

組織としての日本企業は労働者の能力を素早く把握し、その情報を昇格昇進に反映させる

という点で労働力活用に寄与していたといえる。そして国家および地方公共団体のような

公的部門労働市場という、価格メカニズムを介さない雇用調整が主となる組織においても、

男性労働者については民間部門の雇用を阻害することなく均衡が達成されていた。最後に

日本の労働市場の否定的な側面として、分析対象期間に労働市場へ参入した若年無業者に

対しては、先行研究で指摘されてきた通り、良質な雇用機会が提供されていなかったとい
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える。

本論文の残された大きな課題は、若年無業者といった外部労働市場に存在する労働者が

仮に職業訓練などを通じて人的資本を蓄積しても、その情報が企業に伝わるかどうかの構

造が明らかになっていない点である。第 2 章で課題に挙げたように、企業内部での資源配

分機能労働市場全体に存在する各企業の情報保有構造について、各企業は社外の労働者の

生産性に関する情報を共有しているか、あるいは企業は自社が雇用している労働者の情報

しか保有していないのかどうかを分析する必要がある。
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